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３．議事 

１）円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会 幹事会の報告について 

２）平成30年度の取組み報告及び平成31年度の取組み予定について 

３）各機関からの情報提供について 
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・平成30年７月豪雨での対応について 

・ケアマネージャー等への取組みについて 

【但馬県民局 豊岡土木事務所】 

  ・洪水浸水想定区域図の作成進捗状況について 
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幹事会の報告について 

 

○第６回幹事会 平成３1年２月５日（火） 

 

（１） 円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会規約の訂正（案）について 

（別紙－１、２） 

（２） 平成３０年度取組みの記載内容及び平成３１年度取組み予定について 

（３） 各機関からの情報提供 

（４） 第５回協議会の進め方に関する確認 

 

 

 

 

 

 

（幹事会メンバー） 

豊岡市  技監 ／ 防災監 

気象庁 神戸地方気象台 観測予報管理官 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 総務防災課班長（企画防災担当） 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長補佐 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 副所長 
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別紙－１ 

 

円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会規約の訂正（案）について 

 

 

【議案】 

別表２の幹事会委員の一部を訂正する。 

 

 

［現行］ 

 

別表２ 

（幹事会） 

豊岡市  技監 ／ 防災監 

気象庁 神戸地方気象台 水害対策気象官 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 総務防災課班長（企画防災担当） 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長補佐 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 副所長 

 

 

↓ 

 

［訂正］ 

 

別表２ 

（幹事会） 

豊岡市  技監 ／ 防災監 

気象庁 神戸地方気象台 観測予報管理官 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 総務防災課班長（企画防災担当） 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長補佐 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 副所長 

 

 



 

別紙－２ 

 

円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案） 

 

（名称） 

第１条 本会は、水防法（昭和 24 年 6 月 4 日法律第 193 号）第１５条の９に基づき組

織することとし、本会の名称は、円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会

（以下「協議会」）とする。 

 

（目的） 

第２条 本協議会は、円山川における堤防決壊等に伴う大規模な浸水被害に備え、

隣接する自治体や県、国等が連携して減災のための目標を共有し、ハード・ソ

フト対策を一体的かつ計画的に推進することにより、社会全体で常に洪水に備

える「水防災意識社会」を下記河川において再構築することを目的とする。 

１）洪水予報河川（円山川、出石川） 

   ２）水位周知河川（奈佐川） 

 ３）その他、協議会が必要と認める河川 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 事務局は、必要に応じて協議会を招集し議事運営を行う。 

３ 事務局は、第１項によるもののほか、必要があると認めるときには構成員を追

加するほか、構成員以外の者を協議会に出席させ、意見を求めることが出来

る。 

 

（幹事会） 

第４条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる委員をもって構成する。 

３ 幹事会に幹事長を置く。幹事長は委員間の互選によってこれを定める。 

４ 幹事長は、必要に応じて協議会を招集し議事運営を行う。 

５ 幹事長は、第２項によるもののほか、構成員以外の者を幹事会に出席させ、意

見を求めることが出来る。 

 

（事務局） 

第５条 本協議会の事務局を、豊岡河川国道事務所調査課におく。 



 

（協議会の検討内容） 

第６条 協議会で行う検討内容は、以下のとおりとする。 

１．洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ

又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 

２．円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速なはん濫水の排水を

実現するために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた「地

域の取組方針」の作成し、共有する。 

３．毎年、協議会を開催するなどして、「地域の取組方針」にもとづく対策の実施状

況のフォローアップをする。また、本協議会等を中心として、毎年出水期前に堤

防の共同点検等を実施し、状況の共有を図る。 

４．その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 

 

（会議の公開） 

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開する。ただし、審議内容によって

は、協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開

と見なす。  

 

（協議会資料等の公表） 

第８条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、

個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解

を得て公表しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局は議事概要を作成し、出席した委員の確認

を得た後、公表するものとする。 

  

（附則） 

本規約は、平成２８年５月３１日から施行する。 

本規約は，平成２９年６月６日から施行する。 

本規約は，平成２９年７月５日から施行する。 

本規約は，令和 元年５月１３日から施行する。 



別表１ 

 

（協議会） 

 

豊岡市長 

気象庁 神戸地方気象台長 

兵庫県但馬県民局 総務企画室長 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所長 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所長 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

 

（幹事会） 

 

豊岡市  技監 ／ 防災監 

気象庁 神戸地方気象台 観測予報管理官 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 総務防災課班長（企画防災担当） 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長補佐 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 副所長 
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平成30年度の取組み報告
豊岡市 兵庫県 神⼾地⽅気象台 豊岡河川国道事務所

1 ② 想定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定した訓練、試⾏運⽤によるタイムライン試⾏版の検証 ●３

2 ② 河川管理者による積極的な助⾔ ●４ ●５

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努
める。

3 ① 家屋倒壊の危険性のある区域や⾃宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●６、７

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●８

②
中央防災会議の「防災対策実⾏会議⽔害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」の報告
「⽔害時の避難・応急対策の今後の在り⽅について（平成28年3⽉31⽇公表）」を参考に情報提
供⽅法を⾒直し

●９

③ 情報伝達⽅法に関する啓発活動の継続実施 ●１０ ●１１，１２ ●１３、１４、１５，１６ ●１７

④ 防災無線の全⼾設置 ●１８

住⺠⼀⼈ひとりが「⾃らの⽣命は⾃ら守る」とい
うことを基本に、平時から地域、家庭、職場等で
防災への積極的な取組を⾏うよう促すなど、⾃主
防災思想の普及、徹底を図る。

7
・

地域の住⺠すべてが安全に避難できるよう、⾃治会、⾃主防災組織等が中⼼となり、地域ぐるみ
で避難路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の⽀援などに取り組む”みんなで逃げよ
う”減災防災運動を推進

●１９，２０ ●２１

個別⽀援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を
対象とした訓練を盛り込む。

9 ・ 避難⾏動に関する要援護者個別⽀援計画の策定、及び訓練の実施 ●２２、２３，２４

幼稚園、⼩学校、中学校における⽔災害教育とし
て、洪⽔被害の歴史や⾝を守るための⼿段、地域
や⾏政の対応策について学ぶ。

10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ●２５

災害時の円滑かつ迅速な対応を⾏うため⽔防拠点
の機能を検討し、整備する。

11 ・
防災ステーションの機能に関する検証、及び改善⽅策（例えば資機材備蓄量の増強）の⽴案・実
施

●２６ ●２７ ●２８

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●２９

②
⽔害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、⽔害リスクをわかりやすく開
⽰

●３０ ●３１

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活⽤した広報の充実 ●３２

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●３３

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加⼊促進 ●３４

災害時の円滑かつ迅速な対応を⾏うため資機材や
その数量の⾒直しを⾏う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ●３５ ●３６

実働⽔防訓練の継続的な実施とその内容の⾒直し
を⾏う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ●３７ ●３８ ●３９

地域コミュニティの活動を⽀援する。
17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する⽀援や活動内容の情報共有 ●４０，４１，４２ ●４３ ●４４

重要⽔防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要⽔防箇所の定期的な⾒直しと、共通認識の促進 ●４５

災害ボランティアの円滑な受け⼊れを促進する。 19 ・ 災害ボランティアの円滑な受け⼊れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●４６

洪⽔氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21 ①
洪⽔氾濫時の防災拠点、避難施設等の機能維持、及び重要資機材への影響の確認と有効的な対策
の⽴案

●４７

各機関、事業者における⽔害時BCP（事業継続
計画）を作成する。

22 ・
災害時に迅速に減災、復旧活動が⾏えるように⽔害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策
定を推進

●４８ ●４９ ●５０

13 10 1 14

注１）

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想
定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定した情報伝達体
制、⽅法について検証を⾏う。

は、平成30年度の新規取組み

内容（施策） 具体的取組み
主体となる機関（●）  数字はPPT⾴

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪⽔に関
する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に
幅広い年齢層の参加を促す。

14

合  計  (件）

避難の準備・⾏動を促す情報提供⽅法の検証と改
良を⾏う。

4

-
1
-





具体的取組
NO.1-② 想定 大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証
豊岡河川国道事務所

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○円山川水系に設置している排水ポンプについて、増水時に停止から再稼働に至る間のタイムラインを作成中。

取組概要

取組内容および結果（円山川タイムラインの特徴）

八代排水機場

豊岡排水機場

城崎排水機場

参加機関 豊岡河川国道事務所、豊岡土木事務所、豊岡市

作業手順

①対象ポンプの洗い出し、操作規則の確認
②タイムラインの作成
③河川の時間毎の水位及び予測水位を設定し、タイムラインが運用可能かチェック
④国、県、市による机上訓練を実施   (タイムライン完成後、増水期までに)

課題・ポイント
・タイムラインが運用可能か (住民が安全に避難可能か)
・対象水位、ポンプは適切に選定されているのか  (停止したことに対して庇護がないか)

円山川排水ポンプタイムライン（作成中）

六方排水機場

八条揚排水機場

円山川
排水機場-

3
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具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 県、国

○ 台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム

ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔市町に発信〕
市町が行う避難勧告の判断等を支援する

ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕
県と気象台が発表する「土砂災害警戒情

報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
平成31年度出水期までに､より詳細な土砂災害

警戒区域ごとの危険度も表示できるよう改良
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕
水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成中

⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
河川の3 時間先までの水位を予測し、氾濫のおそれの有無をフェニックス防災システム上に表示

-
4
-



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 県、国

○ 水害対応タイムラインに基づき、豊岡河川国道事務所長と豊岡市長等間のホットラインを平成30年7月豪雨の際に延べ27回実施した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

H30.11.7
読売新聞 29面

-
5
-



具体的取組
NO.3-① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも

可とする区域などを設定（１）

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、住民

○ 「豊岡市行政区別防災マップ」（平成28年11月作成）を活用し、「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

☛「河川沿いの住民」については堤防の決壊
に伴う家屋倒壊や上流からの流木による家屋
への被害が予想されることから必ず河川から
離れ、安全を確保できる指定緊急避難場所等
への「水平避難」を強く求めている。

-
6
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具体的取組
NO.3-① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも

可とする区域などを設定（2）

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、住民

○ 「豊岡市行政区別防災マップ」を活用した避難体制の構築を推進するため、毎年夏休み 後の日曜日に実施している「市民総参加訓練
（一斉避難訓練）」を平成29年度に初めて「風水害」を対象とした訓練を実施した。平成30年度についても、この訓練実施までの間に「逃げ
る人・留まる人を事前に区分すること」や「避難行動要援護者の個別支援計画を作成すること」など、訓練に向けた具体的な取組項目を示
したうえで啓発を行う。下記に豊岡市市街地の「桜通区」での啓発例を紹介する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

☛区の立地環境によっては自宅２階に留まることで安全を確保できるが、桜通区の場合は、指定緊
急避難場所への水平避難を推奨している。

-
7
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具体的取組
NO.4-① 現状の情報提供ツール（情報サイト、

ホームページ等）の実効性の検証と改良

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○地方整備局毎に洪水予測基幹システムを構築し、 新の予測技術を用いた同一の洪水予測手法により管内水系の洪水予測を実施。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

○「土研分布型流出モデル」「河道不定流モデル」「データ同化モデル（粒子フィルタ）」を用いた洪水予測モデルを構築。
○予測結果は、ＨＰで市町村および一般へ公開。

（出典）

第２回洪水予測高度
化検討会‐資料４：洪

水予測基幹システム
と計算結果の表示に
ついて

【現在】 【今後】

【現在】 【今後】

【現在】 【今後】

-
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具体的取組
NO.4-② 中央防災会議の「防災対策実行会議水害時の避難・応急対策検討ワーキ
ンググループ」の報告「水害時の避難・応急対策の今後の在り方について
（平成28年3月31日公表）」を参考に情報提供方法を見直し

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 県、国

○「水害時の避難・応急対策の今後の在り方について」を参考にし、住民への水位情報提供手段となる危機管理型水位計を運用開始した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

【報告書】
３．適切な情報を促す情報伝達
３．３細やかな情報提供と「顔の見える関係」の構築

P.73（実施すべき取組）
●居住地近傍の河川の状況を住民が直接入手できる
ように、河川管理者は水位情報、河川ライブ映像、
河川水位と堤防高の関係等を配信・把握できる技術
開発を含めた取組をより一層推進すべきである。

危機管理型水位計を設置・運用

・革新的河川技術（管理）プロジェクトにより開発した、
洪水時の観測に特化した水位計。

・円山川、出石川、奈佐川沿川に計24基設置済み。
・「川の水位情報」（https://k.river.go.jp/）より洪水時に
スマートフォン等でいつでも水位の確認が可能。

例）水位計測時
のイメージ

スマートフォン
確認画面

危機管理型水位計の概要

奈佐川右岸3.0k(栃江) 水位計写真

・東日本大震災の教訓を踏まえ、防災関連の制度は
充実が図られてきた

・既存制度を十分に活用するため、以下の７つの対策
に取り組み、実効性確保のための訓練を定期的に
実施

１．水害に強い地域づくり
２．実効性のある避難計画の策定
３．適切な避難行動を促す情報伝達
４．行政の防災力向上
５．被災市町村の災害対応支援
６．被災生活の環境整備
７．ボランティアとの連携・協働

水害時の避難・応急対策の今後の在り方について

-
9
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

○平成30年７月豪雨災害における災害対応の教訓から、時期を失した場合には命に危険が及ぶこと、特に特別警報のもつ意味（屋外で活
動してはいけないこと）について理解促進を図るため、市長が秋季市政懇談会で説明。

〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、啓発。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

○区・自主防災組織のトップである全ての区長（町内会長)に対し、災害に取るべき行動として「排水ポンプの停止」、大雨特別警報時の行動」等について市長
自ら説明した。

〇特に知っておいていただきたい内容として、「避難勧告と指示の違い」、「排水ポンプの停止」、「大雨特別警報の解説」等について説明している。

-
1
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（１） 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用。

取組概要

取組内容および結果

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。

災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。

 「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

フェニックス防災システム

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等

-
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（２） 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○リーフレットの配布や出前講座の機会を通してCGハザードマップを活用した危険箇所の事前確認や水位・雨量情報の収集方法の啓発を
実施している。

取組概要

取組内容および結果

・ＣＧハザードマップのリーフレットを配布し、洪水や土砂災害などの浸水想定区域や危険箇所の事前確認や、災害時の

水位・雨量情報等の確認を促し啓発を行っている。（下左図）。
・近隣の学校等で実施する河川環境や総合治水に関する出前講座で、ＣＧハザードマップの普及・啓発を行っている
（下右図）。

リーフレット
出石中学校での出前講座の様子（H30.10.29）

-
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（１） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○防災気象情報の改善

取組概要

取組内容および結果

翌 ⽇ 明 け ⽅ ま で に
⼤⾬警報（⼟砂災害）
に切り替える可能性が
⾼い注意報発表

避難準備・⾼齢者等避難開
始発令の判断基準

洪⽔

雷

⼤⾬

備考・
関連する現象

浸⽔注意

以後も警報級
⼟砂災害注意

発表中の
警報・注意報等の種別

17⽇ 18⽇
○○町 今後の推移（　　警報級　　注意報級）

9-12 12-15 15-18

50 50 50 40

15-18 18-21 21-24 0-3 3-6 6-9

（洪⽔害）

1時間最⼤⾬量
（ミリ）

（浸⽔害）

（⼟砂災害）

40 40

⻯巻、ひょう

⼤⾬警報に切り替わる明⽇の明け⽅
3時には⼤⾬になりそうなのね…
⼟砂災害警戒区域に住んでいるから、
避難の準備をしなきゃ！

提供開始前 提供開始後

平成30年
6⽉20⽇
提供開始9/17 23時の予想 9/18 03時の予想

⾬の予報は23時までしか分からないわ…
⼤⾬警報に切り替わる可能性が⾼いって
いうけど、明け⽅にはどこで降るのかしら？

○⼤⾬による災害から早めに避難⾏動を取る際に役⽴てることができるよう、降⽔短時間予報をこれまでの6時間先までから15時間先まで
に延⻑する改善を⾏った。

○台⾵等により夜間から明け⽅にどこで⼤⾬となる⾒込みかについて、前⽇⼣⽅の時点で把握できるようになります。
○特に、⼣⽅に発表された注意報において、夜間から翌⽇早朝に⼤⾬警報（⼟砂災害）に切り替える可能性が⾼い旨に⾔及されている

場合に、内閣府のガイドラインで必要とされている「避難準備・⾼齢者等避難開始」の発令や、⾼齢者等の避難開始の判断に活⽤が可
能です。

15時間先までの予測の活用例

パソコン・タブレット・スマートフォン
表⽰画⾯
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取組概要

具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（２）

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

神戸地方気象台

○防災気象情報の改善

取組内容および結果

気象庁ホームページの表示イメージ

現行の３日強度予報

現行の５日進路予報

～
３
日
先

４・５日先に中心気圧、最大風速、
最大瞬間風速、暴風警戒域を追加

４
日
先

５
日
先

台⾵5⽇強度予報の開始
平成31年３⽉14⽇12時以降、最初に発⽣した台⾵から延⻑し発表
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（３） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○防災気象情報の改善

取組概要

取組内容および結果

台風の暴風域に入る確率
（分布図）のイメージ

台風の暴風域に入る確率（地域
ごとの時間変化）のイメージ

台⾵5⽇強度予報の開始
平成31年３⽉14⽇12時以降、最初に発⽣した台⾵から延⻑し発表
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（４） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○防災気象情報の改善

取組概要

取組内容および結果

◯ 災害発⽣の危険度の⾼まりを評価する技術の開発
（表⾯⾬量指数・流域⾬量指数）

◯ ⼤⾬警報・洪⽔警報等を発表した市町村内において
どこで実際に危険度が⾼まっているかを確認できる
危険度分布の提供

◯ 危険度分布の技術を活⽤した⼤⾬特別警報の発表対象
区域の改善

改善Ⅲ 危険度分布（メッシュ情報）の充実

改善Ⅱ「警報級の可能性」の提供

◯ 今後予測される⾬量等や危険度
の推移を時系列で提供

◯ 危険度を⾊分け

◯ 夜間の避難等の対応を⽀援する観点から、
可能性が⾼くなくても、「明朝までに警報級の現象に
なる可能性」を⼣⽅までに発表

◯ 台⾵等対応のタイムライン⽀援の観点から、
数⽇先までの警報級の現象になる可能性を提供

日付 明朝まで 明日 明後日 （金） （土） （日）

警報級の
可能性

雨 中 － － 中 高 －

風 中 － － 高 高 －

基本的⽅向性
○社会に⼤きな影
響を与える現象
について、可能
性が⾼くなくと
も発⽣のおそれ
を積極的に伝え
ていく。

○危険度やその切
迫度を認識しや
すくなるよう、
分かりやすく情
報を提供してい
く。

基本的⽅向性
○社会に⼤きな影
響を与える現象
について、可能
性が⾼くなくと
も発⽣のおそれ
を積極的に伝え
ていく。

○危険度やその切
迫度を認識しや
すくなるよう、
分かりやすく情
報を提供してい
く。

平成29年出⽔期に防災
気象情報の改善（Ⅰ〜
Ⅲ）を実施した。
これらの改善により、社会
に⼤きな影響を与える現
象について積極的に伝え
ていくことと、わかりやすく
伝えることを、引き続き努
めて⾏く。

平成ｘｘ年ｘｘ⽉ｘ⽇ｘｘ時ｘｘ分ｘｘ地⽅気象台発表
ｘｘ市
【発表】暴⾵，波浪警報 ⼤⾬，雷，濃霧注意報
【継続】⾼潮注意報

××市 今後の推移（ 警報級 注意報級）

発表中の
警報・注意報等の種別

７日 ８日

21-24 0-3 3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21 21-24

大雨

１時間最大雨量
(ミリ) 10 10 30 30 50 50 50 30

（浸水害）

暴風

風向
風速
（矢印・
メートル）

陸上 15 18 20 22 22 25 18 15 15

海上 20 22 25 28 28 30 22 20 20

波浪 波高（メートル） 5 5 8 8 8 9 8 7 7

高潮 潮位（メートル） 0.7 0.7 0.8 1.0 1.8 2.0 1.8 1.2 1.2

注意報・警報

（文章形式）

【従来】

改善Ⅰ 危険度を⾊分けした時系列

【現在（改善後）】-
1
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○円山川・奈佐川（下流）におけるホットラインの情報伝達時期、内容について「平成30年7月豪雨クロノロ」により検証（検証1～4）を行った。

取組概要

取組内容および結果

対策部長　→　豊岡市長

避難に関する情報

【個別危険箇所の
危険水位到達】

3.90m 立野 ・円山川左岸　１．０ｋ（小島地区）

【ホットライン伝達時期→立野水位３．９０ｍ到達時点】

【個別危険箇所の危険水位到達　注意喚起】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○ｍ
です。さらに水位上昇が予測されます。小島地区住民への情報提
供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川左岸１．０ｋ地点の
危険水位到達に伴う連絡です。」

7月6日 20:58

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、3.90mを超過
し、3.91m。小島地区の避難準備の検討を
お願い致します）

⽴野⽔位が3.9ｍに到達した時点で、
個別危険箇所の危険⽔位到達に関す
る注意喚起を⾏っていたことを確認した。

氾濫注意水位到達
【個別危険箇所の
危険水位到達】

4.50m 立野

・円山川左岸　４．２ｋ（城崎町今津地
区）
・円山川右岸　５．０ｋ（城崎町戸島地
区）
・円山川右岸２３．４ｋ（日高町鶴岡地
区）

【ホットライン伝達時期→立野水位４．５０ｍ到達時点】

【避難準備情報の発表の目安と個別危険箇所の危険水位４．５０
ｍ到達を併せて伝達】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○
ｍです。氾濫注意水位４.５ｍを超え、さらに水位上昇が予測さ
れます。市民への避難準備をご検討下さい。
　また、城崎町今津地区、城崎町戸島地区、日高町鶴岡地区住民
への情報提供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川左岸４．
２ｋ地点、右岸５．０ｋ地点、右岸２３．４ｋ地点の危険水位到
達に伴う連絡です。」

7月6日 22:05

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、氾濫注意水位
(4.50m)を超過し、4.55m。更に水位上昇
の恐れがあるため、市民へ避難準備の検討
をお願いする。また、城崎町今津地区、城
崎町戸島地区、日高町鶴岡地区の避難準備
の検討をお願いする。赤崎水位観測所、氾
濫注意水位(4.60m)を超過し、4.86m。更
に水位上昇の恐れがあるため、市民への避
難準備の検討をお願いする）

⽴野⽔位が4.5ｍに到達した時点で、
避難準備情報の発表の⽬安と個別危
険箇所の危険⽔位到達を併せて伝達
していたことを確認した。

避難判断水位到達 5.20m 立野 － －

【個別危険箇所の
危険水位到達】

5.40m 立野
・円山川右岸　２．８ｋ（城崎町楽々浦地
区）

【ホットライン伝達時期→立野水位６．２０ｍ到達時点】

【ポンプ停止にかかる注意喚起】
「（左記の避難情報に引き続いて）また、立野水位観測所におい
て、水位が7.16mに到達した場合、排水機場のポンプを停止し
ますのでご注意ください。」

氾濫危険水位到達 6.20m 立野 －

【ホットライン伝達時期→立野水位６．２０ｍ到達時点】

【避難勧告発令の目安】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○
ｍです。氾濫危険水位６.２ｍを超え、さらに水位上昇が予測さ
れます。市民への避難勧告をご検討下さい。」

7月7日 1:40

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、1時40分時点
で氾濫危険水位(6.20m)を超過し、
6.27m。1時10分にホットラインでお知ら
せした弘原については、水位の上昇率が鈍
化した）

⽴野⽔位が6.2ｍに到達した時点で、
避難勧告発令の⽬安となる⽔位情報
提供を⾏っていることを確認した。

【個別危険箇所の
危険水位到達】

6.60m 立野 ・円山川右岸　１．８ｋ（屏風ヶ浦地区）

【ホットライン伝達時期→立野水位６．６０ｍ到達時点】

【個別危険箇所の危険水位到達　注意喚起】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○ｍ
です。さらに水位上昇が予測されます。屏風ヶ浦地区住民への情
報提供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川右岸１．８ｋ地
点の危険水位到達に伴う連絡です。」

（豊岡市独自運
用）

ポンプ停止水位
（HWL-1.0m)到

達

7.16ｍ 立野 －

【ホットライン伝達時期→立野水位７．１６ｍ到達時点】

【ポンプ停止水位到達情報】
「（左記の避難情報に引き続いて）また、立野水位観測所におい
て、水位が7.16mに到達したため、排水機場のポンプを停止し
ます。ご注意ください。」

7月7日 2:50

豊岡市技監→事務所長へホットライン
（内容：豊岡市運用でポンプ停止水位であ
る、立野7.16mが近いが、どのような想定
をされているか？
　→3時の予報にて判断。HWLを超えない
ような予報であれば、立野7.16mを超えて
もポンプは止めない）

⽴野⽔位が7.16ｍに到達する前に、ポ
ンプ停⽌の判断に関する情報提供を
⾏っていることを確認した。

平成30年7月豪雨クロノロ 評価
立野基準水位観測所ホットラインの情報伝達時期・内容

ホットラインのト
リガー

基準水位 観測所名 個別危険水位設定箇所

検証１

検証２

検証３

検証４

-
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○現行のアナログ防災行政無線に代わるデジタル防災行政無線の整備を進める。

取組概要

取組内容

具体的取組 NO.4-④ 防災行政無線の戸別受信機の全戸設置

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

豊岡市

事業目的
無線規格の変更により、現在運用している防災行政無線設備のアナログ電波が平成34年（2022年）11月末までしか使用できないこと、設

備そのものを更新する時期に来ていることから、現行の防災行政無線に代わるデジタル防災行政無線を整備する。

事業内容
①平成28～29年度：新たな防災情報提供システムの検討、公募型プロポーザルの実施
② 平成30年度～平成32年度（2020年度）：同報系デジタル防災行政無線の整備

ア 現地調査、実施設計 ウ デジタル戸別受信機の配布及びアナログ戸別受信機の回収
イ 親局・中継局・屋外拡声子局整備 エ アナログ防災行政無線設備等の撤去

③事業期間
平成28年度～平成32年度（2020年度）（見込み）

現行の防災行政無線（アナログ）
・2メーカー、4システムが稼働
・個別受信機を全戸配布（33,000世帯）

戸別受信機（アナログ）

デジタル防災行政無線
への移行

豊岡市が整備予定の同報系デジタル防災行政無線

・60MHz帯ＱＰＳＫナロー方式

・本市が特に重視する事項

①災害時に、６つの災害対策本部での独立運用

②戸別受信機の屋外アンテナ接続数を可能な限り

少なくすること（避難時に設置場所から戸別受信機を

持ち運ぶことを想定）。現行無線操作卓

-
1
8
-



○行政区別防災マップを活用し、市民一斉避難訓練までの間に避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等を行い、「マイ防
災マップ」の作成を要請する。

取組概要

取組内容

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進（１）

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

①風水害避難訓練を全市統一訓
練日に実施することを早期に告
知。
②避難行動要援護者個別支援
計画作成・避難路選定等を要請

☛スケジュールを意識した取組
みが進展！

-
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○避難行動要援護者個別支援計画の作成促進にあたり、災害時要援護者登録制度のＱ＆Ａを活用し、引き続き制度の理解促進を図る。
○全市民を対象に、昨年度に引き続き、風水害を想定した市民総参加訓練を実施する。

取組概要

取組内容

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進（２）

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

○ 「避難準備・高齢者等避難開始」や
「避難勧告」等の避難情報を防災行

政
無線放送で確認し、事前に決めてい

る
避難場所（自宅の２階以上、市指定

緊
急避難場所等）に避難。

風水害を想定した市民総参加訓練（平成30年8月26日）災害時要援護者登録制度の普及啓発

○各区（町内会）の避難行動要
援護者個別支援計画作成を促
進するため、「災害時要援護者
登録制度に関するＱ＆Ａを作成
し通知、市ホームページに掲載
し、啓発。

○各区(町内会)では、災害時要援護者
（高齢者世帯や一人暮らしの高齢者等

の中で自力で避難できない方）の個別
支

援計画に基づき、災害時要援護者の避
難支援等を行う。

高台にある指定緊急避難場所へ避難
（神美地区）

-
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具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

兵庫県

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な
取組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

○防災サバイバル講座を開催：「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から「命を守る」ために必要なノウハウを学ぶ。
○但馬地域ひょうご防災リーダー講座を開催：自主防災組織や地域コミュニティの防災活動に役立つ実践的な講座
○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）を開催：ひょうご防災リーダー講座修了者対象
地域防災の担い手育成のための「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を
定期的に習得してもらうため、「フォローアップ研修」を実施。

取組概要

取組内容および結果

○防災サバイバル講座

■ 開催日程：６月３０日、７月１日
■ 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎会議室
■ 参加者：延べ６８名（豊岡市：３８名）
■ 内容
①災害時に命を守る行動
②身近なものでの防災グッズの作り方
③防災グルメ講座

○ひょうご防災リーダー
フォローアップ研修（但馬会場）

■ 開催日程：１２月２２日
■ 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎会議室
■ 修了者：４３名（豊岡市：３０名）
■ 内容
◇最近の災害から得られた教訓や新たな
知見・技術等を定期的に習得

○但馬地域ひょうご防災リーダー講座

■ 開催日程：６日間
（７/２２、８/５、８/２５、９/９、１２/１）

■ 開催場所：兵庫県豊岡市役所
２F大会議室

■ 修了者：６２名（豊岡市：５２名）
■ 内容
①防災分野の一流講師による講義
②避難行動ワークショップ（風水害版）
③地域防災訓練への参加
④普通救命講習

-
2
1
-



〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、作成を促す。
市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示。

○災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを推進する。（平成29年度～）。

取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施（１）

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容

○避難行動要援護者の支援者の負担を軽減す
るため、平成29年度から保険料を市が負担して
ボランティア保険に加入する取組みを開始。

平成27年度

市で初の市民総参加訓
練
平成28年度

行政区別防災マップ配
布
平成29年度

ボランティア保険加入開
始

避難行動要援護者個
別支援計画の作成を
上記の取組みとリンク
させることにより、各区
の避難行動要援護者
避難支援の取り組み
を推進。

-
2
2
-



○区に対し、行政区別防災マップを活用し、市民総参加訓練（統一訓練日）までの間に、避難行動要援護者の個別支援計画
（誰が、誰を、どこへ）の作成を要請。地域支援者による避難誘導訓練を実施する。

取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施（２）

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容

H30.8.26 日高地区（日高）

地域支援者による避難誘導
（車両を活用した避難）

避難所担当者が施設の車いすに
移乗させ、避難スペースへ

H30.8.26 合橋地区（但東）

個別支援計画に基づく
地域支援者による避難支援

電動カートでの避難に付添う支援者

H30.10.21 奈佐地区（豊岡）

市の設定した統一訓練日（８月 後の
日曜日の午前中）に実施

統一実施日とは別に、近隣３区
合同で避難訓練を実施

☛訓練参加者の声

～要援護者の対応について自主防
災役員と消防団で相談し、車椅子
を購入し訓練を実施しました。
その方にとっては数年ぶりの地元
行事への参加となりました～

竹野南地区（竹野）

-
2
3
-



○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す。

取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施（３）

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容

〇平成29年度避難訓練の検証結果を踏まえ、「ここのか」入所者避難先を兵庫県立但馬文教府に改め、避難訓練を実施した。（平成30
年10月18日、入居者29名参加）

施設車両へ乗車し避難所へ

☛ポイント

①昨年の訓練で使用した「但馬技術大学校」について、市
と施設で検証会を実施

・体育館が寒い、階段を使うため職員の肉体的負担が大、
身障者用トイレがなく、入所者が滞在しづらい等々

②市で他の受入れ可能性をさぐり、但馬文教府へ打診、
説明を実施⇒但馬文教府から受入れ可能との回答

③施設側に但馬文教府の意向と施設概要を説明
④施設事務長、市担当者で但馬文教府へ施設入所者の状況

並びに訓練協力要請⇒但馬文教府対応可能との回答
⑤10月18日に台風23号メモリアル避難訓練を実施
☛訓練に参加した施設職員の意見

「但馬文教府」は施設から少し距離はあるが、施設全体
がバリアフリーで、身障者用トイレが避難スペースの隣
にあり入所者の対応もしやすく、入所者の身体的な負担
も少ない。

-
2
4
-



具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

○豊岡市内の小学校で行う「台風23号メモリアル防災授業」の教材として、洪水を対象とした防災教育教材（改訂版）を配布した。

取組概要

取組内容および結果

・「雨・地域の恵みと災い」「洪水災害とその対策」「洪水災害にどのように対応する
か」の３つのテーマを設定し（低学年は２テーマ）、低学年、中学年、高学年での各
段階に応じた学習指導案、ワークシート、パワーポイントの事例をとりまとめている。

防災教育教材（改訂版）の概要

学習指導案 例

平成29年度版からの
改訂のポイント

1．小学校高学年に加えて、低学
年・中学年の活用も視野に入れ
た更新

２．豊岡市や豊岡河川国道事務所
が所有するより地域に特化した
写真等の資料の充実化

３．洪水に関わる防災教育のポイン
ト（豊岡市における洪水時避難の
重要事項・解説等）の挿入

教材を使用した先生方の感想
・先生の方で新たに教材を作成・追加するなどの作業がなかった事が

良かった。
・既存のデータを収集したようなデータ帳を整理して頂いたり、順を

追って学年の発達段階の教材を用意し、切り取って使える教材に
なったりと、使えるものに生まれ変わった。今後の教材も楽しみにし
ている。

ワークシート 例

学習のねらい 大雨による危険を知り、地域にある自然の良いところも知る

Step1：大雨が降る時期や洪水について知ろう
Step2：洪水災害の対策を学ぼう
Step3：対策をしても洪水災害が発生することもあることを知ろう

必要物品・資料  【中学年】説明用パワーポイント②

 【中学年】ワークシート②

 プロジェクター・スクリーン

 レーザーポインター （もしくは差し棒）

学習活動 ppt
発問例と予想される生徒の反応例
発問・指示（●） 予想される反応（・）

指導上の留意点
支援（◆） 評価（☆）

学習の題目 1

導 入

1. 大雨時に起こることを
復習し、学習のねらいを
確認する

1-① 大雨が降ったら
どうなるかを知る

2~6 ● 雨がたくさん降ったら、どうなりますか？
・ 水溜りがもっとたくさんできる。
・ 川があふれる。
・ どうろに水がたまる
→ 模範解答として実際に大雨が降ったとき

の写真を提示して説明

● こうなることを洪水災害といいます。

◆ 児童（数名程度）を指して、
答えさせる。

◆ 授業当日が雨天なら窓の外
を見て観察させる。

◆ テーマ③を単独で授業を

行う際は、テーマ①を参考
に導入部分を丁寧に行う等
の対応をとる。

1-② 学習のねらいを確認す
る。

7 ● 今日は、「洪水災害とその対策」について
勉強しましょう。

展 開

2. 雨の降り方や洪水の特徴
について知る

2-① 雨がたくさん降る季節と
そ の 原 因 に つ い て
考える

8 ● これは､豊岡市の月ごとの降水量を表した
グラフです。 雨の日が多いのは、何月で
しょうか？

・ 12月～2月 ・ 6~7月、9月

● 12月～2月は雨ではなく、雪の量です。
雨が多いのは、6~7月、9月です。

● 雨が多く降る原因は、何だと思いますか？
・ 梅雨 ・ 台風がたくさんくる季節

◆ “豊岡”の月別降水量を提
示して、その場で答えさせる。

◆ 児童（数名程度）を指して、
答えさせる。

◆ 雨が多いのは、6~7月（梅雨
の時期）、9月（台風が多い
時期）であることをおさえる。

2-② 洪水の起き方のアニメー

ション資料を見て、洪水
が発生する仕組みを
知る

● 1年の中で、大雨が降る時期があることが

わかりました。では、雨が降ると、川がどう
なるのか、アニメーションで勉強しましょう。

9 【ふつうの雨の場合】
● 雨の水が川に流れます。
● では、これよりももっとすごい大雨が降っ

た場合はどうなるでしょうか？
・ 川から水があふれる
・ 町や家に川の水が流れる
● 大雨が降った場合にはどうなるか、

見てみましょう

◆ ふつうの雨の場合の
アニメーションを提示する。
（絵をクリック）

☆ 雨が川に流れ込んでいく
様子を理解する。

10 【大雨の場合】
● 川から水があふれ、

町に水が流れてしまいました。

◆ 大雨が降った場合の
アニメーションを提示する。
（絵をクリック）

洪水災害の起こり方と、対策を学ぼう

計5分

計30分

1分

小
学
校
低
学
年

小
学
校

中
学
年

小
学
校

高
学
年

知識

洪水災害とその対策小学校中学年
テーマ②

［参考事例］
学習指導案
ワークシート

学習活動 ppt
発問例と予想される生徒の反応例
発問・指示（●） 予想される反応（・）

指導上の留意点
支援（◆） 評価（☆）

2-③ 洪水への対策を知る 11 ● こうした洪水災害を起こさないために、い
ろいろな対策をしています。どんな対策を
しているでしょうか？

・ 堤防をつくる ・ 川（川幅）を大きくする

● 洪水災害を起こさないために、
堤防やダムを作るという対策があります。

● 堤防やダムで大雨のときの川がどうなるか、
みてみましょう。

◆ 児童から望ましい回答が
得られなかった場合、
教師から模範解答を伝える。

12 【堤防、ダムがある場合】
● 川の水があふれなくなりました。

◆ 堤防、ダムがある場合の
アニメーションを提示する。
（絵をクリック）

2-④ 洪水対策の限界と
実際の洪水災害の
様子を知る

13 ● では、堤防やダムがあれば、
洪水は絶対に起きなくなるでしょうか？

● ものすごい大雨が降れば、堤防やダムがあっ
ても、洪水災害が発生してしまうこともあります。

◆ 「起きない」、「起きることも
ある」 で挙手をさせる。

14~15

16~17

18~21

22~23

● みんなが生まれるよりも前、
平成16年の台風23号では、豊岡に大雨
が降って、洪水災害が発生して、大変な
ことになったことがあります。

● 一番雨の多い月っていつでしたか？
6～7、9月でしたね。その中でも9月が
一番多くて一ヶ月に225mm雨が降りまし
た。平成16年の台風23号では一日で
225mm降ったので、一番雨の量が多い
9月一ヶ月に降った雨の量と同じ量の雨
が降ったことになります。

● 写真を見てもわかるように、
堤防が壊れて洪水災害が起きました。

● 様々な洪水災害の対策をしていても、
対策を超える災害が起きることもあります。
大事なことは、危なくなる前（洪水災害が
起きる前）に避難をすることです。

◆ 写真提示：
平成16年台風23号
････ 対象校近辺の写真

提示が望ましい。

◆ 1日で、一番雨の多い月
1カ月分（９月）の雨が降っ
たこと、それによって堤防が
壊れ、洪水が起きたことを
教える。

ま と め

４.ふりかえり 24

4-① ワークシ－トへ記入

● 今日の授業でわかったことや思ったことを
まとめましょう。
今日勉強したことで、家族に教えたいこと
やお話したいことがあったら、それも書い
てください。

◆ 個人意見をワークシートに
記入するように促す。

☆ 本時の授業で思ったことや
感じたことを表現できる。

4-② 記入結果の発表 ● ワークシートに書いた結果を発表してください。
・ 堤防やダムが安全だと思っていたけれど、

それを超える洪水もあるんだと思った。

☆ 「雨に注意する季節」、
洪水の仕組み、対策の限界、

洪水前にすべきことを理解
する。

☆ 想定を超える災害を起こす
かもしれない自然への「畏
敬の念」といった自然への
理解を抱く。

◆ テーマ①③の授業を行わな

い場合は、避難についても
触れる。

4-③ 授業者からのまとめ 25~26 ● 洪水災害について勉強しました。対策を

超える災害が起きることもあるということと、
洪水で大変なことが起きる前に安全な
ところへ避難することを覚えておきましょう。

● 家族に今日勉強したことを話したり、写真

で見せた災害について家族にお話を聞
いてみたりしてください。

授業終了

①

自
然
が
も
た
ら
す
恵
み
と
災
い
を
知
る

②

災
害
発
生
の
仕
組
み
と
対
策
を
知
る

③

災
害
か
ら
身
を
守
る
行
動
を
知
る

計9分

Point：アクティブラーニング

意見を共有することで、子供たち
自身で新たな気付きを得る。

グループ・ディスカッション

小学校中学年②【ワークシート】 を配付

知識 及び 技能

人間性

表現力

-
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具体的取組
NO.1１ 防災ステーションの機能に関する検証及び
改善方策（例えば資機材備蓄量の増強）の立案・実施

豊岡市

目標時期 H30完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため水防拠点の機能を検討し、整備する。

○

取組概要

取組内容および結果

市防災課では該当する拠点整備の取組がない
※水防倉庫の建替え（引野水防倉庫）
※耐光製土のう袋の採用（更新）

-
2
6
-



具体的取組
NO.1１ 防災ステーションの機能に関する検証及び
改善方策（例えば資機材備蓄量の増強）の立案・実施

兵庫県

目標時期 H30完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため水防拠点の機能を検討し、整備する。

○六方防災ステーションの整備

取組概要

取組内容および結果

兵庫県では、盛土による用地整備が周辺に与える影響を確認するため、約2ヶ月おきに
地盤沈下の観測を行なっている。
現在のところ問題は見受けられず、今後も定期的に観測を続ける予定。

-
2
7
-



具体的取組
NO.1１ 防災ステーションの機能に関する検証及び
改善方策（例えば資機材備蓄量の増強）の立案・実施

豊岡河川国道事務所

目標時期 H30完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため水防拠点の機能を検討し、整備する。

○氾濫時に適切かつ迅速に排水を行うため、排水計画図（広域図）、及び円山川、出石川、奈佐川について排水作業時に用いる排水計画
図（詳細図）・ルート図を作成し、減災に資する。

取組概要

平成29年度の危機管理ワーキング（近畿地整）において、排水作業準備計画の方針がとりまとめられた。
地盤高や排水系統を確認することで氾濫水が集まりやすい箇所を把握し、排水ポンプ車配置場所を決定。さらにブロック内の道路幅員や道路上の浸水継続時間

を図示することで、発災時に排水ポンプ車を配置する時刻の目安とした。
排水ポンプ車を配置箇所までのルートを想定 大規模の浸水範囲をもとに決定した。

○排水計画図（広域図） ○排水計画図（詳細図）

【排水ポンプ車ルート図】【排水ポンプ車設置箇所】

取組内容および結果

-
2
8
-



具体的取組 NO.14-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 豊岡河川国道事務所

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○円山川流域の住民を対象に防災意識の向上を目的とした防災学習会を豊岡市民プラザで実施した。

取組概要

取組内容および結果

■防災学習会の概要
１．開催日時と来場者数

平成30年11月28日19:00～21:00
来場者数約270名

２．内容
Ⅰ講演 東京大学大学院 片田特任教授

『荒ぶる豪雨災害に向かい合い、今、地域がなす
べきこと』

Ⅱ対談 片田特任教授・中貝豊岡市長・
増田豊岡河川国道事務所長（コーディネーター）

『災害から命を守るために～課題と今後の展望～』
Ⅲ防災パネル展示

【アンケート結果】
・台風２３号で痛い目に遭っておきながら、「堤防が整備された、

この間の豪雨でも大丈夫だった」等と危機感が薄くなっている
のが正直なところであったが、災害対応にあたる側となり、本
当に反省した。隣近所が避難していないからまだ大丈夫、そん
な風に地域で安心し合っていてはいけない。1人１人の意識を
高めるのも難しいので、町ぐるみで自分の命は自分で守る、地
域の命は地域で守ることが大事だと思った。

・対談の時間がもう少しあると良かったです。片田教授はもちろ
んですが、市長の話もわかりやすかったです。

災害時に『逃げる』をキーワード
に、平静30年7月豪雨で被害を
受けた地域の事例や、近年の災
害、防災意識について、片田特
任教授より分かりやすく講演い
ただきました。

平成16年台風23号と平成30年7
月豪雨の豊岡市の当時の状況
及び今後地域住民の防災意識
を向上させるためにはどうすれ
ば良いか等について、片田特任
教授・中貝市長・増田事務所長
により、熱く対談いただきました。

対談の様子

講演の様子

会場の様子 パネル展示 パネル展示
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具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○縮尺の大きい（1/2,000～1/5,000程度）行政区別防災マップを活用し、区や地域コミュニティ単位で出前講座等を開催し、地域の災害リス
クへの理解と正しい避難方法についての普及啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

☛まずは1/100規模の洪水に対し、「逃げる人、留まる人」の区分を地域
で行っていただくよう啓発する。

-
3
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具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

取組概要

取組内容および結果

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信
インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。

②河川監視カメラの発信
インターネット等により、95河川134箇所のリアルタイム画像を発信している。

③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。

○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信
地域を限定した避難勧告等の指令を支援するため、河川の区間毎の氾濫の恐れの有無を３時間先ま
で予測し、フェニックス防災システム上に表示している。

-
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具体的取組
NO.14-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した

広報の充実
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。
○区（自主防災組織）と地域コミュニティのそれぞれの特性に応じた防災の取組について例示するとともに、地域コミュニティ組織の防災部

会で取組みの検討をお願いしたいこととして「指定避難所の自主運営への協力」を掲げ、啓発を進める。

取組概要

取組内容および結果取組内容および結果

☛区（自主防災組織）と地域コミュニティ組織のそれ
ぞれの特性に応じた取り組み例を示したうえで啓発
を行う。

災害時における地域コミュニティと自主防災組織の特性に応じた取組（例） コミュニティたづるの への出前講座の説明資料（平成30年4月27日）
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具体的取組 NO.14-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 豊岡市

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○「行政区別防災マップ」の更新（H28年度）に伴い、マイ防災マップを作成するための手引きや白図を作成。
○マップの見方や活用方法を説明した「活用の手引き」により、避難のタイミングや安全確保の方法について啓発。

取組概要

取組内容および結果

☛マップを確認し、災害リスク
を理解したうえで、家屋倒壊
危険区域の住民については、
区域外への水平避難を求め
ている。

-
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具体的取組 NO.14-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○フェニックス共済加入促進員を配置し、促進員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

フェニックス共済加入状況
2018年12月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済

加入率
うち一部損壊特約

加入率
家財再建共済

加入率

豊岡市
16.3%

（-0.1）
45.0%

（+0.5）
5.5%

（±0）

但馬全体
15.6%

（-0.1）
42.2%

（+0.8）
4.9%

（+0.1）

県全体
9.7%

（＋2）
54.2%

（+1.7）
2.7%

（+0.1）

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：平成３０年９月
■ 取組内容

①イベント会場でのブース出展
②各種媒体による広報
③加入申込書付きパンフレット全戸配布
④出前受付の実施
⑤企業・団体等へのトップセールスの実施

-
3
4
-



具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

○必要な資機材の整備

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている。

水防倉庫

平成31年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 １００枚 おの ８丁

土嚢 １８００枚 かま ２０丁

ビニールシート ３０枚 なた １０丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０丁

杭 ９１２本 つるはし ２０丁

針金 ２３㎏ くわ １９丁

くぎ １１㎏ ペンチ １０丁

かすがい ５０本 ハンマー １５丁

スコップ ４９丁 救命胴衣 １０着

かけや １８丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６丁 一輪車 ９台

のこぎり １５丁 土のう製作器 ３基
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具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を確認した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

平成30年4月
保管場所別

品名
土のう 小型 枚 13,800 11,400 7,100 26,700 8,900 1梱包100枚としてカウント(600*500)、劣化注意

大型 枚 25 75 1袋=1.0m3
大型耐候性 枚 20

縄 巻 31 3 5 20 28 1巻50m（八代）、1巻200m（袴狭）
杭 φ120,L=2.0m 本 50 105 松杭

φ100,L=2.0m 本 36 44 31
φ100,L=1.8m 本 40
φ100,L=1.5m 本 30
φ100,L=1.2m 本 200
□100,L=2.0m 本 45
□100,L=1.2m 本 2 0
□45,L=2.0m 本 0

番線 kg 10 25 25 50 50 劣化注意
オイルフェンス m 83 240 20m*(12+3本)、13.5m*1本、9.5m*1本

オイルキャッチャー 枚 400 100 100 1箱100枚
オイルブロッター 万国旗型 m 208 52 52 260 260 1箱52m
オイルブロッター 吹き流し状 m 40 20 20 20 0 1箱20m

シート 枚 10 5 9 1枚3.4m*5.4
むしろ 枚 65 20 25
かけや 丁 4 5 14 2

バリケード(鉄製) 基
トラロープ 巻 1 2 2 1巻200m

サーチライト
スコップ 丁 55 10 10 17 50

ビニール縄 巻 8 6 8 8 5 1巻200m
かっぱ

懐中電灯 個 0 1 1 1
ツルハシ 本 4 5 5 10
じょれん 丁 11

鍬 丁 4 5
トビ 本 9

ホーク 丁 4
カマ 大 丁 2 2 2 4

小 丁 9 2 7 9
水防マット 枚 8 8 8 5

脚立 個 1 1 1 2
シノ 本 2 3 3 3

木たこ 個 8 3 3 6 8
クリッパー 個 2 3 3

水のう 枚 200 600*300
鉄杭 本

一輪車 台 5
エンジンオイル 缶 エンジンオイル4ℓ缶

水　防　資　器　材　備　蓄　状　況　表

単位 元町緊急備蓄庫 宮井緊急備蓄庫 下鶴井緊急備蓄庫 八代緊急備蓄庫 備考袴狭緊急備蓄庫
西芝防災ステーション 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 539 個

小型連節ブロック 5,409 個

根固めブロック 2t型 320 個

護床ブロック 2t用 103 個

袋詰玉石（袋材） 2t対応 150 袋

広幅鋼矢板ⅡW型 L=7-8m 3 枚

広幅鋼矢板（ハット型　W=900）10H型 L=8-9m 6 枚

広幅鋼矢板（ハット型　W=900）10H型 L=11-12m 10 枚

鋼矢板（ハット型）10H型 L=2-3m 4 枚

鋼矢板（ハット型）10H型 L=3-4m 1 枚

鋼矢板ⅢW型 L=12-13m 6 枚

鋼矢板ⅢW型 L=7-8m 22 枚

鋼矢板ⅢW型 L=6-7m 24 枚

鋼矢板ⅢW型 L=5-6m 21 枚

鋼矢板ⅢW型 L=4-5m 11 枚

鋼矢板ⅢW型 L=3-4m 27 枚

鋼矢板ⅢW型 L=2-3m 48 枚

鋼矢板ⅣW型 L=2-3m 584 枚

鋼矢板ⅣW型 L=3-4m 112 枚

鋼矢板ⅣW型 L=4-5m 137 枚

鋼矢板ⅣW型 L=5-6m 87 枚

鋼矢板ⅣW型 L=6-7m 174 枚

鋼矢板ⅣW型 L=7-8m 157 枚

鋼矢板ⅣW型 L=8-9m 39 枚

鋼矢板ⅣW型 L=8-9m（開先加工あり） 31 枚

鋼矢板ⅣW型 L=9-10m 110 枚

鋼矢板ⅣW型 L=9-10m（開先加工あり） 30 枚

鋼矢板ⅣW型 L=10-11m 183 枚

鋼矢板ⅣW型 L=13-14m 42 枚

出石川防災センター 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

小型連節ブロック 16,890 個

大型連節ブロック 10 個

根固めブロック 2t型 317 個

護床ブロック 2t用 501 個

鳥居防災拠点 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

小型連節ブロック 2,100 個

六方河川防災ステーション（立野拠点） 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 555 個

根固めブロック 4t型 38 個

根固めブロック 2t型 580 個

水防資器材備蓄状況表
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の 前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

水防訓練：六方河川防災ステーション立野拠点にて（訓練参加者約220名）

国土交通省の

災害対策車両も参加

高校生による

土のう積み訓練

立野大橋

堀川橋

豊岡大橋

六方河川防災
ステーション
（立野拠点）

13.0k○

13.0k○

12.0k○

11.0k○

12.0k○

11.0k○

自主防災組織による

土のう作成

自主防災組織による

土のう積み訓練

市職員にたこ槌の使い方

を教える消防団員

日時 平成30年６月10日（日）午前中
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、三江・新田・中筋・神美地区自主防災組織

豊岡総合高校生徒、国交省・兵庫県・豊岡市各職員

豊岡消防団水防指導委員に

よる土のう作成実演

六方河川防災ステーションの位置
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○日本海津波を想定した「兵庫県但馬地域合同防災訓練」を、兵庫県・豊岡市・養父市・朝来市・香美町・新温泉町が主催して実施した。
○参加機関：県、市町、消防、警察、海保、自衛隊、医療関係機関、自主防災組織 等
○訓練の内容：地域住民参加による避難誘導（津波避難を含む）、避難所・福祉避難所開設運営訓練、倒壊建物・海上漂流等からの救出

救助訓練、現地応急救護所設置や負傷者救急搬送訓練、救援物資の搬送等。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

１ 実施日時 平成３０年９月２日（日）11:00～13:00

２ 実施場所
■メイン会場 美方郡香美町 香住小学校、七日市海水浴場沖

ＪＲ香住駅、社会福祉法人香寿会「しいの木荘」
■サブ会場 豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町

３ 主催 兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町

４ 参加機関 兵庫県、但馬県民局管内３市２町、自衛隊、消防、警
察、海上保安庁、医療関係機関、ライフライン関係機
関、自主防災組織等

５ 参加人数 約30,000人

６ 訓練想定 郷村断層帯地震（マグニチュード7.3、 大震度６強）

平成30年度兵庫県但馬地域合同防災訓練

７ 主な訓練内容
漂流者救出救助訓練/津波一斉避難訓練/負傷者広域搬送
訓練/避難所設置訓練/列車からの乗客避訓練/福祉避難所
設置運営訓練/人員・物資搬送訓練（航空機、船舶）/ 防災相
互通信無線局を活用した無線通信訓練/展示・炊き出し

-
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○国の職員を対象に、事務所保有の災害対策用機械の災害時における迅速且つ的確な運用管理を目的とした操作訓練を実施した。
○豊岡市豊岡消防団が主催する国・県・市の合同水防訓練時に、国保有の災害対策車両等の展開説明、土のう積み訓練等を実施した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

災害対策用機械の操作訓練
（平成30年6月7日。訓練参加職員15名）

水防訓練（六方河川防災ステーション立野拠点にて）
（平成30年6月10日。訓練参加者約200名）

国・県・市職員による土のう積み体験
災害対策車両等の

展開説明
土のう造成機

開会式

災害対策本部車

照明車

-
3
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有（１）

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域コミュニティ組織が掲げる「地域による避難所の自主運営」にかかる計画の策定をサポートする。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

☛ここがポイント！
マニュアル作成実行委員会を組織し、実行委員会

には中筋地区全９区から区長３名、各区選出の防
災部会員、消防団分団長、コミュニティなかすじ会長、
地域マネージャー、支援員が参画。市防災課職員
がアドバイザーとして活動をサポートしている。
（別途、委員会内部に作業部会も設置）

コミュニティを構成する各区はもとよ
り、区長会、消防団、市、コミュニティ
組織役員のほか、自主運営に密接
にかかわりを持つ避難所である小
学校の協力を得て、実戦に即したマ
ニュアル作りを進められている。
（H31.3月完成予定）

マニュアル作成に併せて、次のよう
な取り組みを並行して実施。
①市の出前講座による災害時にお

ける認識の共有
②地区内の危険個所等課題洗い

出し
③避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）によ

る避難所運営疑似体験
④普通救命講習や炊き出し訓練な

ど実際の避難所での対応を想定
した実動訓練 等々

平成30年度「コミュニティなかすじ」において

兵庫県自主防災組織活性化支援事業補助制度を活用
して避難所運営マニュアル作成に取り組まれている。

-
4
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有（２）

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施した。（田鶴野地区、寺坂地区、国府地区）

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

防災ワークショップで目指すもの

① 地域の災害リスクを確認する。
↓
② 地域の問題点を知る。（避難場所、避難のタイミ

ング、要援護者の支援方法、住民の防災意識な
ど）

↓
③ 住民、区、コミュニティなどの役割を知る。

意識啓発、物資の備蓄、訓練、避難所運営等
↓
④ ①、②、③を踏まえ、それぞれの組織で検討す

べきことを整理し、具体的な対応について検討し、
実現に向け取り組む。

-
4
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有（３）

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域コミュニティ全体の災害リスクと各区固有の災害リスクを示し、それらを踏まえた適切な避難行動の実践につなげる。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

☛市としては地域コミュニティに対し、地域全体の防災力

の底上げを目指した平素の研修の取り組みを要請している。
①各区の災害リスクを把握し、正しい避難行動につなげる

ため、平常時に取り組める「情報入手方法」について
知っていただきたい。

②災害時、小規模集落では「情報入手」と「要援護者の避
難」に特化した取り組みをお願いしたい。

（より安全なお宅へのご近所避難など）

①訓練の前に、まず災害リスクを確認する
②災害時には各区で情報収集と要援護者避難支援

-
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な
防災訓練、防災学習等を助成。

○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業）

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、

地域団体と連携する企業等
○対象事業：実践的な防災訓練、防災学習
○助成額 ：上限30万円

２ 個別計画等策定事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）
○対象事業：

① 避難行動要支援者の個別計画の策定
② 地区防災計画の策定
③ 避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限35万円

自主防災組織の防災・減災活動の手引き

-
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を３地区（寺坂・国府・田鶴野）で実施した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

課題共有
危険な箇所や避難するタ
イミング等を付箋に書き、
課題を共有

情報提供
大雨時における地域の危
険箇所と防災行動につい
て

各班で話し合い
行政区ごとで班に分かれ
て地域の現状と課題を
話し合い

発表とりまとめ
避難を開始するタイミング・
避難する場所等を発表

作業説明
ワークショップ実施に際し
て、目的・作業の進め方
について参加住民に説明

■ワークショップの概要
１．開催日と参加人数

寺坂地区：平成30年6月24日。参加住民28名
国府地区：平成30年7月26日・10月10日。

参加住民計87名
田鶴野地区：平成30年8月19日。参加住民45名

２．内容
Ⅰ大雨時の地域の危険箇所と防災行動を考える

【情報提供】
・避難場所と避難するタイミングの確認

（豊岡河川国道事務所、豊岡市）
・地図で危険箇所の確認（豊岡市防災課）
・避難行動要支援者の避難支援の確認

（豊岡市社会福祉協議会）
【協議】

・地域における防災上の課題の協議
Ⅱ水害・土砂災害に備えて地域ですべきこと・必要な

ことを考える
・グループ発表、全体共有
・全体協議

豊岡市社会福祉協議会
𡧃上生活支援
コーディネーター

豊岡河川国道事務所
廣谷建設専門官

豊岡市 防災課
佐々木係長

【ワークショップに参加した方の主な感想】
・地域にマッチした防災対策を習得することができた 。
・地域の情報を得るための体制をつくる必要性を感じた。
・改めて地区内の危険箇所等の再確認が出来た。

-
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具体的取組
NO.18 重要水防箇所の定期的な見直しと

共通認識の促進

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 重要水防箇所の共通認識を促進する。

○出水期前に、堤防の共同点検を実施した（参加機関：豊岡市・豊岡消防団・豊岡消防署・但馬県民局・豊岡河川国道事務所）。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

共同点検箇所及び説明・視察内容（平成30年7月20日10:00～12:00に実施）
①下鶴井樋門下流(円山川右岸 8.8k付近)：堤防天端の傾斜
②赤石地区(円山川右岸7.8k付近)：H29年度に発生した堤防川表亀裂箇所の復旧状況、今後の予定工事
③六方防災ステーション(円山川右岸13.2k+140m～14.4k)：堤防天端の亀甲化及び堤脚水路の損傷範囲
④栃江橋下流(奈佐川右岸2.4k+40m)：H30年7月豪雨による堤体川裏法面漏水箇所の緊急復旧工法

【参加者からの主な意見】
・出水時には机上で状況判断している場合もあり、今回関係者が集まり情報を共有
できて良かった。

①下鶴井樋門下流 ②赤石地区

③六方防災ステーション ④栃江橋下流

-
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具体的取組
NO.19 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための

制度・枠組み等の創設

目標時期 H30完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

市では、現在、地域防災計画の修正作業を進めている。今後、ボランティアの受入主体となる豊岡市社会福祉協議会等とも
連携し、進めていきたい。-
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具体的取組
NO.21-① 洪水氾濫時の防災拠点、避難施設等の機能
維持、及び重要資機材への影響の確認と有効的な対策の立案

目標時期 H30完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

○水防体制、行動、情報発信等について、水位を指標として時系列・事項毎に整理・とりまとめた「水防マネジメント計画書」を更新した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

○ 計画書の概要
・水防業務における基本のシナリオに、

①破堤などの被災が発生した場合
②災害対策機械を要請した場合
③電気通信班における対策が生じた場合

などいくつかの事象を発生と同時に展開し、業
務の状況把握、遂行に資するものとなっている。

○水防マネジメント計画書は、定期的に見直し、
改訂していくが、実際の水防や洪水対応演習等
などで、課題や改善点などが見いだされた場合
は、その都度検討を行い、防災業務計画と相互
で改訂を行っていくものとする。

水防マネジメントのPDCAサイクル

展開のイメージ

2.2 被災が発生した場合の手順

2.3 緊急災が適用される場合の手順

2.5.1 洪水時の巡視の手順（洪水時巡視業務）

2.5.2 洪水時の巡視の手順（被災発見時）

2.6.2 設備故障発生対応の流れ

2.7 災害対策機械機器使用手続きの手順

2.1.1 各班・各係の基本の手順
2.1 水防の基本的な流れ

展 開

被災が発生した場合

洪水時巡視

設備の故障が発生した場合

設備の使用手続き

-
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○平成30年3月に策定した豊岡市業務継続計画（大規模地震編）を活用し、市職員の大雨洪水防災訓練時に災害時優先業務の確認や
応急業務についての点検を行う。

取組概要

豊岡市

取組内容および結果

平成30年5月26日（土）市職員を対象とした

「大雨洪水防災訓練」では、業務継続計画
で示す内容のうち、特に
①非常時優先業務の項目について

②非常時優先業務を実施する上での課題
等について、各部で徹底を図った。

-
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

兵庫県

取組内容および結果

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち 低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
① 参集基準
② 夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③ 応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④ フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制

-
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○近畿地方整備局 業務継続計画（地震災害対策編）の改定に伴い、事務所における業務継続計画について改訂を行った（作業中）。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

主な改訂のポイント
1．平成30年5月に改定された国土交通省業務継続計画(第4

版)に基づく計画の充実
２．大規模地震応急対策活動緊急行動手順(タイムライン)を

作成し、計画の実効性向上を図る。 →Ⅰによる
３．業務継続への備えとして、大規模地震発生時に 優先で

取り組むべき「災害対応対策業務」と社会的影響度評価か
ら抽出した「一般継続重要業務」を「非常時優先業務」として
定める。
あわせて、必要従事人数を算出し、実効性向上を図る。

→Ⅱ、Ⅲによる

体制発令、ＨＰ更新 ●

目視による庁舎外観被災状況確認※ ●

庁舎のガス、電気等ライフライン、消火設備の使用可能状況確認※ ●

職員等の安否状況の把握、とりまとめ※ ○ ○ ○ ○ ○

参集者の把握及び人員配備等の調整※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本部会議資料作成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所・出張所の庁舎の点検結果とりまとめ ○ ○ ○

宿舎の点検結果とりまとめ ○ ○ ○ ○ ○

庁舎(建物)の被災状況把握※ ○ ○ ○

庁舎(建物)の付帯設備の被災把握※ ○ ○ ○

庁舎敷地等の被災把握※ ○ ○ ○

TEC-FORCE等職員派遣に係る後方支援（連絡車の確保・配車、宿泊所確保等） ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁舎等の被害に係る対策立案（営繕室に係るものを除く） ○

職員等の救護及び救護用品の調達・補給 ○ ○ ○ ○ ○

合同庁舎の管理に関する入居官署との調整 ○ ○ ○ ○ ○

緊急車両の指定関係事務 ○ ○ ○ ○ ○

災害対策本部及び各部対策本部の運営に伴う会計事務 ○ ○ ○

復旧作業に係る契約手続き ○ ○ ○

非常食・非常用物資の管理及び補給計画 ○ ○ ○

物資の調達・補給 ○ ○ ○

職員の生活対策、安全対策及び健康管理等の手配 ○ ○ ○

局災害対策本部及び各部対策本部の福利厚生 ○ ○ ○

宿舎等の対策対応 ○ ○ ○

経過時間毎の必要人数(単位：人) 0 0 3 8 9 13 13 20 20 20

職員及び家族の安否確認※ ● ● ● ● ● ● ● ●

参集者の把握及び人員配備等の調整※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本部会議資料作成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁舎内へ避難してきた住民の窓口対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

避難住民の受入れに係る市町村等との調整 ○ ○ ○ ○ ○

経過時間毎の必要人数(単位：人) 0 0 1 2 2 3 3 6 9 9

1時間～
2時間

総
務
部

総
務
室

用
地
部

総
務
室

災害応急対策業務に対する作業時間帯及び必要人数

担当 災害応急対策業務
作業時間帯：各作業を実施する時間帯に「●」又は「○」を記載
（●：参集せずに作業可能　○：参集しなければ作業不可　）

＜初動対応＞
指名された職員のみでの対応を想定 2時間～

3時間
3時間～
6時間

6時間～
12時間

12時間～
24時間

24時間～
72時間

3日～
１週間

１週間～
２週間

部 室 ～30分
30分～
1時間

※管理事務

非常時優先業務を実施するうえで必要となる組織管理・庁舎管理・職員の安否確認・通信手段の確保

改訂後

Ⅰ．大規模地震応急対策活動緊急行動手順

（タイムライン）

Ⅱ．災害応急対策業務に対する作業時間および必要人数の検討 Ⅲ．一般継続重要業務の算出及び必要人数の検討

0
～

30分

■ 体制発令、ＨＰ更新、本省対応 ■ ■ 体制発令、ＨＰ更新

■ 管内の電力及び通信施設に関
する被害状況把握開始

□ 災害対策室の設営

■ 職員及び家族の安否確認開始 □ ■ 職員及び家族の安否確認開
始

□ 参集者の把握及び人員配備等
の調整開始

□ □ 参集者の把握及び人員配備
等の調整開始

□ ヘリによる被災状況調査開始 □ ■ 各公園における来園者の安全
確保及び被害状況の把握開
始

□ 災害対策用資機材等の運用開
始

□ □ 建築ＴＥＣ対応開始

□ 市町村へのリエゾン派遣開始 □ □ 一時避難者を宿泊可能な避
難所へ誘導開始

□ TEC-FORCE派遣開始 □ □ 自動車等の運用、物資の調
達・補給開始

参集者の把握及び人員配備等
の調整開始

開始
時間

建政部

体制発令、ＨＰ更新

１時間
～

３時間

30分
～

1時間

６時間
～

１２時
間

職員等の安否状況の把握、と
りまとめ開始

本部会議資料作成開始

総括指揮室、広報室、
TEC総合司令部

総務室 建政室

庁舎等の被害に係る対策立案
（営繕室に係るものを除く）開始

職員等の救護及び救護用品の
調達・補給開始

合同庁舎の管理に関する入居
官署との調整開始

企画部 用地部 総務部

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

12 24
H H

調査課 調査係 1 課 長 0.25 0.192 調査課総括 2 3 4 5 5 5 5
調査課 調査係 2 建設専門官 0.25 0.192 委員会，協議会対応に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 3 係 長 1 0.192 災害対策(風水害・地震)に関する業務 2 3 4 5 5 5 5
調査課 調査係 4 係 員 1 0.192 河川情報提供に関する業務 2 3 4 5 5 5 5
調査課 調査係 5 0.192 予算要求に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 6 0.192 予算執行に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 7 0.192 事業展開検討に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 8 0.192 事業費，事業工程管理に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 9 0.192 河川水辺の国勢調査，水生生物調査に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 10 0.192 円山川水系自然再生事業 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 11 0.192 調査物 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 12 0.192 設計業務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 調査係 13 0.192 総務関係(勤務時間等) 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防企画係 1 課 長 0.25 0.286 調査課総括 2 3 4 5 5 5 5
調査課 水防企画係 2 建設専門官 0.25 0.286 委員会，協議会対応に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防企画係 3 係 長 1 0.286 災害対策(風水害・地震)に関する業務 2 3 4 5 5 5 5
調査課 水防企画係 4 係 員 0.5 0.286 水質事故対応 2 3 4 5 5 5 5
調査課 水防企画係 5 0.286 水文，水理に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防企画係 6 0.286 調査物 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防企画係 7 0.286 設計業務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防調整係 1 課 長 0.25 0.400 調査課総括 2 3 4 5 5 5 5
調査課 水防調整係 2 建設専門官 0.25 0.400 委員会，協議会対応に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防調整係 3 係 長 1 0.400 災害対策(風水害・地震)に関する業務 2 3 4 5 5 5 5
調査課 水防調整係 4 係 員 0.5 0.400 住民連携推進に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 水防調整係 5 0.400 広報に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 電気通信係 1 課 長 0.25 0.400 調査課総括 2 3 4 5 5 5 5
調査課 電気通信係 2 建設専門官 0.25 0.400 業務発注，監督等に関する事務 1 1 1 1 1 3 4
調査課 電気通信係 3 専門官(道路管理課) 0.5 0.400 機器管理に関する事務 1 1 1 1 1 2 3
調査課 電気通信係 4 係 長 0.5 0.400 調査物 1 1 1 1 1 2 3
調査課 電気通信係 5 係 員 0.5 0.400 設計業務 1 1 1 1 1 2 3

8.50

社会的影響度３以上の業務数 0 9 9 9 9 10 30
社会的影響度３以上の業務数にかかる人員 0 3 3 3 3 3 9

-
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2.00

係
 
名
 
等

河川対策班　合計 8.50

改訂前

今回の改訂作業は地震BCPだが、その改訂の方針に準じ、平成29年
改正水防法に基づいた水災害BCPも見直しを予定している。

-
5
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-



主な平成３１年度の取り組み予定
豊岡市 兵庫県 神⼾地⽅気象台 豊岡河川国道事務所

1 ② 想定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定した訓練、試⾏運⽤によるタイムライン試⾏版の検証 ●５３

2 ② 河川管理者による積極的な助⾔ ●５４ ●５５

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努
める。

3 ① 家屋倒壊の危険性のある区域や⾃宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●５６

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●５７

③ 情報伝達⽅法に関する啓発活動の継続実施 ●５８ ●５９ ●６０、６１、６２、６３ ●

④ 防災無線の全⼾設置 ●６４

住⺠⼀⼈ひとりが「⾃らの⽣命は⾃ら守る」とい
うことを基本に、平時から地域、家庭、職場等で
防災への積極的な取組を⾏うよう促すなど、⾃主
防災思想の普及、徹底を図る。

7
・

地域の住⺠すべてが安全に避難できるよう、⾃治会、⾃主防災組織等が中⼼となり、地域ぐるみ
で避難路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の⽀援などに取り組む”みんなで逃げよ
う”減災防災運動を推進

●６５、６６ ●６７

個別⽀援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を
対象とした訓練を盛り込む。

9 ・ 避難⾏動に関する要援護者個別⽀援計画の策定、及び訓練の実施 ●６８

幼稚園、⼩学校、中学校における⽔災害教育とし
て、洪⽔被害の歴史や⾝を守るための⼿段、地域
や⾏政の対応策について学ぶ。

10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ●６９ ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●

②
⽔害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、⽔害リスクをわかりやすく開
⽰

●７０ ●７１

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活⽤した広報の充実 ●７２

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●７３

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加⼊促進 ●７４

災害時の円滑かつ迅速な対応を⾏うため資機材や
その数量の⾒直しを⾏う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ●７５ ●７６

実働⽔防訓練の継続的な実施とその内容の⾒直し
を⾏う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ●７７ ● ●

地域コミュニティの活動を⽀援する。
17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する⽀援や活動内容の情報共有 ●７８ ●７９ ●

重要⽔防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要⽔防箇所の定期的な⾒直しと、共通認識の促進 ●８０

各機関、事業者における⽔害時BCP（事業継続
計画）を作成する。

22 ・
災害時に迅速に減災、復旧活動が⾏えるように⽔害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策
定を推進

●８１，８２ ●８３ ●

豊岡市内での計画規模以上の洪⽔氾濫を想定した
排⽔計画を策定し、内⽔対策を実施する。 25 ・ 具体的な排⽔計画の⽴案 ●

排⽔施設の耐⽔化を実施する。 26 ・ 洪⽔氾濫時の耐⽔性の確認と耐⽔化対策の検討 ●

12 9 1 13

注１）

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想
定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定した情報伝達体
制、⽅法について検証を⾏う。

は、平成31年度の新規取り組み

内容（施策） 具体的取り組み
主体となる機関（●）  数字はPPT⾴

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪⽔に関
する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に
幅広い年齢層の参加を促す。

14

合  計  (件）

避難の準備・⾏動を促す情報提供⽅法の検証と改
良を⾏う。

4
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次年度の増水期までに
机上訓練を実施する

課題等を挙げ、実効性あるタイム
ラインとなるよう、検証及及び改

良を進める

具体的取組
NO.1-② 想定 大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証
豊岡河川国道事務所

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○排水ポンプタイムラインを踏まえて、出水期前に、国・県・市による机上訓練を実施する。

取組概要

取組内容および結果（円山川タイムラインの特徴）

排水ポンプタイムライン（作成中）

-
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具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

2

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 県、国

○台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム

ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔システム導入市町に発信〕
市町が行う避難勧告の判断等を支援する

ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕
県と気象台が発表する「土砂災害警戒情

報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
平成31年度出水期までに､より詳細な土砂災害

警戒区域ごとの危険度も表示できるよう改良
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕
水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成中

⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
河川の3 時間先までの水位を予測し、氾濫のおそれの有無をフェニックス防災システム上に表示

-
5
4
-



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 県、国

○H30年度のホットライン実施内容を踏まえて課題を抽出・検討し、平成31年度もより適切な助言を行っていく。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

対策部長　→　豊岡市長

避難に関する情報

【個別危険箇所の
危険水位到達】

3.90m 立野 ・円山川左岸　１．０ｋ（小島地区）

【ホットライン伝達時期→立野水位３．９０ｍ到達時点】

【個別危険箇所の危険水位到達　注意喚起】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○ｍ
です。さらに水位上昇が予測されます。小島地区住民への情報提
供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川左岸１．０ｋ地点の
危険水位到達に伴う連絡です。」

7月6日 20:58

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、3.90mを超過
し、3.91m。小島地区の避難準備の検討を
お願い致します）

氾濫注意水位到達
【個別危険箇所の
危険水位到達】

4.50m 立野

・円山川左岸　４．２ｋ（城崎町今津地
区）
・円山川右岸　５．０ｋ（城崎町戸島地
区）
・円山川右岸２３．４ｋ（日高町鶴岡地
区）

【ホットライン伝達時期→立野水位４．５０ｍ到達時点】

【避難準備情報の発表の目安と個別危険箇所の危険水位４．５０
ｍ到達を併せて伝達】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○
ｍです。氾濫注意水位４.５ｍを超え、さらに水位上昇が予測さ
れます。市民への避難準備をご検討下さい。
　また、城崎町今津地区、城崎町戸島地区、日高町鶴岡地区住民
への情報提供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川左岸４．
２ｋ地点、右岸５．０ｋ地点、右岸２３．４ｋ地点の危険水位到
達に伴う連絡です。」

7月6日 22:05

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、氾濫注意水位
(4.50m)を超過し、4.55m。更に水位上昇
の恐れがあるため、市民へ避難準備の検討
をお願いする。また、城崎町今津地区、城
崎町戸島地区、日高町鶴岡地区の避難準備
の検討をお願いする。赤崎水位観測所、氾
濫注意水位(4.60m)を超過し、4.86m。更
に水位上昇の恐れがあるため、市民への避
難準備の検討をお願いする）

避難判断水位到達 5.20m 立野 － －

【個別危険箇所の
危険水位到達】

5.40m 立野
・円山川右岸　２．８ｋ（城崎町楽々浦地
区）

【ホットライン伝達時期→立野水位６．２０ｍ到達時点】

【ポンプ停止にかかる注意喚起】
「（左記の避難情報に引き続いて）また、立野水位観測所におい
て、水位が7.16mに到達した場合、排水機場のポンプを停止し
ますのでご注意ください。」

氾濫危険水位到達 6.20m 立野 －

【ホットライン伝達時期→立野水位６．２０ｍ到達時点】

【避難勧告発令の目安】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○
ｍです。氾濫危険水位６.２ｍを超え、さらに水位上昇が予測さ
れます。市民への避難勧告をご検討下さい。」

7月7日 1:40

事務所長→豊岡市技監へホットライン
（内容：円山川立野観測所、1時40分時点
で氾濫危険水位(6.20m)を超過し、
6.27m。1時10分にホットラインでお知ら
せした弘原については、水位の上昇率が鈍
化した）

【個別危険箇所の
危険水位到達】

6.60m 立野 ・円山川右岸　１．８ｋ（屏風ヶ浦地区）

【ホットライン伝達時期→立野水位６．６０ｍ到達時点】

【個別危険箇所の危険水位到達　注意喚起】
「立野水位観測所において、○○時○○分現在の水位は○.○○ｍ
です。さらに水位上昇が予測されます。屏風ヶ浦地区住民への情
報提供・注意喚起をご検討下さい。なお、円山川右岸１．８ｋ地
点の危険水位到達に伴う連絡です。」

（豊岡市独自運
用）

ポンプ停止水位
（HWL-1.0m)到

達

7.16ｍ 立野 －

【ホットライン伝達時期→立野水位７．１６ｍ到達時点】

【ポンプ停止水位到達情報】
「（左記の避難情報に引き続いて）また、立野水位観測所におい
て、水位が7.16mに到達したため、排水機場のポンプを停止し
ます。ご注意ください。」

7月7日 2:50

豊岡市技監→事務所長へホットライン
（内容：豊岡市運用でポンプ停止水位であ
る、立野7.16mが近いが、どのような想定
をされているか？
　→3時の予報にて判断。HWLを超えない
ような予報であれば、立野7.16mを超えて
もポンプは止めない）

課題の要因を抽出・検討
して、計画通りのタイミ
ングで、より適切な助言
を行っていくように取り
組む

基準水位 観測所名 個別危険水位設定箇所

立野水位６．２０ｍ到達時点において
も、ポンプ停止にかかる注意喚起が実
施されていなかった。

立野水位６．６０ｍ到達時点において
も、個別危険箇所の危険水位到達にか
かる注意喚起が実施されていなかっ
た。

平成30年7月豪雨クロノロ
立野基準水位観測所ホットラインの情報伝達時期・内容

ホットラインのト
リガー

課題 平成３１年度の取り組

実施したホットライン

-
5
5
-



具体的取組
NO.3-① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも

可とする区域などを設定

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、住民

○「豊岡市行政区別防災マップ」（平成28年11月作成）を活用し、「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

☛「河川沿いの住民」については堤防の決壊
に伴う家屋倒壊や上流からの流木による家屋
への被害が予想されることから必ず河川から
離れ、安全を確保できる指定緊急避難場所等
への「水平避難」を強く求めている。

-
5
6
-



具体的取組
NO.4-① 現状の情報提供ツール（情報サイト、

ホームページ等）の実効性の検証と改良

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○構築した洪水予測基幹システム使用して洪水対応演習（平成31年4月26日）を行い、システムの検証を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

H30年度に構築した
洪水予測基幹システム 平成31年度の洪水対

応演習にて、同システ
ムを用いて訓練を実施

する

課題等を挙げ、実効性あるシス
テムとなるよう、検証及及び改良

を進める

-
5
7
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

○平成30年７月豪雨災害における災害対応の教訓から、特に特別警報のもつ意味（屋外で活動してはいけない）等について理解促進を図
るため、市長自ら秋季市政懇談会で全区長（町内会長）に対し、直接訴える。

〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

-
5
8
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用。

取組概要

取組内容および結果

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。

災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。

 「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

フェニックス防災システム

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等

-
5
9
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（１） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○防災気象情報の伝え方の改善策と推進すべき取組み（概要）

取組概要

取組内容および結果

-
6
0
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（２） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○今出水期実施予定の改善事項

取組概要

取組内容および結果

-
6
1
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（３） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○警戒レベル相当情報～防災気象情報と警戒レベル～

取組概要

取組内容および結果

-
6
2
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（４） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○指定河川洪水予報への警戒レベル追記（令和元年5月29日実施予定）

取組概要

取組内容および結果

-
6
3
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（５） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○指定河川洪水予報：その他の修正箇所

取組概要

取組内容および結果

-
6
4
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（６） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○危険度分布への警戒レベル追記（令和元年出水期前までに実施予定）

取組概要

取組内容および結果

-
6
5
-



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（７） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○警報・注意報への警戒レベル追記（令和元年出水期前までに実施予定）

取組概要

取組内容および結果

-
6
6
-



○現行のアナログ防災行政無線に代わるデジタル防災行政無線の整備を進める。

取組概要

取組内容

具体的取組 NO.4-④ 防災行政無線の戸別受信機の全戸設置

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

豊岡市

平成31年度については、中継局や屋外拡声子局の設置、個別受信機の配布に伴うデジタル化へ
の移行等を実施する。

-
6
7
-



○行政区別防災マップを活用し、市民一斉避難訓練までの間に避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等を行い、引き続
き「マイ防災マップ」の作成を要請する。

取組概要

取組内容

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進（１）

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

①各区の独自訓練実施時
等の機会を捉え、マイ防災
マップの作成を要請
②上記に合わせ、避難行
動要援護者個別支援計画
作成・避難路選定等を要請
☛スケジュールを意識した
取組みについて啓発する。

-
6
8
-



○避難行動要援護者個別支援計画の作成促進にあたり、災害時要援護者登録制度のＱ＆Ａを活用し、引き続き制度の理解促進を図る。

取組概要

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進（２）

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

取組内容

災害時要援護者登録制度の普及啓発

○各区（町内会）の避難行動
要援護者個別支援計画作成
を促進するため、「災害時要援
護者登録制度に関するＱ＆Ａ
を作成し通知、市ホームペー
ジに掲載し、啓発。

出前講座等で啓発

市ＨＰに掲載
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具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

兵庫県

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な
取組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

○防災サバイバル講座を開催：「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から「命を守る」ために必要なノウハウを学ぶ。
○但馬地域ひょうご防災リーダー講座を開催：自主防災組織や地域コミュニティの防災活動に役立つ実践的な講座
○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）を開催：ひょうご防災リーダー講座修了者対象
地域防災の担い手育成のための「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を
定期的に習得してもらうため、「フォローアップ研修」を実施。

取組概要

取組内容および結果

○防災サバイバル講座

■ 開催日程２日間（５月１０日、５月１１日）
■ 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎会議室（予定）
■ 参加者：約７０名
■ 内容
①災害時に生き抜くための知恵と技術、心構えなどを学ぶ
②身近なもので防災グッズを作る方法などを学ぶ

○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）

■ 開催日程：1日間
■ 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎会議室（予定）
■ 対象者：ひょうご防災リーダー約５０名
■ 内容
◇最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を定期

的に習得する
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〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、引き続き作成を促す。
〇市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示し、啓発する。
※災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを平成29年度に創設。

取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容

避難行動要援護者個別支援計画
の作成

・平成31年度の市民総参加訓練は、地震想定とし、８月２９日（日）の午前中に実施を予
定している。

・この訓練では、地震発生後に自分の身を守る「シェイクアウト訓練」、その後、周辺住民
による「安否確認訓練」、空き地など安全な場所に避難する「いっとき避難場所への避難
訓練」を行う。
・区に対し、引き続き、避難行動要援護者個別支援計画に基づく避難誘導を要請する。
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具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
防災授業では、国土交通省作成（市編集協力、写真資料集提供）の学年別教材を活用しての実施について引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

・過去の事例の写真やイラストを見せることで、子どもたちに
視覚的に分かりやすかった。大変使いやすかった。
・児童の反応は、写真資料から、自分たちの身近な場所が大き
な被害にあったことがあることをよく感じていた。実際にどう
すればいいのかを考えると、自分のこととして考えられている
様子が見られた。（意見多数）
・災害写真集など、詳しい資料を作っていただき有り難かった。
地震ではなく、雨の影響で家が壊れることも知り、驚いた様子
だった。
・パワーポイントを少し修正し、使用した。分かりやすく非常
に役に立った。豊岡市の写真や被害をもとに作成されているた
め、児童が災害を身近なものとしてとらえ、学習しやすいもの
になっている。

低学年

中学年

平成16年10月21日の小坂小学校
２階からの救助の様子

高学年

～平成30年度メモリアル防災授業アンケートの一部（29校中27校で活用）～
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具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○「河川沿いの住民」については堤防の決壊に伴う家屋倒壊や上流からの流木による家屋への被害が予想されることから必ず河川から離
れ、指定緊急避難場所への避難を求める。避難のタイミングを失した場合などのために、あらかじめセカンドベストの避難先を決めてもら
うよう求める。

取組概要

取組内容および結果
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具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

取組概要

取組内容および結果

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信

インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。

②河川監視カメラの発信
インターネット等により、95河川134箇所のリアルタイム画像を発信している。

③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。

○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信

地域を限定した避難勧告等の指令を支援するため、河川の区間毎の氾濫の恐れの有無を３時間先ま
で予測し、フェニックス防災システム上に表示している。
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具体的取組
NO.14-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した

広報の充実
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。
○区（自主防災組織）と地域コミュニティのそれぞれの特性に応じた防災の取組について例示するとともに、地域コミュニティ組織の防災

部会で取組みの検討をお願いしたいこととして「指定避難所の自主運営への協力」を掲げ、啓発を進める。

取組概要

取組内容および結果取組内容および結果

☛区（自主防災組織）と地域コミュニティ組織のそ
れぞれの特性に応じた取り組み例を示したうえで
啓発を行う。

災害時における地域コミュニティと自主防災組織の特性に応じた取組（例）
★行政区と地域コミュニティの役割についての理解を深めることはもとより、今後
は、平時の地域防災力の底上げに加え、災害時における地域コミュニティの具体
的な取り組みについて議論を深めていく。

平成30年度コミュニティたづるの 「地域防災活動の手引き」より
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具体的取組 NO.14-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 豊岡市

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○「行政区別防災マップ」の更新（H28年度）に伴い、マイ防災マップを作成するための手引きや白図を作成。
○マップの見方や活用方法を説明した「活用の手引き」により、避難のタイミングや安全確保行動の方法を示すとともに、万が一、避難が困

難となった場合についても安全確保の方法について啓発。

取組概要

取組内容および結果
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具体的取組 NO.14-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○フェニックス共済加入促進員を配置し、促進員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

フェニックス共済加入状況
2018年12月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済

加入率
うち一部損壊特約

加入率
家財再建共済

加入率

豊岡市
16.3%

（-0.1）
45.0%

（+0.5）
5.5%

（±0）

但馬全体
15.6%

（-0.1）
42.2%

（+0.8）
4.9%

（+0.1）

県全体
9.7%

（＋2）
54.2%

（+1.7）
2.7%

（+0.1）

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：平成３０年９月
■ 取組内容

①イベント会場でのブース出展
②各種媒体による広報
③加入申込書付きパンフレット全戸配布
④出前受付の実施
⑤企業・団体等へのトップセールスの実施
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具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

○必要な資機材の整備

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている

水防倉庫

平成31年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 １００枚 おの ８丁

土嚢 １８００枚 かま ２０丁

ビニールシート ３０枚 なた １０丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０丁

杭 ９１２本 つるはし ２０丁

針金 ２３㎏ くわ １９丁

くぎ １１㎏ ペンチ １０丁

かすがい ５０本 ハンマー １５丁

スコップ ４９丁 救命胴衣 １０着

かけや １８丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６丁 一輪車 ９台

のこぎり １５丁 土のう製作器 ３基
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具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

平成30年4月
保管場所別

品名
土のう 小型 枚 13,800 11,400 7,100 26,700 8,900 1梱包100枚としてカウント(600*500)、劣化注意

大型 枚 25 75 1袋=1.0m3
大型耐候性 枚 20

縄 巻 31 3 5 20 28 1巻50m（八代）、1巻200m（袴狭）
杭 φ120,L=2.0m 本 50 105 松杭

φ100,L=2.0m 本 36 44 31
φ100,L=1.8m 本 40
φ100,L=1.5m 本 30
φ100,L=1.2m 本 200
□100,L=2.0m 本 45
□100,L=1.2m 本 2 0
□45,L=2.0m 本 0

番線 kg 10 25 25 50 50 劣化注意
オイルフェンス m 83 240 20m*(12+3本)、13.5m*1本、9.5m*1本

オイルキャッチャー 枚 400 100 100 1箱100枚
オイルブロッター 万国旗型 m 208 52 52 260 260 1箱52m
オイルブロッター 吹き流し状 m 40 20 20 20 0 1箱20m

シート 枚 10 5 9 1枚3.4m*5.4
むしろ 枚 65 20 25
かけや 丁 4 5 14 2

バリケード(鉄製) 基
トラロープ 巻 1 2 2 1巻200m

サーチライト
スコップ 丁 55 10 10 17 50

ビニール縄 巻 8 6 8 8 5 1巻200m
かっぱ

懐中電灯 個 0 1 1 1
ツルハシ 本 4 5 5 10
じょれん 丁 11

鍬 丁 4 5
トビ 本 9

ホーク 丁 4
カマ 大 丁 2 2 2 4

小 丁 9 2 7 9
水防マット 枚 8 8 8 5

脚立 個 1 1 1 2
シノ 本 2 3 3 3

木たこ 個 8 3 3 6 8
クリッパー 個 2 3 3

水のう 枚 200 600*300
鉄杭 本

一輪車 台 5
エンジンオイル 缶 エンジンオイル4ℓ缶

水　防　資　器　材　備　蓄　状　況　表

単位 元町緊急備蓄庫 宮井緊急備蓄庫 下鶴井緊急備蓄庫 八代緊急備蓄庫 備考袴狭緊急備蓄庫 西芝防災ステーション 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 539 個

小型連節ブロック 5,409 個

根固めブロック 2t型 320 個

護床ブロック 2t用 103 個

袋詰玉石（袋材） 2t対応 150 袋

広幅鋼矢板ⅡW型 L=7-8m 3 枚

広幅鋼矢板（ハット型　W=900）10H型 L=8-9m 6 枚

広幅鋼矢板（ハット型　W=900）10H型 L=11-12m 10 枚

鋼矢板（ハット型）10H型 L=2-3m 4 枚

鋼矢板（ハット型）10H型 L=3-4m 1 枚

鋼矢板ⅢW型 L=12-13m 6 枚

鋼矢板ⅢW型 L=7-8m 22 枚

鋼矢板ⅢW型 L=6-7m 24 枚

鋼矢板ⅢW型 L=5-6m 21 枚

鋼矢板ⅢW型 L=4-5m 11 枚

鋼矢板ⅢW型 L=3-4m 27 枚

鋼矢板ⅢW型 L=2-3m 48 枚

鋼矢板ⅣW型 L=2-3m 584 枚

鋼矢板ⅣW型 L=3-4m 112 枚

鋼矢板ⅣW型 L=4-5m 137 枚

鋼矢板ⅣW型 L=5-6m 87 枚

鋼矢板ⅣW型 L=6-7m 174 枚

鋼矢板ⅣW型 L=7-8m 157 枚

鋼矢板ⅣW型 L=8-9m 39 枚

鋼矢板ⅣW型 L=8-9m（開先加工あり） 31 枚

鋼矢板ⅣW型 L=9-10m 110 枚

鋼矢板ⅣW型 L=9-10m（開先加工あり） 30 枚

鋼矢板ⅣW型 L=10-11m 183 枚

鋼矢板ⅣW型 L=13-14m 42 枚

出石川防災センター 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

小型連節ブロック 16,890 個

大型連節ブロック 10 個

根固めブロック 2t型 317 個

護床ブロック 2t用 501 個

鳥居防災拠点 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

小型連節ブロック 2,100 個

六方河川防災ステーション（立野拠点） 平成３０年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 555 個

根固めブロック 4t型 38 個

根固めブロック 2t型 580 個

水防資器材備蓄状況表

○防災ステーション・緊急備蓄庫
の写真添付予定
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の 前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

国土交通省の

災害対策車両も参加

高校生による

土のう積み訓練

立野大橋

堀川橋

豊岡大橋

六方河川防災
ステーション
（立野拠点）

13.0k○

13.0k○

12.0k○

11.0k○

12.0k○

11.0k○

自主防災組織による

土のう作成

自主防災組織による

土のう積み訓練

市職員にたこ槌の使い方

を教える消防団員

豊岡消防団水防指導委員に

よる土のう作成実演

六方河川防災ステーションの位置

合同水防訓練の様子（平成30年6月10日）
日時 平成31年の出水期前を予定
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、自主防災組織

豊岡総合高校生徒、国交省・兵庫県・豊岡市各職員
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施する。（奈佐地区、城崎地区を予定）

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

防災ワークショップで目指すもの

① 地域の災害リスクを確認する。
↓
② 地域の問題点を知る。（避難場所、避難のタイミ

ング、要援護者の支援方法、住民の防災意識な
ど）

↓
③ 住民、区、コミュニティなどの役割を知る。

意識啓発、物資の備蓄、訓練、避難所運営等
↓
④ ①、②、③を踏まえ、それぞれの組織で検討す

べきことを整理し、具体的な対応について検討し、
実現に向け取り組む。

コミュニティ組織を対象とした防災ワークショップ（コミュニティたづるの 平成30年４月、８月）
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な防
災訓練、防災学習等を助成。

○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業） 自主防災組織の防災・減災活動の手引き

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、
○対象事業：①防災訓練、防災学習

②避難行動要支援者の個別支援計画の策定
③地区防災計画の策定
④避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限30万円

２ 自主防災組織強化支援事業
○助成対象：自主防災組織
○対象事業：特色ある防災訓練に加え、以下のいずれかの事業

① 実践的な活動を伴う研修会の開催
② 複数の自主防災組織等と合同で実施する防災訓練・防災活動
③ 避難場所、避難路の視認性強化につながる表示板整備

○助成額 ：上限30万円
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具体的取組
NO.18 重要水防箇所の定期的な見直しと

共通認識の促進

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 重要水防箇所の共通認識を促進する。

○重要水防箇所評定基準（案）の改訂に伴い、作業実施中。改訂後に共通認識を図る。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

現行の重要水防箇所評定基準（案） 平成18年10月16日 重要水防箇所評定基準（案）の改訂の方針

○重要水防箇所（Ａ、Ｂ）において、想定する水防活動等を整理し、水防
活動の優先度を明確化することにより、水防活動を効率的・効果
的に行うことができるようにする。

・重要水防箇所Ａ，Ｂの考え方を明確にする。
・優先度を明確にできるようにする。（絞り込めるようにする）

○類似の関係する指標等と考え方を整合させる
・危険箇所 （⇔「流下能力」）
・河川管理者による漏水の重点監視区間 （⇔「堤防断面、法崩れ・

すべり、漏水」）
○堤防等の点検結果を反映する。
○相対的に危険な箇所を選定する。

・Ａ：水防上 も重要な区間

⇒氾濫ブロックを同一にする一連区間において、水防活動が必要
になる可能性が高い区間

・Ｂ：水防上重要な区間

⇒氾濫ブロックを同一にする一連区間において、水防団等により注
意して巡視すべき区間（相対的に異状が発生する可能性
が高い区間）

※Aは、水防活動が必要になる可能性が高い区間であり、重要な区間

として、できるだけ絞り込むことが必要。一方、Ｂは、一定程度
の延長があっても問題ない。

※堤防の決壊は、相対的な弱部において発生することから、重要水防
箇所（Ａ，Ｂ）は、相対的に危険な箇所として設定する。
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進（１）

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○平成30年3月に策定した豊岡市業務継続計画（大規模地震編）を活用し、市職員の大雨洪水防災訓練時に災害時優先業務の確認や
応急業務についての点検を行う。

取組概要

豊岡市

取組内容および結果

平成31年5月25日（土）市職員を対象とした「職

員参集訓練」では、業務継続計画で示す内容
のうち、
①非常時優先業務の実施体制について

②非常時優先業務を実施する上での解決すべ
き課題等について、各部で検討する予定。
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進（２）

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す

取組概要

豊岡市

取組内容および結果

・避難確保計画を作成済みの施設は、計画の検証のため、あらかじめ取り決めた避難先（指定緊急避難場所や上層階への避難）への避難訓練に取
り組むよう要請する。

避難車両へ入所者乗車 2階への避難

平成29年10月20日特養ここのかメモリアル避難訓練の様子福祉施設の職員へお願いしたいこと

訓練を踏まえて、改善すべき点、改善方法等の洗い出し

★入所者の身体的負担等も考慮のうえ、入所者、施設職
員の安全確保を図るため、見直すべきは見直す！
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

兵庫県

取組内容および結果

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち 低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
① 参集基準
② 夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③ 応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④ フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制
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各機関からの情報提供 

                

【豊岡市】 

 

 

・平成 30 年７月豪雨での対応について 

 

・ケアマネージャー等への取組みについて 

 

-87-





平成30年7月豪雨
豊岡市の避難の取組み
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7.16ｍ

6.96m

水位

ⅿ

6.20ｍ

4.50ｍ

2.50ｍ

4.96m

ポンプ停止基準

大雨特別警報

7月6日22時50分発表

雨量

㎜

2.00m

７月豪雨に係る「円山川水位」と「流域平均雨量」

平成30年7月豪雨では、7月6日22時50分の大雨特別警報発表直後の23時～24時の間、円
山川流域の平均時間雨量はそれまでの10㎜台/hから33㎜/hと急激に変化した。その影響で
立野の水位は、排水ポンプ停止基準の7.16mにあと20㎝のところまで迫った。
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この写真は、平成30年10月31日9時30分（水位０．３６ｍ）

市役所立野庁舎

平 時

立野大橋左岸から円山川上流を望む
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市役所立野庁舎

増水時

写真は国交省提供

この写真は、平成30年7月7日7時30分（水位６．３２ｍ）
最大時６．９６ｍ
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④ 避難指示(緊急)

③ 避難勧告

②

① 自主避難所の開設
夜間に避難勧告以上の情報を発令する

可能性がある時、夜間の避難が不安な方

を対象に早めの自主避難を呼びかけます。

法律等に規定

避難情報の意味を知る

危険が迫っています。

直ちに避難を してください。

直ちに避難を終了できない場合は、

建物の２階以上に避難してください。

終了

避難を してください。開始

避難の をしてください。

高齢者など避難に時間を要する人は避

難を しましょう。

準備

開始

避難準備・
高齢者等避難開始
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避難指示（緊急）7.16ｍ

避難勧告6.20ｍ

避難準備・
高齢者等避難開始

4.50ｍ

水防団待機2.50ｍ

ポンプ停止（7.16ｍ）
計画高水位（8.16ｍ）

避難情報の基準となる 立野 水位観測所の水位

堤防決壊を防ぐための排水ポンプ停止基準
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排水ポンプを停止すると

ポンプ稼働

堤防
道路

円山川

住宅地側に降った雨が、排水ポンプ
によって円山川に排水される。

×
ポンプ停止

堤防

円山川

２階以上に退避

内水が急上昇 内水が急上昇

降った雨が排水されなくなるため、道路
や住宅地の水位が急上昇する。
屋外移動（水平避難）はとても危険。

道路
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7月6日(金)22時20分 （特別警報発表30分前）
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7月6日(金)23時20分 （特別警報発表30分後）
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住民避難の取組み（抜粋）１

６日14時00分 自主避難所の開設(34か所)

６日18時55分 全避難所を開設(126か所)

【防災行政無線放送（抜粋）】

現時点では、まだ避難準備情報を出す段階にありませんが、夕方から明

日にかけて更に強い雨が予想されています。

夜間の避難が不安の方のため、午後２時に次の施設を自主避難所として

開設しました。

【防災行政無線放送（抜粋）】

現時点では、まだ避難準備情報を出す段階にありませんが、明日にかけ

て更に強い雨が予想されています。

強い雨の中での移動を避けるため、午後７時に豊岡地域の全ての避難場

所を自主避難所として開設します。

６日16時00分 全避難所へ職員配備完了(126か所)
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住民避難の取組み（抜粋）２

６日19時42分 土砂災害警戒情報発表

６日21時15分 気象台からのホットライン（大雨特別警報発表予告）

【防災行政無線放送（抜粋）】

22時50分、兵庫県に「大雨特別警報（土砂災害）」が発表されました。
これを受けて、豊岡市全域に避難勧告を発令します。
①自宅の２階以上の山から離れた部屋で過ごしていただく。

②山から離れた近所の２階に避難させてもらう。など

それぞれの状況に応じて判断し、自らの安全確保を図って下さい。

６日20時00分～ 地域ごとに避難準備情報を発令

６日22時50分 大雨特別警報（土砂災害）発表

６日22時55分 全市に避難勧告を発令 ⇒ 垂直避難を求めた

６日22時55分 市職員、消防団員に現場からの撤収を指示

-
9
9
-



住民避難の取組み（抜粋）３

【防災行政無線放送（抜粋）】

避難指示発令！ 避難指示発令！
奈佐川右岸、栃江橋下流の堤防敷で漏水が発生しています。
安全のため福田区、下陰区に避難指示を発令します。
両区の皆さんは、速やかに避難してください。
避難先は、豊岡北中学校です。

７日04時00分 円山川立野地点の水位がピーク（6.96ｍ）を迎える

７日06時45分 円山川支流で消防団が漏水対応（月の輪工法）

７日01時40分 円山川立野地点で氾濫危険水位（6.2ｍ）超過

７日12時00分 堤防沿いの２集落に避難指示発令

７日10時40分 堤防沿いの２集落の区長に避難指示発令の予告

対象者が限られていることから、 ２集落の区長との協議により、防災行政無線

の放送前に消防団等の支援により避難を開始させることとした。

-
1
0
0
-



円山川支流での漏水対応
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避難指示対象地区の避難支援
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今後の課題

１．特別警報の意味が市民に十分理解されていなかった

２．自主避難所が十分活用されていない

特別警報発表後、市職員、消防団員が現場から撤収した後も避難せずに現 場で

活動する市民がいた。また、撤収した消防団員に一部で批判が上がった。

【対応】６地域で行う市政懇談会（359区長が対象）で、市長が特別警報時

に取るべき行動や速やかな避難の重要性についての講話を行った。

ホームページや市広報で、特別警報の意味について徹底した。

危険が迫ってからの避難はリスクが大きいため、危険が迫る前の避難を推奨すべ

く自主避難所を開設しているが、早めの避難に結びついていない。

３．避難所が遠方だと避難しない

豊岡市は面積が約700㎢と広く、集落数も359区と多い。そのため指定緊急避難

場所(126か所)から距離が遠い集落も多い。避難者の傾向としては、近くに避難場

所がある集落では避難の取組みが進むが、遠方の場合は垂直避難を選択する事

例が多い。
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（１）対象者の方のケアプランの中に「災害時の対応」の項
目を追加いただきたいと考えています。対応としては、被
介護者が家族の状況に応じて、例えば、台風接近時には早
めにショートステイを利用することや自宅の中で最も安全
な場所（２階の山から離れた部屋等）に移動することなど
が挙げられます。

（２）担当されている被介護者によっては、避難行動要援護
者の災害時の個別支援計画が作成されている場合がありま
すので、あらかじめ把握をお願いします。これらの情報を
地域の支援者と共有することにより、要援護者の協力体制
がより強固になるものと考えています。

平時

1

ケアマネジャーの皆さんに協力をお願いしていること
・個別支援計画が未策定の方の把握

・介護保険ケアプランへの「災害時の対応」の追加

豊岡市
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災害時

担当されている方の事前の防災対策が間に合わず、災害時に避難所

への避難についての求めがあった場合は、

（１）「個別支援計画」が作成されている場合は支援者に連絡していただき、

個別支援計画に基づく指定避難先への避難をお願いして下さい。

ただし、支援者の方もまずはご自身の安全確保が第１です。危険を伴う

ような避難支援までは市では求めておりません。

（２）避難指示（緊急）が発せられているタイミングでの屋外避難は大変危険

です。このような状況におかれている場合は、すでに避難所等への移動を

伴う避難のタイミングを失しているということになります。

ついては、可能であればお隣などにお声掛けいただき、ご自身の安全確

保はもとより、要援護者の方を自宅の２階等、少しでも高い所へ退避

（垂直避難）させる支援をお願いします。

2
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各機関からの情報提供 

                

【但馬県民局 豊岡土木事務所】 

 

 

・洪水浸水想定区域図の作成進捗状況について 
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       洪水浸水想定区域図の作成進捗状況     

 

令和元年 5 月 8 日 

 

○計画規模降雨（1/100 程度）での洪水浸水想定区域図の作成・公表 

兵庫県では、県下 680 河川すべての洪水浸水想定区域図を、兵庫県ホームページのＣＧ

ハザードマップにより公表している。平成 27 年の水防法改正に伴い、現在、計画規模降雨

による洪水浸水想定区域図の見直しが進められており、今後兵庫県ＣＧハザードマップも

更新する予定である。 
 

 

ＣＧハザードマップにて計画規模降雨による洪水浸水想定区域図が確認できる 

 
○想定最大規模降雨（1/1000 以上）での洪水浸水想定区域図の作成・公表 

平成 27 年の水防法改正に伴い、想定し得る最大規模の降雨（想定最大規模降雨）により

当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定

された区域及び浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間を洪水浸水想定区域図とし

て公表することとなっている。 
 現在、円山川水系ではすべての県管理河川の洪水浸水想定区域図の公表に向けて作業を

進めている。 
 
○公表スケジュール（豊岡市内） 

計画規模降雨、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図の公表は、以下のスケジュー

ルで作業を進めている。 
・（一）円山川水系の県管理河川は、今年度中に公表予定 
・（二）竹野川水系、（二）須井川水系は、令和 2 年度出水期までに公表予定。 
 

計画規模降雨による浸水想定区域図

クリック 

参考 流域図 
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各機関からの情報提供 

                

【豊岡河川国道事務所】 

 

 

・防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策について 

 

 ・出水期前堤防点検について 

･ 

・災害対応支援の概要 ほか（国土地理院） 
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資料－１０資料－９
資料－４⑥
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■開催日 平成30年7月20日（金）10:00～12:00
■参加機関（＿は協議会構成員）

豊岡市、豊岡消防団、豊岡消防署、但馬県民局、
豊岡河川国道事務所

■共同点検箇所
①下鶴井樋門下流（堤防天端の傾斜）
②赤石地区（堤防川表亀裂発生場所）
③六方防災ステーション付近（堤防天端の亀
甲化、堤脚水路破損）

④栃江橋下流（堤防川裏漏水）
■参加者からの主な意見

出水時には机上で状況判断している場合もあり、
今回関係者が集まり情報を共有できて良かった。

【問い合わせ先】 国土交通省 近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 調査課
〒668-0025 兵庫県豊岡市幸町10-3 TEL 0796-22-3126（代表）

「円山川大規模氾濫減災対策協議会」の
構成員を中心に『堤防の共同点検』を実施！

～豊岡河川国道事務所～

平成２７年９月の関東・東北豪雨を受けて、円山川における堤防決壊等の大規模な浸
水被害が発生した場合に備え、国、県、市等が連携・協力して、減災のための目標を共
有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、社会全体で常に
洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とした「円山川大規模氾濫減災
対策協議会」の構成員を中心に、協議会規約にも記載のある堤防の共同点検を実施し
ました。

③六方防災ステーション（円山川右岸13.2k+140~14.4k） ④栃江橋下流（奈佐川右岸2.4k+40m）

①下鶴井地区堤防天端（円山川右岸8.8k付近）

（H17年度~H29年度間で）沈下量が大きい堤防天端の現状説明及び
視察

（H29年度発生）堤防川表亀裂箇所の復旧状況の視察、今後の予定
工事の説明

（H17年度~H29年度間で）沈下量が大きい堤防天端及び堤脚水路の
損傷範囲についての説明及び視察

「平成３０年７月豪雨」による堤体川裏法面漏水箇所の緊急復旧工法の
説明及び視察

②赤石地区（円山川右岸7.8k付近）

①下鶴井樋門下流
②赤石地区

③六方防災ステーション

④栃江橋下流
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A
堤防の機能に支障が生じる堤体の変状の履歴（被災状況
が確認できるもの）があり、類似の変状が繰り返し生じて
いる箇所

B

堤防の機能に支障が生じる堤体の変状の履歴（被災状況
が確認できるもの）があり、安全が確認されていない箇所
機能に支障は生じていないが、進行性がある堤体の変状
が集中している箇所

種別 重要度等 現行評定基準（案）の概要 イメージ 種別 重要度等 見直し案の概要

Ａ 計画流量流下で堤防高を超過 Ａ
計画流量流下で堤防高を超過
（解説）相対的に越水（溢水）しやすい箇所の情報を
水防団に提供

Ｂ 計画流量流下で余裕高が不足 Ｂ 計画流量流下で余裕高が不足

Ａ 堤防断面または天端幅が計画の半分未満

Ｂ 堤防断面または天端幅が計画に満たない

Ａ 被災実績あり、対策未施工 B
被災履歴等

水防団等からの意見

Ｂ
被災実績あり、対策が暫定
詳細点検（Fs）でOUT

A
繰り返しの被災履歴等

水防団等からの意見

Ａ 被災実績あり、対策未施工

Ｂ
被災実績あり、対策が暫定
詳細点検（パイピング）で安全度不足

Ａ 深掘れや被災に対する対策が未施工 A
深掘れや被災に対する対策が未施工
（解説）河道管理基本シートを活用

Ｂ 洗掘に対する対策が未施工 B
洗掘に対する対策が未施工
（解説）河道管理基本シートを活用

Ａ
応急対策基準による改善措置が必要な工作物
計画流量流下時に桁下の余裕がない橋梁等

A
応急対策基準による改善措置が必要な工作物
計画流量流下時に桁下の余裕がない橋梁等
（解説）橋梁桁下高は越水（溢水）と整合

Ｂ 計画流量流下時に桁下の余裕高が不足する橋梁等 B 計画流量流下時に桁下の余裕高が不足する橋梁等

工事施工 堤防の工事箇所 工事施工 堤防の工事箇所

新堤防・破堤跡
・旧川跡

新堤防で築造後3年以内の箇所
破堤跡又は旧川跡の箇所

新堤防・破堤跡
・旧川跡

新堤防で築造後3年以内の箇所
破堤跡又は旧川跡の箇所

陸閘 陸閘が設置されている箇所 陸閘 陸閘が設置されている箇所

要注意 要注意

現行どおり
工作物

水衝・洗掘

漏水

法崩れ・すべり

見直し方針

堤防高
（流下能力）

被災現象の異なる堤防漏水と基礎地盤漏水とが
混在

→「堤体漏水」、「基礎地盤漏水」
　 に再整理

現行の種別名称は堤防の変状結果となっている。前兆
現象である「漏水」で再整理

→「堤体漏水」、「基礎地盤漏水」に再編

現行の種別名称は現象ではなく、「外形」となってい
る。対象としている被災現象は、「法崩れ・すべり」
「漏水」と同じ。

→「堤体漏水」として整理

種別の名称のみ変更（基準自体はそのまま）

現行

堤防断面

越水（溢水）

堤体漏水

基礎地盤漏水

見直し案

工作物

水衝・洗掘

繰り返しの被災履歴等

水防団等からの意見
A

繰り返しの被災履歴等

水防団等からの意見
B

要注意 要注意

・洪水時に水防団が効率的に堤防の巡視、点検を行うために、あらかじめ注意しておく区間（水防上重要な区間）を決めており、
それを重要水防箇所と言います。

・重要水防箇所は、その箇所の堤防の状態などにより「堤防高」「堤防断面」「法崩れ・すべり」などのいくつかの種別に分類されます。
・種別ごとに、その箇所の状況に応じて２つの重要度［重要度Ａ（水防上最も重要な区間）、重要度Ｂ（水防上重要な区間） ］に区分

されています。
・その他「新堤防」、「破堤跡」、「旧川跡」については、過去の経験から注意を要する箇所、また破堤などの履歴を残すため「要注意

区間」として整理しています。

重要水防箇所について（概要）

平成31年2月27日付けで「重要水防箇所評定基準（案）の改定について」が通知され、評定基準（案）が改定されました。
【改訂の方針】
●種別を想定する水防活動等のきっかけとなる現象で整理。

（堤防高 ⇒ 越水（溢水） 堤防断面、法崩れ・すべり、漏水 ⇒ 堤体漏水、基礎地盤漏水）
●堤体漏水、基礎地盤漏水に関する新たな指標として水防団等の意見を導入。
●水防活動の優先度の判断に資する情報を整理し、水防団等に提供することにより、水防活動を効率的・効果的に行うことができ

るようにする。

A
G/W≦1 または局所動水勾配ｉ≧0.5 となる箇所
のうち、堤防の機能に支障が生じる堤体の変状
の履歴（被災状況が確認できるもの）がある箇所

B G/W≦1 または局所動水勾配ｉ≧0.5 となる箇所

②基礎地盤漏水①堤体漏水 ①基礎地盤漏水被災履歴・点検結果

○評定基準

堤防点検結果d評価・重大な被災の履歴を確認
堤防点検結果c評価を確認

基礎地盤のパイピング破壊に対する安全性

河川の水位が上昇すると堤内側の水位との水位差によって、河川側から堤内側への浸透流が生じ、
それが地盤表面に表出するのが基盤漏水である。水だけではなく土砂を含んだ水が噴出する現象
がパイピングであり、“ガマ”と呼ばれる噴出口を形成する。この現象を放置すると土砂の流出量が
急激に増大し、堤防が陥没して破堤に至る可能性がある。

○評定基準

A
ｔ*≧0.01　となる箇所のうち、堤防の機能に支障
が生じる堤体の変状の履歴（被災状況が確認で
きるもの）がある箇所

B ｔ*≧0.01　となる箇所

②-1堤体漏水堤防脆弱性t*

［冠水時間（洪水継続時間）］
［浸透水が裏のりに達するまでの時間］

（堤体内の水の浸透のしやすさの指標）

t*＝

○評定基準

すべり破壊に対する安全性

すべり破壊・・河川水等が堤体に浸透して飽和状
態になり、堤体にすべり面が形成され崩壊する。

②-2堤体漏水

すべり安全率Fs ・・すべり土塊がその重力で滑ろう

とする力とすべり円状で土がその強さにより対抗
する力の比のこと

○評定基準

A
Fsが確保されていない箇所のうち、堤防の機
能に支障が生じる堤体の変状の履歴（被災状
況が確認できるもの）がある箇所

B Fsが確保されていない箇所

現在の堤防断面 計画堤防断面

堤防（透水性が高い）

軟透水層
（粘土）

計画堤防高

現在の堤防高

堤体漏水・基礎地盤漏水の評価指標（整理中）堤体漏水・基礎地盤漏水の評価指標（整理中）

透水層
（砂質土）

令和元年5月13日

漏水・噴砂

川裏から河川に向かって水ミチが形成

透水性
地盤

-
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重大な被災の有無

28年度点検結果

29年度点検結果

30年度点検結果

安全性が確保されていない箇所

変状履歴・安全性の評価

亀裂

陥没や不陸

モグラ等小動物の穴

排水不良

樹木の侵入

侵食(ガリ)・植生異常

漏水・噴砂

進行性のある変状の集中

土質

t*による判定

距離標

所要の対策工の有無

水防団等との意見交換による評価

堤
体
漏
水

被災履歴・
点検結果

による評価

堤防脆弱
性指標によ

る評価

すべり安全率による照査結果

指標を用いた評価

堤体漏水に対する総合判定

1.E‐04

1.E‐03

1.E‐02

1.E‐01

1.E+00

t*t*

代表断面

重大な被災の有無

28年度点検結果

29年度点検結果

30年度点検結果

安全性が確保されていない箇所

変状履歴・安全性の評価

漏水・噴砂

進行性のある変状の集中

安全性照査価結果（OKorNG)

G/W，ivに
よる照査結

果

所要の対策工の有無

指標を用いた評価

水防団等との意見交換による評価

基
盤
漏
水

被災履歴・
点検結果

による評価

基礎地盤漏水に対する総合評価

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

G
/W

・
ivG/W

代表断面

imax

d d d d d

有 有有 有有

有 有有有 有有 有有

B A A A A A

BBB

噴砂 噴砂噴砂 噴砂 噴砂 噴砂

NG NGNG NG NG NG

A A A AB A A A A

A A A A A AB A A

20

d d d d d d d

d d d d d d d d d d d d d d d d d d d d
有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有

有

BBBBAAAAB BB

20.8 21.019.6 19.8 20.0 20.2 20.4 20.618.4 18.6 18.8 19.0 19.2 19.418.0 18.2

すべりすべり

B B

NGNG

NG NG NG NGNG NG

AA A A AA

A A AA A A A A AA

A A A A AB A A A A A

20.0

⻲裂

7 7.2 7.4 7.6 7.8 8.0 8.2 8.4 9.8 10.08.6 8.8 9 9.2 9.4 9.6

0.0

0

現在整理中の各指標及び
現地での経験則・
先達からの伝承等

を踏まえた消防団に評価意見
の提供をお願いする予定

②基礎地盤漏水

評
価

評価

評
価

①
堤体
漏水

②-1
堤体漏水

評
価

評
価

評
価

評
価

評
価

サンプル

①基礎
地盤漏水

③基礎地盤漏水

②-2堤体漏水

例）円山川右岸7.0k～10.0k（暫定版）

整理中

整理中

各
指
標
を
基
に
総
合
的
に
重
要
度
を
評
価
す
る

各
指
標
を
基
に
総
合
的
に
重
要
度
を
評
価
す
る

③堤体漏水

堤体漏水・基礎地盤漏水の評価（素案）

H28堤防点検 陥没・侵食

H29災害申請箇所 亀裂

※スケジュールについては後日ご連絡します

令和元年5月13日

着色部まで資料が完成
し、日程調整が整った段
階で出水期前堤防点検

をお願いする

-
1
1
8
-



３．電⼦基準点による地殻変動監視

SAR（合成開⼝レーダ）による変動の⾯的な把握

UAV撮影

２．判読による状況把握
空中写真の判読による浸
⽔推定段彩図、⼟砂崩壊
地分布図等の作成

・斜め写真撮影
・垂直写真撮影
・正射画像作成
垂直写真は、災害査定の現
況資料として利⽤可能

１．空中写真の撮影

だいち2号の衛星画像による解析

災害対策基本法に基づく指定⾏政機関（近畿地⽅測量部は指定地⽅⾏政機関）として、
測量・地図分野の最新技術を活⽤し、被災状況の把握、地殻変動の監視を⾏い、関係機
関に情報提供しています。

国⼟地理院の災害対応⽀援の概要

災害時の対応検討

・地⽅公共団体
・現地対策本部 等

被災状況の把握・分析･公開 地殻変動の把握・分析・公開

情報を直接提供
（内容、使⽤⽅法の説明）

平成30年7⽉豪⾬撮影範囲

平成30年北海道胆振地震
に伴う斜⾯崩壊・堆積分布図

地殻変動
把握

４．⼲渉SARによる把握

５．情報を分かりやすく提供

地理院地図による
インターネットでの情報提供

（関係機関、国⺠）

-
1
1
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平成30年7⽉豪⾬（倉敷市真備町付近）

平成28年熊本地震（益城町役場周辺）

＜主な活⽤事例＞
 ⾏⽅不明者捜索時の参考資料（警察・消防・⾃衛隊）
 家屋や⼟砂崩壊による被害状況の把握（TEC-FORCE等）
 災害査定の資料（国⼟交通省）
 罹災（りさい）証明発⾏時の現況資料等（地⽅公共団体）

発災後に速やかに空中写真撮影を実施
 被災した地⽅公共団体の要望を踏まえて撮
影範囲を設定

 撮影後、概ね1⽇で情報提供及び公開開始
 低解像度版、⾼解像度版の画像を提供

解像度20cm
（⾼解像度版）

空中写真(航空写真)の緊急撮影と提供

-
1
2
0
-



パソコンや
スマホから
アクセス！

防災に役⽴つ地理院地図
地理院地図は、国⼟地理院の整備する各種地理空間情報(地形図、写真、標⾼、地形
分類、災害情報など)を発信する防災に役⽴つウェブ地図で、正確な⽇本の姿を表し
ています。

（１）最新の緊急輸送道路が載っている！
地理院地図の特⻑

（２）防災地理情報が載っている！

（５）被災前後の写真を⽐較できる！

（３）緯度、経度に加え標⾼がわかる！

⾼速道路や国道等を供⽤開始⽇に地図に反映

① 明治期の低湿地データ等の災害リスク情報
を含む、2,000以上の情報が⾒られる

② 過去の災害履歴がわかる（予定）

2画⾯表⽰で被災状況が視覚的にわかる

スマホ画⾯にも対応画⾯中⼼⼗字部分の
緯度経度、⾼さが分かる

https://maps.gsi.go.jp/

（４）地域の防災⼒強化に有効な情報がある！

① その場所の津波や洪⽔に対するリスクがわかる
② 断⾯図作成機能で避難経路の傾斜を確認できる
③ ⾊別標⾼図作成機能で0m地帯などの地元の
詳細な⾼低差がわかる

備え

発⽣後

① 地元の指定緊急避難場所がわかる
② 災害時に使う拠点（道の駅・広域防災拠点等）
がわかる（予定）

-
1
2
1
-



地理院地図の発信する地図や写真は、2,000以上 ※アナグリフとは、左⽬に⾚、右⽬に
⻘のフィルムを貼ったメガネを通
して⾒ると⽴体的に⾒える画像。

地形図 写真

⼟地条件図⽕⼭⼟地条件図⽕⼭基本図 治⽔地形分類図活断層図

明治期の低湿地湖沼図

⾊別標⾼図
【国⼟の基本情報】 【国⼟の地形】

【⽕⼭関連】 【地震関連】

【湖沼の地形】

【⽔害関連】

アナグリフ※陰影起伏図

地形分類
【過去の湿地分布】【命を守るために避難する場所】

指定緊急避難場所

全
国

地
域
限
定

【⼟地の成り⽴ちと⾃然災害リスク】

地理院地図で提供している防災関連データ例

-
1
2
2
-



浸⽔の危険性を把握

⼩さな⾼低差もわかる地図を作ることができ、
浸⽔危険性の把握に活⽤できる。

災害への備え

従来の⾊別標⾼図

⾊分けが固定

⾃分で作る⾊別標⾼図

⾊や標⾼値を⾃由に
変更可能

避難経路を確認
避難経路の⾼低差を調べることができ、
経路として妥当かどうか確認できる。

地図上で経路をクリック

液状化対策の必要性を検討
⼟地の変遷を⾒ることができ、液状化対策の
必要性の検討に活⽤できる。
明治期の低湿地 空中写真・衛星写真

明治期の水部
（現在は住宅地）

↓
東日本大震災で

液状化被害が発生

災害時の初動

災害前後の写真を並べて⽐較することで、
被災状況を⾯的に確認できる。

被災状況を⾯的に確認

被災後
（平成30年9⽉6⽇） 被災前（平成23年）

北海道厚真町吉野

地理院地図には、災害の「備え」と「災害時の初動」に有効な機能等があります。

避難経路の例

2回
クリック

クリック
クリック

クリック

経路に沿った断⾯図

出発地から
300m付近で、
勾配20%程度
の坂道になる

出発地から100m過ぎ
で標⾼が10mに達する

防災に役⽴つ地理院地図の主な機能

-
1
2
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⾃然災害伝承碑の地図化を通じた災害教訓の周知・普及

●災害教訓の伝承に関する地図・測量分野からの貢献として、過去の自然災害に関する石碑やモニュメ
ントなどを地形図等に掲載することにより、過去の自然災害の教訓を地域の方々に適切にお伝えする
とともに、教訓を踏まえた的確な防災行動による被害の軽減を目指します。

○広島県坂町小屋浦地区では、１１１年前（明治４０年７月）に土砂災害があった旨の石碑が設置さ
れている。

○避難勧告を受けた避難率は、町全体の半分程度であった。

＜避難勧告が出されて２時間後までの避難率＞
坂町全体：３．９％ 小屋浦地区：１．９％

広島県坂町小屋浦地区の事例

取組目的

＜過去の自然災害に関する石碑の事例＞－西日本豪雨被災地より－

水害碑
（広島県坂町小屋浦地区）

撮影：大阪府警察

広島県坂町小屋浦地区で、行方不明者の捜索に当たる
大阪府警広域緊急援助隊。

6
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地理院地図における「⾃然災害伝承碑」の表⽰イメージ

※⾃然災害伝承碑を⽰すアイコン

アイコンをクリックすると
碑名や建⽴年が表⽰

国⼟地理院では、本年６⽉から「地理院地図」において、全国各地に建⽴されている⾃然災害
伝承碑に関する情報（位置や伝承内容など）の公開を開始する予定です。

表⽰をクリックすると写真や
伝承内容が表⽰

※本イメージは現時点でのもの。公開時には若⼲の変更があり得る。

新たにレイヤを追加

-
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「⾃然災害伝承碑」情報の利活⽤イメージ

⾝近な災害履歴を学ぶため
の学習教材として、⼩中学
校の社会科・⽣活科の授業
や地域学習の中で活⽤する
ことができます

ウォーキング⼤会などのコー
スを設定する際の⽬標物とす
ることで、参加者が過去の災
害情報に触れる機会を創出す
ることができます

⾃然災害伝承碑の情報などを
素材とした防災地図を、児童
⽣徒が現地調査を交えながら
作成することができ、防災へ
の意識が⾼まります

学校における
学習教材

地域探訪の
⽬標物 防災地図の素材

地理教育や防災教育
への貢献

防災に対する関⼼を
⾼めるきっかけ

児童⽣徒やそのまわりの
⼤⼈の防災意識向上
地理教育⽀援検討部会報告の資料をもとに作成

-
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－豊岡市近郊－
・ を基準として⻘⾊が濃くなるほど標⾼が低い
・標⾼断⾯図も描画できる
・⾊調や作成範囲は任意に設定できる

⾊別標⾼地形図

標高断面図

-
1
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－豊岡市近郊－

治⽔地形分類図

-
1
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of Japan

国⼟地理院近畿地⽅測量部

災害時に国⼟地理院が提供できる
地理空間情報について

-
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標準的に提供する地理空間情報

-
1
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-



災害時に提供する地理空間情報
NO 品名 提供想定災害種別

１ デジタル標⾼地形図 【津波】【⾵⽔害】

２ 治⽔地形分類図 【⾵⽔害】

３ ⽕⼭⼟地条件図 【⽕⼭】

４ 斜め写真 【地震】【津波】【⾵⽔害】
【⽕⼭】

５ 斜め写真による正射画像
（簡易オルソ）

【地震】【津波】【⾵⽔害】
【⽕⼭】

６ 垂直写真 【地震】【津波】【⾵⽔害】
【⽕⼭】

７ 垂直写真による正射画像
（簡易オルソ）

【地震】【津波】【⾵⽔害】
【⽕⼭】

８ 写真判読図 【津波】【⾵⽔害】【⽕⼭】

９ 過去に撮影した空中写真
（垂直写真）データ

【地震】【津波】【⾵⽔害】
【⽕⼭】

１０ 変動ベクトル図 【地震】【⽕⼭】

１１ 基線変化グラフ 【地震】【⽕⼭】

１２ ⼲渉SAR 【地震】【⽕⼭】

１３ 地殻変動の変動結果 【地震】【⽕⼭】

災害発⽣時は、防災関連のwebページ

http://www.gsi.go.jp/bousai.html

に新しいwebページを開設し各種地理空

間情報を提供します。開設時には、国⼟

地理院HPの新着情報でお知らせいたし

ます。
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デジタル標⾼地形図（浸⽔被害の場合提供）

Sample

地形図と標⾼データを重ね合わせた地図です。
標⾼の⾼い部分を茶⾊の暖⾊系に、標⾼の低い
部分を寒⾊系で彩⾊し陰影をつけています。

詳細な地形の起伏がカラー表⽰された上に、
地名、道路、学校等の位置が重ねて表⽰されて
いますので、居住地の地形特徴を直感的に理解
することができます。洪⽔、津波等の浸⽔被害
等の把握に有効な情報です。

注）地域によって標⾼精度が異なります。

-
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治⽔地形分類図（⽔害時提供）

Sample
扇状地、⾃然堤防、旧河道、後背湿地など

の詳細な地形分類及び河川⼯作物等が⾊分け
された地図です。

扇状地の広がりや氾濫平野の広がりから、
過去の⼟砂流出の範囲や過去の洪⽔による浸
⽔範囲など地域特有の⼟地の成り⽴ちが反映
されております。

⼟砂災害や洪⽔の浸⽔時に被害の全体像の
予測や分析等に有効な情報です。

-
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【速報版】
撮影した写真から数枚選択し、必要な注記をつけます。
メールにPDFを添付し提供します。

斜め写真

【オリジナルデータ版】平成27年9⽉11⽇撮影 茨城県常総市

破堤箇所の拡⼤

Sample

斜め写真は、測量⽤航空機
「くにかぜⅢ」の搭乗者が⼀
般のデジタル⼀眼レフカメラ
で窓越しに地表を撮影した写
真です。斜め写真には位置情
報が記録されており、撮影位
置を地図上に表⽰することが
できます。

斜め写真は現地の状況を俯
瞰的に把握できるので 、迅速
な状況把握に役⽴ち、⼈命救
助や道路啓開等の初動活動に
利⽤できます。

-
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基となる斜め写真

合成処理

斜め写真による正射画像（簡易オルソ)

平成26年8⽉20⽇撮影 広島市

Sample

この画像は測量⽤航空機「くに
かぜⅢ」から、⼀般のデジタル⼀
眼レフカメラで撮影した斜め写真
を利⽤して作成した正射画像（簡
易オルソ）です。

垂直写真による正射画像に⽐べ
て画質や位置精度は落ちるものの、
垂直写真から作成する正射画像よ
りも短時間で作成できるので、災
害時の初動活動においては、地図
と重ね合わせて被災状況を把握す
るために⾮常に有効です。
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平成26年8⽉28⽇撮影 広島市

広島市⼋⽊地区付近を拡⼤

垂直写真

※写真は⽴体的に⾒ることができる
ように配置していますが、GISソフ
トを⽤いるとどなたでも⽴体的に⾒
ることができる余⾊図を作成するこ
とができます。

垂直写真は、測量⽤デジタル航空カメラによって、真上から撮影した⾼精度で
かつ⾼解像度な写真画像です。

被災地の状況をより詳細に把握することができるほか、現地の様⼦を⽴体的に
再現することができるため、⾼さの情報も正確に得ることができます。様々な解
析や地形図作成等、多⽅⾯で利⽤が可能です。

Sample

-
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垂直写真による正射画像（簡易オルソ）

平成26年8⽉28⽇撮影 広島市
広島市⼋⽊地区付近を拡⼤

⻤怒川破堤付近を拡⼤
平成27年9⽉11⽇撮影 茨城県常総市

Sample

垂直写真による正射画像
（簡易オルソ）は、垂直写真
を基に地図と重なるように歪
みを補正した画像です。

地図と重ね合わせることが
できるので、崩壊や浸⽔など
によって被災した箇所も的確
に確認することができます。
また、住所などの⽂字情報や
記号を重ね合わせて表⽰する
ことで、被災状況を容易に把
握することができ、現地での
復旧、復興⽀援等、様々な利
⽤が可能です。

-
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-



注）判読後、新た
に空中写真の撮影
を実施し、新たな
被災箇所があった
場合、更新して提
供します。

写真判読図

写真判読図とは、撮影した空中写真（斜め写真及び垂直写真）から被災箇所を判読し、
その情報を地図上に重ね合わせて表⽰した図です。

現地の被災概況を地図上で⾒える化します。⼟砂流出、浸⽔域等の災害種別に合わせて
作成します。

Sample

-
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広島市安佐南区 2009年(H21年)撮影 1/10,000

広島市安佐南区 1966年(S41年)撮影 1/20,000

撮影ポイントを⽰した地図も
併せて提供します ↓例

1966年撮影

2009年撮影

⼟地の変化を把握することが可能

拡⼤

拡⼤

過去に撮影した空中写真（垂直写真）データ

空中写真は、⾶⾏機に搭載
した航空カメラを使って撮影
した写真です。モノクロ（⽩
⿊）とカラーで撮影されたも
のがあり、撮影地域や撮影時
期によってモノクロ・カラー、
撮影範囲、撮影縮尺が異なり
ます。

過去に撮影した空中写真
（垂直写真）を使えば、時系
列⽐較による⼟地の変化の把
握が容易となります。

上図の拡⼤写真を⽐較する
と住宅地が増加するなど街の
様⼦の変遷がわかります。

-
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※3⽉11⽇（発⽣当⽇） 地震調査研究推進本部地震調査委員会提出資料

※地震による被災状況等により、電⼦基準点の復
旧・データの回収が必要となることがありますが、
その場合、早期に復旧、データ回収・再解析を⾏
い、迅速に情報を提供します。

変動ベクトル図（地震による変動があった場合提供）

変動ベクトル図は、電⼦基準点で観測され
たデータを解析し、震源域周辺の地震による
地殻変動を⽮印で表⽰した図です。

⽔平成分及び上下成分の２種類を速報値と
して提供します。この情報は、地震規模や断
層モデル等の地震現象の解明、広域な地盤沈
下の把握、⾼潮・津波等に対する注意喚起等
の防災情報として活⽤されます。

-
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-



霧島⼭(新燃岳)の⽕⼭活動に伴う地殻変動

⻑期間の変動グラフ 短期間の変動グラフ

※⽕⼭活動による被災状況等により、
電⼦基準点の復旧・データの回収が必
要となることがありますが、その場合、
早期に復旧、データ回収・再解析を⾏
い、迅速に情報を提供します。

基線変化グラフ （⽕⼭活動による変動があった場合提供）

変動ベクトル図は、電⼦基準点
で観測されたデータを解析し、震
源域周辺の地震による地殻変動を
⽮印で表⽰した図です。

⽔平成分及び上下成分の２種類
を速報値として提供します。この
情報は、地震規模や断層モデル等
の地震現象の解明、広域な地盤沈
下の把握、⾼潮・津波等に対する
注意喚起等の防災情報として活⽤
されます。

-
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-



2011年4⽉11⽇内陸地震（福島浜通り）（M7.0）
※ GEONETでは捉えられない狭い範囲の地殻変動（井⼾
沢断層沿いおよび湯ノ岳断層沿いの地殻変動）を検出。

2009年2⽉⼭形県七五三掛地区の地すべり
※ 現地で地すべりが顕著化する前に、地塊の変
位を検出。

2006/9/12-
2008/9/17

⼟塊の変位

電波照射
方向

衛星進行方向

地震等があった場合に提供
地すべり等の可能性が⾼い場合に提供

⼲渉SAR画像
陸域観測技術衛星2号
（ALOS-2）の衛星データを
⽤いて解析した⼲渉SARの
画像を公開しています。
⼲渉SAR画像は、広範囲の
地表の変位をくまなく⾯的
に把握できるため、地震、
⽕⼭活動等の災害時におい
て、地殻変動の範囲の特定、
地殻変動メカニズムの解明、
防災計画の作成等に活⽤で
きます。また、⼟砂災害や
地盤沈下の対策において、
未知の斜⾯変動、地盤沈下
の検知、効率的な地盤変動
の監視及び変動範囲の特定
等に活⽤できます。

-
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最近の取り組み

-
1
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3
-



災害対策図（市町村別）

提供できる時期と形式
時期 発災直後及び災害前

データー形式 PDF
提供・公表形態 メール（紙出⼒、DVD等は要相談）

－特徴－
・A0サイズでの印刷を想定
・市町村全域を表⽰
・UTMグリッド表⽰も可

-
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浸⽔推定段彩図

提供できる時期と形式
時期 －－－－－

データー形式 PDF
提供・公表形態 メール、国⼟地理院HP

－特徴－
この地図は、7⽉7⽇の映像等の情報から浸⽔した範
囲の端の地点を確認し、その地点の⾼さから標⾼デ
ータを⽤いて浸⽔⾯を推定し、浸⽔⾯から⽔深を算
出し深さごとに⾊別に表現しています。

-
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崩壊地等分布図

提供できる時期と形式
時期 －－－－－

データー形式 PDF
提供・公表形態 メール、国⼟地理院HP

－特徴－
・現地踏査は⾏わず撮影した空中写真から判読
・未確認崩壊地も存在する
・地形が変化している箇所の中⼼を丸で表現

-
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－参考－ 空中写真(航空写真)の解像度

⾒え⽅：⾼解像度の写真 ⾒え⽅：低解像度の写真

⾼解像度の写真（jpeg形式で提供） 地理院地図で最拡⼤した画像 低解像度の写真（jpeg形式で提供）
20cm 50cm 80cm

70〜80MB程度 7〜8MB程度

DVD，HD等記録媒体で提供 国⼟地理院HP DVD，HD等記録媒体で提供

⾒え⽅：地理院地図(ズームレベル18)

-
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－参考－ 地理院地図による2画⾯表⽰
地理院地図(https://maps.gsi.go.jp/)の「2画⾯表⽰」機能を⽤いて被災前・後の状況を⽐較した画像

被災前 被災後

注）画⾯中⼼の⼗字マークの家屋の位置が、被災前後で異なることがわかる（南南東へ約30m）

-
1
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-



問い合わせ先：
国⼟交通省 国⼟地理院 近畿地⽅測量部
担当者：防災情報管理官（芝）
電 話：06-6941-4523
電⼦メール： gsi-bosai-kk@gxb.mlit.go.jp

ご不明な点やご質問等がござい
ましたら、下記問い合わせ先まで
ご連絡ください。

-
1
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-



内容（施策） 市 県 気象台 国 住⺠

3

① 想定最⼤規模までの洪⽔氾濫と⼟砂災害を想定したタイムライン試⾏版の策定 ◯ ◯ ◯ ◎

② 想定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定した訓練、試⾏運⽤によるタイムライン試⾏版の検証 ◯ ◯ ◯ ◎

③ 複数河川からの氾濫や⼟砂災害、内⽔氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

① 洪⽔予報⽂の改善 ◎ ◎ ◯

② 河川管理者による積極的な助⾔ ◎ ◎ ◯

① 家屋倒壊の危険性のある区域や⾃宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ◎ ◯ ◯

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

③ 想定最⼤規模の洪⽔氾濫に対応した⾼所避難場所への避難計画の検証 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ◯ ◯ ◯ ◎ ◯

②
中央防災会議の「防災対策実⾏会議⽔害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」の報告「⽔害時の避難・応急対策の今後の在り⽅
について（平成28年3⽉31⽇公表）」を参考に情報提供⽅法を⾒直し

◯ ◯ ◯ ◎ ◯

③ 情報伝達⽅法に関する啓発活動の継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◯

④ 防災無線の全⼾設置 ◎ ◯ ◯

⑤ 洪⽔の進⾏、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪⽔の具体的な災害対応策を検証 ◯ ◯ ◯ ◎ ◯

広域避難に関する調整・検証を⾏う。 5 ・ 洪⽔氾濫1〜2⽇前からの広域避難の有効性の検証 ◎ ◎ ◎ 8

洪⽔浸⽔想定区域図、氾濫シミュレーション結果を有効活⽤する。 6 ・ 浸⽔想定区域図、氾濫シミュレーション結果を基にした市内の危険箇所の情報提供(防災教育、机上訓練、防災マップの作成に活⽤) ◎ ◎ ◯ 9

住⺠⼀⼈ひとりが「⾃らの⽣命は⾃ら守る」ということを基本に、平時から地域、
家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを⾏うよう促すなど、⾃主防災思想の普
及、徹底を図る。

7
・ 地域の住⺠すべてが安全に避難できるよう、⾃治会、⾃主防災組織等が中⼼となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難訓練、

災害時要援護者の⽀援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進 ◎ ◎ ◯ ◯ 10

① 浸⽔想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ◎ ◯

② 早期の⽴退き避難が必要な区域（河川近傍、2階までの浸⽔等）を明⽰したものに改善 ◎ ◯ ◯

個別⽀援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難⾏動に関する要援護者個別⽀援計画の策定、及び訓練の実施 ◎ 〇 ◯ ◯ 12

幼稚園、⼩学校、中学校における⽔災害教育として、洪⽔被害の歴史や⾝を守るた
めの⼿段、地域や⾏政の対応策について学ぶ。

10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ◎ ○ ◎ ◯ 13

災害時の円滑かつ迅速な対応を⾏うため⽔防拠点の機能を検討し、整備する。 11 ・ 防災ステーションの機能に関する検証、及び改善⽅策（例えば資機材備蓄量の増強）の⽴案・実施 ◎ ◎ ◎ ◯ 14

地域毎での避難経路の検討・設定にあたって、地域における浸⽔危険度や地域での
経路策定に当たっての情報提供を⾏う。

12 ・ 各地域、箇所における災害危険度（浸⽔、⼟砂災害）や地盤⾼図の情報を提供 ◯ ◎ ◎ ◯ 15

17

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪⽔氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ◯ ◯ ◎ ◯ 18

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ◯ ◯ ◎ ◯

② ⽔害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、⽔害リスクをわかりやすく開⽰ ◎ ◎ ◯ ◯

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活⽤した広報の充実 ◎ ◯ ◯ ◯

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加⼊促進 ◯ ◎ ◯ ◯

災害時の円滑かつ迅速な対応を⾏うため資機材やその数量の⾒直しを⾏う。
15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ◯ ◎ ◎ ◯ 20

実働⽔防訓練の継続的な実施とその内容の⾒直しを⾏う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ◎ ◎ ◎ ◯ 21

地域コミュニティの活動を⽀援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する⽀援や活動内容の情報共有 ◎ ◎ ◎ ◯ 22

重要⽔防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要⽔防箇所の定期的な⾒直しと、共通認識の促進 ◯ ◯ ◎ 23

災害ボランティアの円滑な受け⼊れを促進する。 19 ・ 災害ボランティアの円滑な受け⼊れを促進するための制度・枠組み等の創設 ◎ ◯ ◯ 24

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 20 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ◎ ◎ ◎ ◯ 25

① 洪⽔氾濫時の防災拠点、避難施設等の機能維持、及び重要資機材への影響の確認と有効的な対策の⽴案 ◯ ◯ ◎ ◯

② 想定最⼤規模の洪⽔氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の⽴案 ◯ ◯ ◎ ◯

③ ⽔防対応の⼿引きの作成・周知 ◯ ◯ ◎

各機関、事業者における⽔害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が⾏えるように⽔害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ◎ ◎ ◎ ◯ 27

29

洪⽔を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能⼒対策（築堤、掘削等）の実施 ◎ ◯ 30

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島〜今津、⽇⾼町⻄芝地先はH28までに実施予定）（⽴野〜出⽯町引原等の区間はH29〜32に実施予定） ◎ ◯ 31

33

豊岡市内での計画規模以上の洪⽔氾濫を想定した排⽔計画を策定し、内⽔対策を実
施する。

25 ・ 具体的な排⽔計画の⽴案 ◎ ◯ 34

排⽔施設の耐⽔化を実施する。 26 ・ 洪⽔氾濫時の耐⽔性の確認と耐⽔化対策の検討 ◎ 35

Ｈ２８から継続

Ｈ３０完了⽬標

5

7

11

19

Ｈ２９から継続

Ｈ２８完了

Ｈ２８完了

Ｈ２８から継続

継続的に実施

Ｈ３０完了⽬標

6

Ｈ３２完了⽬標

Ｈ３２完了⽬標

26

Ｈ３１完了⽬標

洪⽔氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21

Ｈ３０完了⽬標

Ｈ３２完了⽬標

Ｈ３２完了⽬標

継続的に実施

３）粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取り組み

Ｈ３２完了⽬標

Ｈ３２完了⽬標

４）浸⽔の排⽔、施設運⽤等に関する取り組み

Ｈ３１完了⽬標

Ｈ２９完了⽬標

２）的確な⽔防活動のための取り組み

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪⽔に関する内容を盛り込むとともに、減
災活動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。

Ｈ３２から継続

14

Ｈ３０から継続

継続的に実施

継続的に実施

(1)⽔防活動の効率化及び⽔防体制の強化

Ｈ２８から継続

継続的に実施

Ｈ２９から継続

(2)市庁舎や災害拠点病院等の⾃衛⽔防の推進

継続的に実施

8
Ｈ３２完了⽬標

H２８完了

H２８から継続

(3)円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。

避難の準備・⾏動を促す情報提供⽅法の検証と改良を⾏う。 4

継続的に実施

Ｈ３０完了⽬標

継続的に実施

Ｈ３２完了⽬標

(2)平時から住⺠等への周知・教育・訓練

Ｈ２８完了

H２９から継続

Ｈ２９から継続

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

3

H２８から継続

Ｈ３２完了⽬標

Ｈ３２完了⽬標

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最⼤規模までの洪⽔氾濫を想定
した情報伝達体制、⽅法について検証を⾏う。

1

Ｈ２８完了

Ｈ３２完了⽬標

2

4

⽬標達成に向けた4つの柱

No.
取り組み機関

スケジュール（年度）
具体的取り組み

H31 H32

１）円滑かつ迅速な避難のための取り組み

備 考主な取り組み内容

(1)情報伝達・避難計画等

円⼭川の防災に係る取り組み⽅針に基づいた５年間のスケジュール（案）  17.06.06版（19.01.11加筆版）
〜

H27
H28 H29 H30

第３回
担当者レベル準備会
資料5①のページ

【凡例】

取り組み機関欄 ◎：主体となる機関

取り組み機関欄 ○：協力して取り組む

機関

スケジュール欄 ※：計画規模の洪水に

対するスケジュール

※

※

参考資料－１

1 / 1 ページ



円山川の減災に係る取り組み方針に基づいた
取り組み内容

参考資料－２
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１）円滑かつ迅速な避難のための取り組み
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1)-(1)情報伝達、避難計画等

①想定 大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定したタイムライン試行版の策定
【H28完了：市、県、気、国】

②想定 大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証
【H29から継続：市、県、気、国】

③複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タ
イミング・区域を設定 【H32完了目標：市、県、気、国】

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定
した情報伝達体制、方法について検証を行う。

No.1

内容

具体的取組

イメージ

タイムライン総括版(イメージ)

・想定 大規模までの洪水氾濫を想定
したタイムラインを用いて、国、県、市
や水防活動、排水関係者等の情報伝
達体制が運用可能かを確認し、必要に
応じて見直しを行う。

・特に市民の避難を考慮した事前防災
行動に対応できているかの検証を行う。

・複数河川からの氾濫や土砂災害、内
水氾濫も想定したシナリオ型避難訓練
等を通じ、避難勧告等の発令タイミン
グ・区域を設定する。

タイムライン：災害が発生するこ
とを前提として、関係者が事前に
採るべき行動を『いつ』『誰が』『
何をするか』に着目して時系列で
整理し、関係者で合意して文書
化したもの
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出典：国土交通省 「避難を促す緊急行動」の概要

1)-(1)情報伝達、避難計画等

①洪水予報文の改善 【H28完了：気、国】

②河川管理者による積極的な助言 【H29から継続：県、国】

内容

No.2

具体的取組

イメージ

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定 大規模までの洪水氾濫を想定
した情報伝達体制、方法について検証を行う。

洪水予報文、伝達手法の改善

〇〇川氾濫危険情報
（主文）
〇〇川の△△水位観測所（××市）では、9日23時30分頃に、氾濫危険水位（レベル４）に到達しました。
川沿いの〇〇市、△△市、××市のうち、堤防の無い、または堤防の低い箇所などでは氾濫するおそれが
ありますので、各自安全確保を図るとともに、市町村からの避難情報に注意してください。

現在の洪水予報文

〇〇川氾濫危険情報
（主文）
〇〇川の△△水位観測所（××市）では、9日23時30分頃に、氾濫危険水位（レベル４）に到達しました。
川沿いの〇〇市、△△市、××市は、〇〇川の堤防決壊や氾濫により、浸水のおそれがあります。
直ちに、各自安全確保を図るとともに、市町村からの避難情報を踏まえ、適切な防災行動をとってください。

改善イメージ

氾濫により浸水が想定される地区（イメージ）

〇〇県〇〇市 □□地区、△△地区・・・

〇〇県××市 ■■地区、◎◎地区・・・

■ 氾濫の危険性、切迫性が伝わりにくい
■ 避難すべき地区が予報文では分からない

課題

国土交通省による自治体等への技術的支援

兵庫県による土砂災害危険度情報の提供

国管理区間の円山川は国土交通省、国管理区間の円山川流域の土砂
災害の情報については兵庫県が市等へ積極的な助言を行います。
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1)-(1)情報伝達、避難計画等

①家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定
【H28から継続：市、住民】

②シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 【H32完了目標：市、県、気、国】

③想定 大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証
【H32完了目標：市、県、気、国】

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。内容

No.3

具体的取組

イメージ

・円山川沿川の浸水区域外への避
難誘導の実現性について土砂災害
危険箇所等を考慮したうえで検討
する。

・現行の避難方策（水平避難（指定
避難所への避難）・鉛直避難（自宅
２Ｆへの避難））から、高所避難場
所（避難ビル）への２段階の避難誘
導方策を検討する。

・家屋倒壊の危険性のある区域や自
宅2階以上に留まることも可とする

区域などを設定した「（行政区別）
防災マップ」を元に、各区自らの取
組によるオリジナルマップ作成を要
請する。

・シナリオ型避難訓練計画に基づき
避難勧告等の発令を行う。

円山川洪水浸水想定区域図
（想定 大規模) 検討概要図

：住居
：豊岡市内の施設
：想定浸水範囲
：避難経路
：山地
：土砂災害の危険性のある区域浸水区域外（円山川沿川）

：土砂災害危険箇所等を考慮

浸水区域内
：各階標高と浸水位を比較し、

高所避難（ビル、スーパー等への施設への避難）の可能性の検証
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1)-(1)情報伝達、避難計画等

①現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 【継続的に実施：市、県、気、国】

②中央防災会議の「防災対策実行会議水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」の報告「水害時の
避難・応急対策の今後の在り方について（平成28年3月31日公表）」を参考に情報提供方法を見直し

【H30完了目標：市、県、気、国】

③情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 【継続的に実施：市、県、気、国】

④防災無線の全戸設置 【H32完了目標：市、住民】

⑤洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的
な災害対応策を検証 【H32完了目標：市、県、気、国】

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。内容

No.4

具体的取組

イメージ

水位・流量

時間

防災 

行動 
開始 

想定最大
規模到達

リードタイム

氾濫危険水位

計画規模

(1/100)

想定最大規模

(1/1,000) 

計画

規模
到達

危険
水位

到達

【洪水規模の時系列】

・累加雨量、実績雨量・水位の観測情報や予測雨量をもとに当該
洪水が、どの程度激甚化していくかを予測する。

・当該洪水が計画規模以上の浸水に至るまでの時間を推定する。

・浸水に至るまでの時間内に可能な避難、水防活動等に係る防災
行動を選定する。

計画規模、想定 大規模の洪水規模は、浸水面積は大きく変わら
ないが、浸水深が大きく変化することが想定される。⇒洪水規模に
よりとるべき水防対応（避難行動、水防活動）が異なる。

リードタイム内にできる
防災行動
（高所等での2段階避難誘導、
水防活動の中止・退避等）

【避難誘導】
洪水規模に応じて、 市民に
いつまでに、どこに避難する
べきかを伝達

・地域内の高所避難施設
(ビル、スー パー等)

・他市町の避難所

【水防活動】
水防活動を終了するべき時
間を決定

事前に氾濫規模、浸水に至るまでの
時間（リードタイム）を予測

・累加雨量 ・実績雨量
・予測雨量 ・実績水位
・予測台風経路

避難計画
避難誘導

防災拠点
資機材等
の活用

水防活動

水平避難誘導、自
宅2階以上への垂
直避難誘導

水平避難誘導、自
宅2階以上への垂
直避難誘導

健常者

要援護者

越水、堤防決壊を
防ぐための、土の
う積み等の活動を
実施

防災拠点・水防倉
庫は利用可能なた
め、水防活動や避
難誘導に利用

近隣ビル等への
高所避難誘導

避難の可否を事
前に判断のうえ、
浸水区域外や高
所等に誘導

水防団員等の安
全確保のための
退避指示 等

浸水被害の予測を
踏まえ災害対応の
可否を判断し、適
切に利用

計画規模以上の洪水時のリードタイム（猶予時間）を考慮して実行可能な具体的な
防災行動や活動内容を設定

計画規模以上
への洪水の進
行が予測され
た場合

【計画規模まで】 【計画規模以上】

健常者

要援護者
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1)-(1)情報伝達、避難計画等

・洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 【H32完了目標：市、県、国】

広域避難に関する調整・検証を行う。内容

No.5

具体的取組

イメージ

台風の位置
（例：伊勢湾台風 ）

事前避難

広域避難 広域避難の有
効性の検証

・浸水発生の1～2日前からの広域避難の実施可能性について、机上検討を行い、円山川流域
における広域避難の適用性を検証する。
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破堤1時間後 破堤2時間後

浸水想定区域図 家屋倒壊危険区域

情報提供

1)-(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

・ 浸水想定区域図、氾濫シミュレーション結果を基にした市内の危険箇所の情報提
供(防災教育、机上訓練、防災マップの作成に活用) 【H28完了：市、国】

洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション結果を有効活用する。内容

No.6

具体的取組

イメージ

出典：円山川水系浸水想定区域図 円山川が決壊した
ら・・・ 国土交通省近畿地方整備局
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/sinsui/hatei.html

出典： 豊岡河川国道事務所HP 「三江小学校
で地域防災学習会を開催しました」
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/topics/pdf/
oshirase160212.pdf
防災に関するワークショップを開催しました
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/topics/pdf/
oshirase160229.pdf

（行政区別）防災マップ

出典： http://www3.city.toyooka.lg.jp/bousaimap/index_ie.html 
豊岡市「（行政区別）防災マップ」
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1)-(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

・地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心とな
り、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援
などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

【H28から継続：市、県、国、住民】

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、
徹底を図る。

内容

No.７

具体的取組

イメージ

【個別支援計画】 （○○区 ○隣保・組）

だれが（支援者名） だれを（要援護者名） どこへ（避難先）

個別支援計画

出典：豊岡市提供資料
（台風23号を踏まえた市の防災施策）

自治会、自主防災組織の
啓発活動の取組支援
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1)-(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

①浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知
【H32完了目標：市、県】

②早期の立退き避難が必要な区域（河川近傍、2階までの浸水等）を明示したものに改善
【H28完了：市、県、住民】

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。内容

No.8

具体的取組

イメージ

豊岡市「（行政区別）防災マップ」

浸水想定区域図の更新後、自分の住むまちにどのような災害リスクがあるのかを一目で確
認できる「豊岡市「（行政区別）防災マップ」を元に、各区自らの取組によるオリジナルマップを
作成する。

出典： http://www3.city.toyooka.lg.jp/bousaimap/index_ie.html  豊岡市「（行政区別）防災マップ」
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台風の位置 （例：伊勢湾台風 ）

1)-(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

事前避難

・避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施
【H28から継続：市、県、住民】

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。内容

No.9

具体的取組

イメージ

【個別支援計画】 （○○区 ○隣保・組）

だれが（支援者名） だれを（要援護者名） どこへ（避難先）

個別支援計画

地域コミュニティ

出典：豊岡市提供資料
（台風23号を踏まえた市の防災施策）

出典：豊岡市新しい地域コミュニティ導入ガイドブック 平成27年度
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・学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施
【継続的に実施：市、県、国】

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守る
ための手段、地域や行政の対応策について学ぶ。

内容

No.10

具体的取組

イメージ

メモリアル防災授業のイメージ
(地域防災学習会（H28.2.6）の様子)

1)-(2)平時から住民等への周知・教育・訓練
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出石川防災センター六方河川防災ステーション

学習の場、
コミュニケーションの場としても活用

ヘリポート、
復旧活動スペース、
水防資材備蓄基地等が配置

1)-(3)円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

・防災ステーションの機能に関する検証、及び改善方策（例えば資機材備蓄量の増
強）の立案・実施 【H30完了目標：市、県、国】

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため水防拠点の機能を検討し、整備する。内容

No.11

具体的取組

イメージ

出典：出石川防災センターについて
http://www3.city.toyooka.lg.jp/kodai/bosaicenter.html

出典：円山川管内図

←  円山川

整備中

円山川防災センター

円山川防災ステーション

出石川防災センター

六地蔵拠点 立野拠点

六地蔵拠点

出典：豊岡河川国道事務所HP：円山川流域委員会

第３回円山川流域委員会（現地視察）円山川防災ステーション
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/ryuiki/02/3iinkai‐sisatu‐point1.htm
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1)-(3)円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

・各地域、箇所における災害危険度（浸水、土砂災害）や地盤高図の情報を提供

【H28完了：市、県、国】

地域毎での避難経路の検討・設定にあたって、地域における浸水危険度や地域で
の経路策定に当たっての情報提供を行う。

No.12

内容

具体的取組

破堤1時間後 破堤2時間後

イメージ
内水氾濫による浸水リスク、土砂災害リスク

+

浸水想定区域図

出典：円山川浸水想定区域図修正
他業務報告書 平成２８年１月出典：円山川水系浸水想定区域図 円山川が決壊したら・・・ 国土交通省近畿地方整備局

http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/sinsui/hatei.html

豊岡市「（行政区別）
防災マップ」

出典：
http://www3.city.toyooka.lg.jp/bousaimap/ind
ex_ie.html  豊岡市「（行政区別）防災マップ」
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２）的確な水防活動のための取り組み
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策
の内容を反映 【H32から継続：市、県、国】

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、
減災活動の取組に幅広い年齢層の参加を促す。

内容

No.13

具体的取組

イメージ

・現状の水防災に係る広報・啓発活動は、主に平成16年台風23号洪水及び計画規模の洪水規模に関連する被

害様相、水防災対策（避難行動、日頃の備え等）についての内容は反映されているが、想定 大規模に対する
内容は十分に反映されていない。

・地域への大規模氾濫に対する水防災意識の浸透・深化を促進するために、広報・啓発活動に計画規模以上の
内容を盛り込む。

・また、啓発活動において若年層の参加を促す企画等を実施し、減災活動の取組に幅広い年齢層の参加を促す。

出典： 豊岡河川国道事務所HP 「三江小学校
で地域防災学習会を開催しました」
防災に関するワークショップを開催しました

出前講座、ワークショップ等の啓発活動
や広報において、想定 大規模までの内
容を盛り込む。
・想定される被害様相

（想定される地域の浸水状況、避難経
路の冠水状況等）

・避難方策
（浸水区域外への避難、高所避難等）

・日頃の備え

（情報を受け取るための環境整備、避難
経路・避難場所の把握・掲示、災害時
要援護者に係る対応の把握・掲示等）

減災活動の取組に幅広い年齢層の参加
を促す。 啓発活動 （例）

想定される
浸水状況

想定 大規模1/1,000

出典： 豊岡河川国道事務所HP 
防災に関するワークショップを開催しました
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

①若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 【H30から継続：市、県、国】

②水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく
開示 【継続的に実施：市、県、国】

③教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 【継続的に実施：市、県、国】

④「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 【H28から継続：市、県、国、住民】

⑤兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 【継続的に実施：市、県、住民】

内容

No.14

具体的取組

イメージ

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、
減災活動の取組に幅広い年齢層の参加を促す。

・現状の水防災に係る広報・啓発活動は、主に平成16年台風23号洪水及び計画規模の洪水規模に関連する被害様相、水防災対
策（避難行動、日頃の備え等）についての内容は反映されているが、想定 大規模に対する内容は十分に反映されていない。

・地域への大規模氾濫に対する水防災意識の浸透・深化を促進するために、広報・啓発活動に計画規模以上の内容を盛り込む。

・また、啓発活動において若年層の参加を促す企画等を実施し、減災活動の取組に幅広い年齢層の参加を促す。

・さらに、地区における防災に関する計画の作成を促進する。

出典： 豊岡河川国道事務所HP 「三江小学校
で地域防災学習会を開催しました」
防災に関するワークショップを開催しました

出前講座、ワークショップ等の啓発活動
や広報において、想定 大規模までの内
容を盛り込む。
・想定される被害様相

（想定される地域の浸水状況、避難経
路の冠水状況等）

・避難方策
（浸水区域外への避難、高所避難等）

・日頃の備え

（情報を受け取るための環境整備、避難
経路・避難場所の把握・掲示、災害時
要援護者に係る対応の把握・掲示等）

減災活動の取組に幅広い年齢層の参加
を促す。 啓発活動 （例）

想定される
浸水状況

想定 大規模1/1,000

出典： 豊岡河川国道事務所HP 
防災に関するワークショップを開催しました
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出石川防災センター六方河川防災ステーション

防災ステー
ションの
機能検証

2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 【H29から継続：市、県、国】

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。内容

No.15

具体的取組

イメージ

出典：出石川防災センターについて
http://www3.city.toyooka.lg.jp/kodai/bosaicenter.html

出典：豊岡河川国道事務所HP：円山川流域委員会

第３回円山川流域委員会（現地視察）円山川防災ステーション
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/ryuiki/02/3iinkai‐sisatu‐point1.htm

← 円山川

整備中
出典：国土交通省提供資料

六地蔵拠点

円山川防災センター

円山川防災ステーション

出石川防災センター六地蔵拠点 立野拠点
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豊岡市内での水防訓練の様子(H26．6)

豊岡市内での夜間水防工法訓練(H22.10) PDCAサイクルに基づく訓練と
継続的な実施

2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施
【H29から継続：市、県、国】

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。内容

No.16

具体的取組

イメージ

出典：http://www.city.toyooka.lg.jp/www/contents/1402635669326/index.html 平成16年台風23号決壊場所で実施！ 「台風23号10周年メモリアル水防訓練 ～あの日を忘れないために～」
http://www.city.toyooka.lg.jp/www/contents/1287709712574/index.html 豊岡消防団が夜間水防工法訓練を実施しました
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有
【継続的に実施：市、県、国】

地域コミュニティの活動を支援する。内容

No.17

具体的取組

イメージ
・市内359地区の行政区に対して個別に防災、減災活動の支援を行うことは困難である。
・そこで、防災、減災活動の迅速化、円滑化を目的として、 旧小学校区単位からなる２９組織の地域コミュニティ

の枠組みを活用することにより、出前講座、防災教育、ワークショップ等の啓発活動や現在取り組みの途上段
階である災害時要援護者を対象とした個別支援活動の推進を行う。

市、県、国（市が主体）

・・・

・・・

・・・ 行政区359地区

地域コミュニティ29組織

市、県、国が役割分担

行政区359地区

啓発活動 （例）

地域コミュニティ設立後の防災、地域振興、防犯等の活動支援の枠組み
概ね5年で実施する取組ではこの枠組みを活用する

従前の防災、地域振興、防犯等の活動支援の枠組み

出前講座、ワークショップ等の啓発
活動や、災害時要援護者支援の迅
速化・円滑化

行政区359地区のすべてに対して
活動支援は困難

出典：豊岡市新しい地域コミュニティ導入ガ
イドブック 平成27年度

【地域コミュニティの施策が
実施されている29地区】
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進
【H28から継続：市、県、国】

重要水防箇所の共通認識を促進する。内容

No.18

具体的取組

イメージ

円山川 重要水防箇所図重要水防箇所評定基準

・水防上重要な区間を決めておけば、より効率的な堤防の点検ができ、危険な箇所の早期発見につながる。
重要水防箇所は、堤防の状態等により「堤防高」「堤防断面」「漏水」等のいくつかの種別に分類される。

種別 A 水防上 も重要な区間 B 水防上重要な区間

堤防高
（流下能力）

計画高水流量規模の洪水の水位（高潮区間の堤防に
あっては計画高潮位）が現況の堤防高を越える箇所。

計画高水流量規模の洪水の水位（高潮区間の堤防にあっては計画高
潮位）と現況の堤防高との差が堤防の計画余裕高に満たない箇所。

堤防断面
現況の堤防断面あるいは天端幅が、計画の堤防断面あ
るいは計画の天端幅の2分の1未満の箇所。

現況の堤防断面あるいは天端幅が、計画の堤防断面あるいは計画
の天端幅に対して不足しているが、それぞれ2分の1以上確保されて
いる箇所。

法崩れ・すべり
法崩れ又はすべりの実績があるが、その対策が未施工
の箇所。

法崩れ又はすべりの実績があるが、その対策が暫定施工の箇所。

法崩れ又はすべりの実績はないが、堤体あるいは基礎地盤の土質、
法勾配等からみて法崩れ又はすべりが発生する恐れのある箇所で、
所要の対策が未施工の箇所。

漏水 漏水の履歴があるが、その対策が未施工の箇所。

漏水の履歴があり、その対策が暫定施工の箇所。

漏水の履歴はないが、破堤跡又は旧川跡の堤防であること、あるい
は基礎地盤及び堤体の土質等からみて漏水が発生する恐れがある
箇所で、所要の対策が未施工の箇所。

水衝・洗掘

水衝部にある堤防の前面の河床が深掘れしているがそ
の対策が未施工の箇所。

橋台取り付け部やその他の工作物の突出箇所で、堤防
護岸の根固め等が洗われ一部破損しているが、その対
策が未施工の箇所。

波浪による河岸の決壊等の危険に瀕した実績があるが、
その対策が未施工の箇所。

水衝部にある堤防の前面の河床が深掘れにならない程度に洗掘され
ているが、その対策が未施工の箇所。

工作物

河川管理施設等応急対策基準に基づく改善措置が必要
な堰、橋梁、樋管その他の工作物の設置されている箇所。

橋梁その他の河川横断工作物の桁下高等が計画高水
流量規模の洪水の水位（高潮区間の堤防にあっては計
画高潮位）以下となる箇所。

橋梁その他の河川横断工作物の桁下高等と計画高水流量規模の洪
水の水位（高潮区間の堤防にあっては計画高潮位）との差が堤防の
計画余裕高に満たない箇所。

堤防高
（流下能力）

計画高水流量規模の洪水の水位（高潮区間の堤防に
あっては計画高潮位）が現況の堤防高を越える箇所。

計画高水流量規模の洪水の水位（高潮区間の堤防にあっては計画高
潮位）と現況の堤防高との差が堤防の計画余裕高に満たない箇所。

例：
①円山川左岸0.2k‐150m～0.4k
堤防高・堤防断面A
（水防上 も重要な区間）
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設
【H30完了目標：市、県、国】

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。内容

No.19

具体的取組

イメージ

○災害ボランティア活動の支援体制を整備
〇災害時ボランティアの受け入れ訓練を実施(H27.8)

【災害ボランティア活動の支援体制の整備】

・社会福祉協議会その他ボランティア団体との連携を図り、協定細
目を定めるなど、災害ボランティア活動支援体制の強化を図る。

【災害時ボランティア活動の支援マニュアル」の充実】

・「災害ボランティア活動支援指針」を参考に、「災害ボランティア活
動支援マニュアル」の充実に努める。

【受入体制】

・大規模災害が発生した場合、ボランティアの協力を得ることとし、
受入体制の整備に努める。

【災害ボランティア活動の環境整備】

・災害に係るボランティア・コーディネーターの養成、ボランティアの
ネットワーク化、ボランティア団体・企業・行政のネットワーク化、必
要資機材の整備その他の環境整備に努める。

・ボランティアの活動状況を把握するとともに、ボランティアを行って
いる者の生活環境に配慮する。

・災害ボランティアの受入れについて、平常時から自主防災組織等
住民との円滑な関係づくりに努める。

出典：豊岡市地域防災計画

円滑に実施するための受け
入れ方策の改善

全国から集まったボランティアの皆さん（総合体育館前）

被災した家屋の後片付けに奮闘するボランティア
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2)-(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

・建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 【H29完了目標：市、県、国】

建設業協会との連携・協働体制を強化する。内容

No.20

具体的取組

イメージ

◆要請する業務

・災害時における建築物、その他工作物等の崩壊、
倒壊又は損壊等に伴う緊急人命救助のための障害
物の除去作業

・災害時における建築物、その他工作物等の崩壊、
倒壊又は損壊等に伴う道路交通確保のための障害
物の除去作業

・豊岡市が必要と認める緊急応急作業

◆建設資機材等の応援要請があったときは、特別の理由
がない限り、建設資機材等を豊岡市に提供する

◆豊岡市が行う防災訓練等に参加するとともに、豊岡市
の安全なまちづくりの推進に協力

豊岡市と、社団法人兵庫県建設業協会豊岡支部は、地震、
風水害その他の災害が発生した場合において、災害応急
対策業務を円滑に実施するため、協定を締結している。

兵庫県建設業協会豊岡支部と協定を締結しており(35社)、
以下の連絡体制を基に被災後の復旧の支援を要請する。

災害時における協定として、下記３件結んでいる。

・災害発生時における応急対策業務に関する協定（兵庫県
建設業協会豊岡支部） ３５社

・災害発生時における応急対策業務に関する協定（但馬緑
化協会豊岡支部） １２社

・災害時における緊急測量業務等に関する協定（兵庫県測
量設計業協会但馬支部）２３社

出典：兵庫県ヒアリング

出典：豊岡河
川国道事務所
直轄河川緊急
復旧の手引き
H28.4（地震災
害・風水害）
豊岡河川国道
事務所

国 県

市

出典：豊岡市提供資料(災害時における応急対策業務に関する協定書)

事前調整
の実施等

現状の協定
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2)-(2)市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進

①洪水氾濫時の防災拠点、避難施設等の機能維持、及び重要資機材への影響の
確認と有効的な対策の立案 【H30完了目標：市、県、国】

②想定 大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立
案 【H32完了目標：市、県、国】

③水防対応の手引きの作成・周知 【H32完了目標：市、県、国】

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。内容

No.21

具体的取組

イメージ

電源や情報通信機能
等の重要資機材

移動想定浸水位

重要施設

・想定浸水深より高い位置への重要資機材の移動
・重要施設が機能停止した場合の代替可能な施設の検討

出典：円山川浸水想定区域図修正他業務報告書 平成２８年１月
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2)-(2)市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進

・災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業
継続計画）の策定を推進 【継続的に実施：市、県、国】

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。内容

No.22

具体的取組

イメージ 【BCPの作成】
・災害時に重要業務が中断しないように対策をとる。
・万一事業活動が中断した場合でも目標復旧時間内に重要な機能を再開させる

ＢＣＰのイメージ 豊岡河川国道事務所業務継続計画の構成

出典：豊岡河川国道事務所 業務継続計画（案）地震災害対策編
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３）粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取り組み
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・今後5年間の計画に基づいた、流下能力対策（築堤・掘削等）の実施
【H32完了目標：国】

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。内容

No.23

具体的取組

イメージ 【流下能力対策（築堤・掘削等）の実施】
・平成32年度を目途に城崎町今津、城崎町上山～森津の区間において実施予定

-30-



・今後5年間の計画に基づいた、天端の保護及び裏法尻の補強の実施
（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）(立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施
予定) 【H32完了目標：国】

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。内容

No.24

具体的取組

イメージ 【堤防天端の保護、堤防裏法尻】
・城崎町桃島～今津、日高町西芝地先は平成28年度までに実施予定
・立野～出石町引原等の区間は平成29～32年度に実施予定

-31-





４）浸水の排水、施設運用等に関する取り組み
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・具体的な排水計画の立案 【H31完了目標：国】

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策
を実施する。

内容

No.25

具体的取組

排水機場位置図

ポンプ車配置計画

イメージ

出典：円山川水系 水防マネジメント計画書～風水害対策編～ 出典：国土交通省提供資料

・想定 大規模（1/1,000）の洪水を想定した具体的な排水計画の立案

-34-



・洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討 【H31完了目標：国】

排水施設の耐水化を実施する。内容

No.26

具体的取組

イメージ

想定浸水位

排水機場

出典：円山川浸水想定区域図修正他業務報告書 平成２８年１月

・想定浸水位と重要機材(電源や操作盤等の重要機材)の位置関係の確認

・耐水化対策の改善・改良

-35-



 

 

 

 

 

 

 

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく 

円山川の減災に係る取組方針 
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円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会 

（豊岡市、気象庁、兵庫県、豊岡河川国道事務所） 

 

参考資料-３ 
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１．はじめに 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害を契機に、国土交通大臣から社会

資本整備審議会会長に対して、「大規模氾濫に対する減災のための治水

対策のあり方について」が諮問され、平成 27 年 12 月 10 日に「大規模

氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変

革による「水防災意識社会」の再構築について～」が答申された。 

円山川においては、この答申を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再

構築ビジョン」として取組を行うこととし、地域住民の安全安心を担

う沿川の豊岡市、神戸地方気象台、兵庫県、豊岡河川国道事務所で構

成される「円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会」（以下「本協議

会」という。）を平成 28 年 5 月 31 日に設立した。本協議会の趣旨は以

下のとおりである。 

〇社会全体で常に洪水に備える『水防災意識社会』の再構築を平成

32 年度までに実施 

〇豊岡市、神戸地方気象台、兵庫県、豊岡河川国道事務所からなる

本協議会を設置し、減災目標を共有 

〇平成 16 年 10 月台風 23 号洪水の教訓を生かし、現在まで推進され

てきた水防災対策を踏まえ、計画的に、ハード対策及びソフト対

策を一体的に推進 

円山川水系では、平成 16 年 10 月台風 23 号洪水により、多くの箇所

で越水が生じ、円山川右岸 13.2k（豊岡市立野地先）、出石川左岸 5.3k

（豊岡市出石町鳥居地先）で堤防が決壊し、大きな被害が発生した。 

平成 16 年台風 23 号洪水を契機に、現在に至るまで国、県、市が主

体となり、関係機関や市民への情報伝達体制・方法の改善、市民の水

防災意識を向上させる啓発活動・広報の充実、水防活動に資するため

の水防活動拠点や水防資機材の配備、河川激甚災害対策特別緊急事業

等によるソフト・ハード対策が重点的に推進されてきた。 

円山川の下流部は、豊岡盆地を貫流し、河床勾配は緩やかであり、

河川からの氾濫が盆地全体に拡がるだけでなく、長時間の浸水が発生

する。また、平成 16 年台風 23 号洪水の規模を上回る計画規模、想定

最大規模の洪水が起きた場合、平地部のほとんどが浸水することが想

定されることから、豊岡市単独では減災対策に取り組むことは困難で

ある。そのため、現状で実施されている平成 16 年台風 23 号規模の洪

水への対応を継続実施し、さらに、この規模を上回る洪水への減災対
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策を段階的に取り組んでいく必要がある。 

本協議会においては、これまでの現状の取組状況をとりまとめると

ともに、『水防災意識社会』の再構築に向けた課題を挙げた。そのうえ

で、今後 5 年間の目標として、『洪水が集中しやすい地形特性と平成

16 年 10 月の台風 23 号洪水の教訓を踏まえ、重点的に実施されてきた

円山川の水防災に関する取組について、大規模な水害にも備えられる

よう段階的な進展を図り、地域の自助・共助を一層高めることにより

「水害にしたたかな地域」を創出する。』ことを定め、平成 32 年度ま

でに各構成員が連携して取り組み、『水防災意識社会』の再構築を行う

こととして、以下の 4 つの柱に基づき、取組内容をとりまとめた。 

１.円滑かつ迅速な避難のための取組 

２.的確な水防活動のための取組 

３.粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取組 

４.浸水の排水、施設運用等に関する取組 

円山川の氾濫特性、及びこれまでの取組を踏まえ、今後の円山川特

有の具体的な取組内容として、以下の 2 つを設定した。 

・地域コミュニティの枠組みを活用した地区防災活動の支援 

・想定最大規模の洪水時の円山川の氾濫特性を踏まえた避難方策の

検証 

本資料は、この検討結果により、本協議会規約第 6 条に基づき、円

山川の減災に係る取組方針（以下「取組方針」という。）としてとりま

とめたものである。 
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２．本協議会の構成員 

本協議会の参加機関及び構成員は、以下のとおりである。 

参加機関 構成員 

豊岡市 市長 

気象庁 神戸地方気象台 台長 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 室長 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 所長 
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３．円山川の概要と主な課題 

■円山川の特徴及び現状の水害リスク 

円山川の下流部の河床勾配は 1/9,000 程度と非常に緩やかであり、

河口から約 16km、上流の出石川合流点付近までが感潮区間となってい

る。市街地の地盤高は、洪水時の水位より低く、洪水時に円山川本流

から支川へ逆流しやすい構造となっていることから、内水被害が起こ

りやすい特徴を有している。また、立野地先の周辺では、平成 27 年 9

月関東・東北豪雨災害における鬼怒川決壊箇所周辺の堤防と比較し

て、約 2倍の堤防高さ(比高)になっているため、もし、破堤が起きれ

ば、家屋の倒壊・流出や浸水被害が増大することが考えられる。 

■過去の被害状況 

円山川の主要な洪水は台風によるものが多く、昭和 34 年 9 月（伊勢

湾台風）、平成 2年 9 月（台風 19 号）、平成 16 年 10 月（台風 23 号）

などでは、大きな被害が発生している。 

特に平成 16 年 10 月の台風 23 号による洪水では、円山川本川の立野

地点において観測史上最高水位の T.P.＋8.29m を記録し、支川出石川

の弘原地点でも、観測史上最高水位の T.P.＋5.38m に達した。 

この豪雨により、円山川・出石川では多くの箇所で越水が生じ、円

山川右岸 13.2k（豊岡市立野地先）、出石川左岸 5.3k（豊岡市出石町鳥

居地先）で堤防が決壊し 40km2もの浸水が広がった。また、円山川の

水位が危険な状況となり排水ポンプの運転を停止したことにより、広

範囲に及ぶ内水氾濫も発生した。この豪雨は、内水氾濫・外水氾濫の

両面性を持った甚大な被害をもたらした。 

上記の内水氾濫・外水氾濫によって、豊岡市全体で、死者 7 名、負

傷者 51 名、浸水家屋 7,944 戸（うち、家屋全壊 321 戸、半壊一部損

壊 3,962 戸）、浸水面積 4,083ha 等の甚大な被害となった。 
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■平成 16 年台風 23 号洪水での主な課題 

平成 16 年台風 23 号洪水での教訓をもとに、「命を守る」、「被害を軽

減する」、「迅速に復旧する」ことへの対応として、以下の課題が挙げ

られる。 

(1)命を守る 

①平成 16 年台風 23 号洪水では、高所への退避はされたものの、住

居から避難所への避難は 10%程度にとどまり、避難勧告・指示が

市民の避難判断・行動へ結びつかなかった。 

※約 6万人に避難勧告・指示が発令され避難所へは約 5200 人が避難 

②水位が急激に上昇したため、避難勧告が発令された時点では、危

険水位（今は氾濫危険水位）に迫っていたことから、円滑かつ迅

速な発令ができていなかった。 

③情報伝達では、円山川の水位上昇、堤内地の内水氾濫や道路状況

等が具体的に伝えられなかったこと、避難勧告と避難指示を誤解

した人もいたこと、聞きとりやすい丁寧な口調の通報がかえって

緊迫感を与えなかったことの反省点が挙がった。 

(2)被害を軽減する 

①急速な水位上昇及び浸水の拡大により、氾濫前の水防活動が十分

に実施できなかった。 

②水防資機材の配備が十分でないことから、水防活動等の、被害を

軽減する対応に支障をきたした。 

(3)迅速に復旧する 

①堤防決壊と内水氾濫により豊岡盆地はほぼ丸２日間浸水し、本格

的な復旧活動は、浸水被害発生の２日後からとなった。 

②豊岡市は災害ボランティアの受け入れに積極的に関与し、地域と

の調整を実施したものの、受け入れ体制や位置づけが明確化され

ていなかったため、行政とボランティアとの連携に一部課題を残

した。 
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■平成 16 年台風 23 号洪水を契機に実施した主な水防災に関する取組 

平成 16 年台風 23 号洪水を契機に、円山川では、国、県、市により

様々なソフト対策、ハード対策が重点的に推進されてきた。主な対策

を下記に示す。 

・市民の水防災意識を向上させるための啓発活動、広報の充実 

・関係機関への情報伝達や市民への避難を促すための情報伝達体

制・方法・情報伝達ツールの検討や整備 

・水防活動に資するための水防活動拠点や水防資機材の配備 

・市民が協力し、自助、共助を図るための地域活動の支援、要援護

者の個別支援計画の作成 

・河川激甚災害対策特別緊急事業（河道掘削、堤防整備、内水対

策、構造物の改築）  等 
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４．現状の取組状況 

平成 16 年台風 23 号洪水では、内水・外水氾濫により浸水が広が

り、甚大な被害となった。平成 16 年台風 23 号洪水を契機に、円山川

流域では現在に至るまで、様々な水防災に関する取組が行われ、ある

程度の成果が得られた。ただし、平成 16 年台風 23 号洪水規模への更

なる十分な対応や、平成 16 年台風 23 号洪水の規模を上回る計画規

模、想定最大規模の洪水への対応が必要である。 

円山川流域における取組について、各構成員で現状を確認し課題を

抽出した結果、概要としては、以下のとおりとなっている。 

 

(1)情報伝達、避難計画等 

項目 現状 課題 No

1)洪水時におけ

る河川管理者

からの情報提

供等の内容及

びタイミング 

 神戸地方気象台と共同で氾濫危

険情報、はん濫注意情報等の発表

 現状の洪水予報文では、対象区域・切迫感が

伝わりにくいことが懸念される。 
1

 連絡系統を基に水位・雨量・被災

状況の伝達 

 豊岡市、兵庫県の地域防災計画

（水防計画）に規定 
 各実施主体の情報伝達に関する内容、基準、

体制は設定されているが、実施主体間の情報

伝達方法、タイミングの整合性の検証・調整

は十分に図れていない。 

2

 防災拠点機能の拡充を図るため

の防災情報端末の整備 
3

2)避難勧告等の

発令基準 

 避難勧告等の発令情報や発令基

準の設定 

 「避難判断のガイドライン」を策

定し、市の避難勧告等の整備を支

援 

 河川区分別の基準設定等の発令基準につい

て、現在検討中である。 
4

3)避難場所・避難

経路 

 避難場所の指定・公表 

 自主防災組織と事業所との一時

避難場所の協定締結の支援 

 地域において避難経路の検討・設定を行って

いるが、地域住民が水害時に円滑に避難でき

るよう情報提供等の改善が必要である。 

5

 道路アンダーパス部の浸水情報

の掲示 
－ 6

 被災者受け入れに関する協定の

締結 

 

－ 
7
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項目 現状 課題 No

4)住民等への情

報伝達の体制

や方法 

 関係機関・住民への洪水予報連

絡系統を設定 

 現状の情報伝達の体制や方法について、洪水の

進行や計画規模以上の洪水氾濫による広域避

難の適応性が検証されていない。 

8

 リアルタイムの水位雨量情報、

避難勧告発令情報等の提供 

 

 既存の情報伝達ツールの実効性の検証、及び効

率的、効果的に活用していくための改良策が検

討されていない。 

 海外観光客の拡大により、情報提供の多言語化

が求められる。 

9

5)想定最大規模

の洪水に係る

浸水想定区域

図等の作成と

周知 

 円山川水系の浸水想定区域図の

公表 

 最新の知見を踏まえた浸水想定区域図、シミュ

レーション結果等をハザードマップの作成や

啓発活動等の防災対策において活用する必要

がある。 

10

 氾濫シミュレーション結果の公

表 
11

6)ハザードマッ

プの改良と周

知 

 兵庫県 CG ハザードマップ、防災

マップの作成及び啓発活動への

活用 

12

7)まるごとまち

ごとハザード

マップの改良

と周知 

 まるごとまちごとハザードマッ

プの整備 

 

－ 
13

8)要援護者の避

難計画策定と

避難訓練の実

施 

 要援護者関連団体と連携し、福

祉避難所の指定の実施 

 一人一人に対する個別支援計画

の策定の支援 

・現在、豊岡市では、行政区に対して個別支援計

画の策定の支援（個別支援計画の内容の簡略

化、命を守るための優先的な取組の働きかけ

等）を実施中であるため、継続して支援を実施

していく必要がある。 

 

14

9)避難に関する

広報・啓発 

 広報を通じた円山川の避難に関

する情報の提供 

 地域防災学習会等を通じた避難

に関する啓発 

 広報・啓発の活動を引き続き実施し、地域住民

への浸透・深化を促進する必要がある。 
15
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(2)水防に関する事項 

項目 現状 課題 No

1)河川水位等に係

る情報提供 

 雨量、水位、CCTV を指定区間で設

置し、リアルタイムの水位雨量情

報、氾濫予測情報の提供 
 既存の情報伝達ツールの実効性の検証が十分に

検討されていない。効率的、効果的に活用してい

くための改良策をさらに検討する必要がある。

16

 リアルタイムの水位、雨量情報を

配信 
17

 「ひょうご防災ネット」、FAX、防

災無線による気象予報、水位、雨

量、避難勧告等の情報伝達の実施

18

 防災無線の設置を実施 

 

・国の方針により現行アナログシステムの更新が

必要である。 
19

2)河川の巡視区間 

 円山川直轄区間を対象に河川巡

視(週 2回)の実施 

 共同点検の年 1回実施 

 水防災に係る施設整備の進捗、被災特性の変化

が想定されるが、河川巡視、点検方法について、

さらに検証・検討する必要がある。 

20

3)水防資機材の整

備状況 

 防災ステーション、水防倉庫等に

おいて資機材の整備 

 

 水防災に係る施設整備の進捗、被災特性の変化

が想定されるが、現状の備蓄数量、配備箇所等の

妥当性の検証と改善方策の検討を行う必要があ

る。 

21

 防災ステーションの整備 

 

 

 

 水防訓練等から得られた改善策を水防活動に反

映する必要があるが、水防訓練等を踏まえた防

災ステーションの機能改善と、資機材数量の配

備に関する検証を行う必要がある。 

22

4)市町村庁舎、災

害拠点病院の水

害時における対

応等 

 平成 16 年台風 23 号洪水の被災

を踏まえ、庁舎の耐水化の実施 

 

 市町村庁舎、災害拠点病院等で業務継続計画は

策定されていない。 
23

5)水防訓練 

 毎年、水防訓練の実施 

 

 

 水防訓練を踏まえて水防活動の内容を検証・改

善していく必要があるため、ＰＤＣＡサイクル

に基づいた訓練の継続実施を行う必要がある。

24

6)重要水防箇所の

見直し 

 円山川、出石川、奈左川における

重要水防箇所の更新 

 重要水防箇所の位置について、共通認識が十分

に図られていない。 
25

7)地域防災力の向

上 

 地域防災学習会等の開催  地域防災学習会等の啓発活動を引き続き実施

し、地域住民への浸透・深化を促進する必要があ

る。 

 自主防災組織・地域コミュニティの活動におい

て次世代の人材の増員が必要となるが、幅広い

世代の市民の参加が十分に図られていない。 

26

 出前講座、ワークショップ、防災

学習会の実施 

 ひょうご防災リーダー講座の開

催及び自主防災組織の育成・活動

支援 

27

 地域コミュニティの設立 

 

 

 地域コミュニティ内の自助・共助をさらに促進

させるため、地域コミュニティの枠組みを活用

した活動の支援を継続実施する必要がある。 

28

8)水防に関する広

報の充実 

 地域 FM ラジオ、HP で円山川の水

防に関する情報の提供 

 広報の活動を引き続き実施し、地域住民への浸

透・深化を促進する必要がある。 
29

 浸水リスクの問い合わせを受け

付ける窓口の設置 

 今後も、「災害情報普及支援室」を活用した、情

報提供を継続実施していくことが望ましい。 
30

 フェニックス共済の加入促進 

 

 

 

 住宅再建共済制度：豊岡市 16.5%（全県 9.4%）、

家財再建共済制度豊岡市 5.4%（全県 2.4%）と、

加入者は全県平均より高いが、さらに普及啓発、

及び加入促進を図る必要がある。 

31

9)災害ボランティ

ア活動の支援体

制の整備 

 災害ボランティア活動の支援体

制の整備及び受け入れ訓練の実

施 

 現在、災害ボランティアの受け入れ訓練が実施

されているため、訓練の実施内容を踏まえ、活動

支援体制を充実させる必要がある。 

32

10)応急対策復旧 
 建設業協会との連携による支援

要請 

 早期復旧に向け、被災後に迅速な対応ができる

ようにしていくためには、現状では不十分であ

る。 

33
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項目 現状 課題 No

11)フォローアッ

プ 

 洪水予報連絡会、県水防連絡会の

実施 

 洪水予報連絡会、水防連絡会の施策内容の情報

共有を図り、今後の各機関の取組・進捗を確認・

点検する機会を設ける必要がある。 

34

 

(3)浸水の排水、施設運用等に関する事項 

項目 現状 課題 No

排水施設、排水資

機材の運用方法の

改善 

 ポンプ車配置計画、連絡体制整備

の整備 
 計画規模以上の洪水への適応が必要であるが、

排水施設の整備方針を策定し、効果的な排水対

策施設整備が十分に行われていない。 

 

 

35

 平成16年台風23号洪水の被災を

踏まえた、排水機場の耐水化対策

の実施 

36

 

(4)河川管理施設の整備に関する事項 

項目 現状 課題 No

堤防等河川管理施

設の現状の整備状

況及び今後の整備

内容 

 流下能力対策（築堤、掘削等）の

実施  洪水を安全に流すためのハード対策、及び粘り

強い構造の堤防等の整備は十分に行われていな

い。 

37

 堤防天端の保護、堤防裏法尻の補

強の実施 
38
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５．減災のための目標 

円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動の実施、及び円滑かつ迅速な

氾濫水の排水等の対策を実施するため、各構成員が連携して平成 32 年

度までに達成すべき減災目標は、以下のとおりとした。 

【５年間で達成すべき目標】 

洪水が集中しやすい地形特性と平成 16 年 10 月の台風 23 号洪水

の教訓を踏まえ、重点的に実施されてきた円山川の水防災に関する

取組について、大規模な水害にも備えられるよう段階的な進展を図

り、地域の自助・共助を一層高めることにより「水害にしたたかな

地域」を創出する。 

※円山川の水防災に関する取組：平成 16 年台風 23 号洪水規模から計画相当の洪水規模に

対応した、情報伝達体制・方法の整備、市民の水防災意識の啓発活動、広報の充実、自

助、共助を図るための地域活動支援、河川激甚災害対策特別緊急事業 等 

※大規模な水害：想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 

※段階的な進展：平成 16 年台風 23 号時の洪水規模から大規模な洪水規模まで対応できる

ように想定洪水規模を引き上げること 

※水害にしたたかな地域：水害に対して、粘り強く（ハード対策）、抜かりなく（ソフト

対策）対処できる、たくましい地域 

 

【目標達成に向けた４つの柱】 

目標達成に向け、以下の 4つの柱に基づいて取組を実施する。 

１)円滑かつ迅速な避難のための取組 

２)的確な水防活動のための取組 

３)粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取組 

４)浸水の排水、施設運用等に関する取組 
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【目標達成に向けた段階的な取組の実施】 

「１)円滑かつ迅速な避難のための取組」及び「２)的確な水防活動

のための取組」については、平成 16 年台風 23 号洪水を契機に、現在

に至るまで水防災に関する取組を行ってきたが、計画規模※1や想定最

大規模※2に対しても地域として備える必要がある。そのため、計画規

模※1や想定最大規模※2の洪水氾濫に対して被害を最小限にするため、

減災に関わる体制や計画等を、順次、見直し、改善していく。 

「３)粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取組」及び「４)浸水

の排水、施設運用等に関する取組」については、平成 16 年台風 23 号

の洪水規模への対応は推進されているが、計画規模※1や想定最大規模
※2の洪水氾濫が起こった場合に甚大な被害となることが想定される。

そのため、現状の取組状況を勘案し、平成 16 年台風 23 号相当の洪

水、計画規模※1、想定最大規模※2等の洪水規模を想定したうえで段階

的に実施していく方針とする。 

 

※計画規模：河川整備基本方針での計画洪水規模 

※想定最大規模：想定最大の洪水規模 
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６．概ね５年で実施する取組 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で、常にこれに備える

「水防災意識社会」を再構築することを目的に、各構成員が、概ね５

年間で実施するソフト・ハード対策の主な取組項目・目標時期・想定

洪水規模・取組機関は、以下のとおりである。 
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１) 円滑かつ迅速な避難のための取組 

市民の避難行動に資するための情報発信、土砂災害と水害リスクの

共有等を図り、市民の適切な避難行動に資するための取組として、

以下のとおり実施する。 
主な取組項目 課題

の対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

■情報伝達・避難計画等 

 

タイムラインを

作成し、タイムラ

インに基づき想

定最大規模まで

の洪水氾濫を想

定した情報伝達

体制、方法につい

て検証を行う。 

 想定最大規模までの洪水氾濫

と土砂災害を想定したタイム

ライン試行版の策定 

 想定最大規模までの洪水氾濫

を想定した訓練、試行運用によ

るタイムライン試行版の検証 

 複数河川からの氾濫や土砂災

害、内水氾濫も想定したシナリ

オ型で、避難勧告等の発令タイ

ミング・区域を設定 

2 

3 

8 

計画 ◎ 

平成 28 年

度 よ り 着

手 

(平成28年

度 に タ イ

ム ラ イ ン

試 行 版 を

策定) 

 

近、気、県、

市 

想定最大 ○ 

 

 洪水予報文の改善 

 河川管理者による積極的な助

言 

1 
計画 ◎ 平成 28 年

度に実施 
近、気 

想定最大 ◎ 

 

地域性や被災特

性を踏まえた避

難情報の提供に

努める。 

 家屋倒壊の危険性のある区域

や自宅 2 階以上に留まること

も可とする区域などを設定 

 シナリオ型の避難計画に基づ

く避難勧告等の発令 

 想定最大規模の洪水氾濫に対

応した高所避難場所への避難

計画の検証 

4 

計画 ◎ 

平成 28 年

度 よ り 着

手 

市 

想定最大 〇 

 

避難の準備・行動

を促す情報提供

方法の検証と改

良を行う。 

 現状の情報提供ツール（情報サ

イト、ホームページ等）の実効

性の検証と改良 

 中央防災会議の「防災対策実行

会議水害時の避難・応急対策検

討ワーキンググループ」の報告

「水害時の避難・応急対策の今

後の在り方について（平成 28

年 3 月 31 日公表）」を参考に

情報提供方法を見直し 

 情報伝達方法に関する啓発活

動の継続実施 

 防災無線の全戸設置 

 洪水の進行、激甚化を予測する

判断基準やリードタイムを検

討するとともに計画規模以上

の洪水の具体的な災害対応策

を検証 

8 

9 

16 

17 

18 

19 

計画 ◎ 

平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、気、県、

市 

想定最大 〇 

 

広域避難に関す

る調整・検証を行

う。 

 洪水氾濫 1～2 日前からの広域

避難の有効性の検証 

2 

3 

4 

5 

8 

計画 ◎ 
平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市

想定最大 〇 

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市  
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主な取組項目 課題の

対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

■平時から住民等への周知・教育・訓練 

 

洪水浸水想定区域

図、氾濫シミュレ

ーション結果を有

効活用する。 

 

 浸水想定区域図、氾濫シミュレ

ーション結果を基にした市内

の危険箇所の情報提供 

(防災教育、机上訓練、防災マッ

プの作成に活用) 

10 

11 

12 

計画 ◎ 
平成 28 年

度 よ り 着

手 

近 

想定最大
 

◎ 

 

住民一人ひとりが

「自らの生命は自

ら守る」というこ

とを基本に、平時

から地域。家庭、

職場等で防災への

積極的な取組を行

うよう促すなど、

自主防災思想の普

及、徹底を図る。 

 地域の住民すべてが安全に避

難できるよう、自治会、自主防

災組織等が中心となり、地域ぐ

るみで避難路や危険箇所の確

認、避難訓練、災害時要援護者

の支援などに取り組む”みんな

で逃げよう”減災防災運動を推

進 

14 

28 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
近、県、市

想定最大 〇 

 

新たにハザードマ

ップを作成し、避

難経路等の選定の

促進を図る。 

 

 浸水想定区域図の情報に基づ

いた防災マップの更新と周知 

 早期の立退き避難が必要な区

域（河川近傍、2階までの浸水

等）を明示したものに改善 

10 

11 

12 

計画 ◎ 

平成 28 年

度に実施 
県、市 

想定最大 ○ 

 

個別支援計画の策

定や防災訓練の中

で要援護者を対象

とした訓練を盛り

込む。 

 避難行動に関する要援護者個

別支援計画の策定、及び訓練の

実施 

 

14 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
市 

想定最大 〇 

 

幼稚園、小学校、

中学校における水

災害教育として、

洪水被害の歴史や

身を守るための手

段、地域や行政の

対応策について学

ぶ。 

 学校園におけるメモリアル防

災授業や防災出前講座の実施 

 

 

26 

27 

28 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
近、県、市

想定最大 〇 

■円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項 

 

災害時の円滑かつ

迅速な対応を行う

ため水防拠点の機

能を検討し、整備

する。 

 

 防災ステーションの機能に関

する検証、及び改善方策（例え

ば資機材備蓄量の増強）の立

案・実施 

21 

22 

計画 ◎ 

平成 28 年

度より着

手 

近、県 

想定最大 ○ 

 

地域毎での避難経

路の検討・設定に

あたって、地域に

おける浸水危険度

や地域での経路策

定に当たっての情

報提供を行う。 

 各地域、箇所における災害危険

度（浸水、土砂災害）や地盤高

図の情報を提供 

 

5 

計画 ◎ 

平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市

想定最大 〇 

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市  
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２)的確な水防活動のための取組 

水防活動の効率化や水防体制の強化、及び庁舎や病院等における自

衛水防の推進を行う取組として、以下のとおり実施する。 

主な取組項目 課題の

対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

■水防活動の効率化及び水防体制の強化 

 

啓発活動や広報

資料に、計画規模

以上の洪水に関

する内容を盛り

込むとともに、減

災活動の取組に

幅広い年齢層の

参加を促す。 

 啓発活動や広報資料に、計画規

模以上の洪水氾濫時の被害想

定やその対応策の内容を反映 

10 

11 

12 

26 

27 

計画 ◎ 
平成 28 年
度 よ り 着
手 

近、県、市

想定最大 〇 

 

 若年層の世代に特化した啓発

活動の場の企画 

 水害の恐れのある地域に居住

することの危険性を認識でき

るよう、水害リスクをわかりや

すく開示 

 教育機関、ラジオ等のメディ

ア、地域コミュニティを活用し

た広報の充実 

 「地区防災計画」や「災害・避

難カード」の作成促進 

 フェニックス共済の加入促進 

15 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
近、県、市

想定最大 ◎ 

 

災害時の円滑か

つ迅速な対応を

行うため資機材

やその数量の見

直しを行う。 

 必要な資機材の配備や防災ス

テーションの機能検討検証 

 

21 

22 

計画 ◎

引き続き 

検討 
近、市 

想定最大 ○ 

 

実働水防訓練の

継続的な実施と

その内容の見直

しを行う。 

 迅速な災害対応の実施に向け

た PDCA サイクルに基づく訓練

と継続的な実施 

24 

計画 ◎
引き続き 

検討 
近、県、市

想定最大 〇 

 

地域コミュニテ

ィの活動を支援

する。 

 

 地域コミュニティでの防災や

減災活動に関する支援や活動

内容の情報共有 

28 

計画 ◎ 平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市

想定最大 〇 

 

重要水防箇所の

共通認識を促進

する。 

 

 重要水防箇所の定期的な見直

しと、共通認識の促進 

20 

25 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
近、県、市

想定最大 〇 

 

災害ボランティ

アの円滑な受け

入れを促進する。 

 

 災害ボランティアの円滑な受

け入れを促進するための制度・

枠組み等の創設 

32 

計画 ◎ 平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市

想定最大 〇 

 

建設業協会との

連携・協働体制を

強化する。 

 建設業協会との応急復旧対策

に関する事前調整等 
33 

計画 ◎ 平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市
想定最大 〇 

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市 
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主な取組項目 課題の

対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

■市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進 

 

洪水氾濫時の庁

舎等の機能維持

に備える。 

 洪水氾濫時の防災拠点、避難施

設等の機能維持、及び重要資機

材への影響の確認と有効的な

対策の立案 

 想定最大規模の洪水氾濫時を

想定した防災施設の機能増強

に関する施策の立案 

 水防対応の手引きの作成・周知

23 

計画 ◎ 

引き続き 

実施 
近、県、市

想定最大 〇 

 

各機関、事業者に

おける水害時 BCP

（事業継続計画）

を作成する。 

 

 災害時に迅速に減災、復旧活動

が行えるように水害時避難確

保計画・BCP（事業継続計画）の

策定を推進 

23 

計画 ◎ 平成 28 年

度 よ り 着

手 

近、県、市

想定最大 〇 

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市 
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３)粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取組 

円山川のハード対策の取組として以下のとおり実施する。 

主な取組項目 課題の

対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

洪水を安全に流すた

めのハード対策を実

施する。 

 今後 5年間の計画に基づいた、

流下能力対策（築堤、掘削等）

の実施 
37 

計画 ◎

平成 28 年

度より着手 
近 

想定最大 －

堤防天端の保護、堤

防裏法尻の補強等の

粘り強い構造の堤防

の整備を実施する。 

 

 

 今後 5年間の計画に基づいた、

天端の保護、及び裏法尻の補強

の実施 

（城崎町桃島～今津、日高町西

芝地先は H28 までに実施予定）

(立野～出石町引原等の区間は

H29～32 に実施予定) 

38 

計画  

平成 28 年

度より着手 
近 

想定最大 ◎

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 －：対象外 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市 

 

４)浸水の排水、施設運用等に関する取組 

住民の生活の早期復旧のため迅速な浸水の排水を行うための取組と

して、以下のとおり実施する。 

主な取組項目 課題の

対応
想定洪水規模※1 目標時期 取組機関※2

内容（施策） 具体的取組 

豊岡市内での計画規

模以上の洪水氾濫を

想定した排水計画を

策定し、内水対策を

実施する。 

 具体的な排水計画の立案 
35 

36 

計画  
平成 28 年

度より着手 
近 

想定最大 ◎

排水施設の耐水化を

実施する。 

 

 洪水氾濫時の耐水性の確認と

耐水化対策の検討 

35 

36 

計画 ◎ 平成 28 年

度より着手 
近 

想定最大 〇

※1 計画  ：河川整備基本方針での計画洪水規模 

想定最大：想定最大の洪水規模 

◎：重点的に先行して実施 ○：段階的に実施 

※2 近：近畿地方整備局 気：気象庁 県：兵庫県 市：豊岡市 
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７．フォローアップ 

各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域

防災計画、河川整備計画等に反映することなどによって責任を明確に

し、組織的、計画的、継続的に取り組むことが重要である。 

原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認

し、想定最大の降雨規模にも対応するための方策について協議し、必

要に応じて取組方針を見直すこととする。また、実施した取組につい

ても訓練等を通じて習熟、改善を図るなど、継続的なフォローアップ

を行うこととする。 

なお、今後、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動

向等を収集した上で、随時、取組方針を見直すこととする。 
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○現状の取組状況 

（１）情報伝達、避難計画等に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

氾濫危険情報、はん濫注意
情報等を神戸地方気象台と
共同で発表

氾濫危険情報、氾濫注
意情報等を発表

水防警報の発令や避難判断水位到達情報
の発表を行うとともに、洪水予報等を通知す
る

・現状の洪水予報文では、対象区域・切迫感が伝
わりにくいことが懸念される。

1

連絡系統を基に水位・雨
量・被災状況を伝達

気象情報、氾濫危険情
報、氾濫注意情報等を
伝達

「兵庫県地域防災計画（風水害等対策計
画）」及び「兵庫県水防計画」に規定

豊岡河川国道事務所、兵庫県からの
情報伝達について豊岡市地域防災計
画に規定

2

防災拠点機能の拡充を図る
ための防災情報端末の整
備

3

2)避難勧告
等の発令基
準

市町の避難勧告等のマニュアル作成のため
の「避難判断のガイドライン（水害・土砂災害
編）」を策定し、市町の整備を支援

市全域を対象に、流域あるいは、河
川区分（上流下流）ごとに、避難勧告
等の発令情報及び発令基準を設定

・河川区分別の基準設定等の発令基準について、
現在検討中である。

4

災害種別に応じた避難場所を指定し
ており、防災マップ、HP、豊岡市地域
防災計画において公表

豊岡市は区・自主防災組織に対して
民間事業所との一時避難場所の協
定締結を行う際に、助言や相手先へ
の説明に同行する等の支援を実施

・地域において避難経路の検討・設定を行っている
が、地域住民が水害時に円滑に避難できるよう情
報提供等の改善が必要である。

5

道路アンダーパス部の浸水情報の掲示
道路アンダーパス部の浸水情報の掲
示

                                 － 6

被災者の受け入れを地域防災計画で規定

応援協定：被災者の受け入れのための応援
協定を締結

                                 － 7

事項

(1)情報伝
達、避難計
画等

1)洪水時に
おける河川
管理者から
の情報提供
等の内容及
びタイミング

・各実施主体の情報伝達に関する内容、基準、体
制は設定されているが、実施主体間の情報伝達方
法、タイミングの整合性の検証・調整は十分に図れ
ていない。

3)避難場所・
避難経路
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豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

関係機関への洪水予報連
絡系統を設定

「兵庫県地域防災計画（風水害等対策計
画）」及び「兵庫県水防計画」に規定
水防警報や避難判断水位到達情報、洪水
予報等を「フェニックス防災システム」により
ポップアップ通知

・現状の情報伝達の体制や方法について、洪水の
進行や計画規模以上の洪水氾濫による広域避難
の適応性が検証されていない。

8

「TAJIMA防災」で水位雨量
を配信中（プル型）

「フェニックス防災システム」と「Lアラート（災
害情報共有システム）」のリアルタイム連携
により、水位・雨量情報や市が発令した避難
勧告等を放送事業者や民間情報提供者等を
通じ、住民に伝達

兵庫県のホームページや「ひょうご防災ネッ
ト」により、避難勧告等発令情報を住民に周
知

「Lアラート」により、テレビ・ラジオ等を
通じて避難情報を住民に伝達

「ひょうご防災ネット」や携帯事業者の
「緊急速報メール・エリアメール」によ
り避難情報を通知

・既存の情報伝達ツールの実効性を検証及び効率
的、効果的に活用していくための改良策が検討され
ていない。
・海外観光客の拡大により、情報提供の多言語化
が求められる。

9

円山川洪水浸水想定区域
図の公表

10

氾濫シミュレーション結果を
円山川洪水浸水想定区域
図にあわせて公表

11

6)ハザード
マップの改良
と周知

兵庫県CGハザードマップを作成して、県の
ホームページで公開

平成18年に作成され、ワークショップ
等の啓発活動で活用

12

7)まるごとま
ちごとハザー
ドマップの整
備と周知

まるごとまちごとハザード
マップの整備

まるごとまちごとハザードマップの整備
まるごとまちごとハザードマップの整
備

                                 － 13

8)要援護者
の避難計画
策定と避難
訓練の実施

福祉避難所：特養・養護・老健施設長
連絡協議会等との団体と連携し、指
定を実施

要援護者対応：要援護者の対策とし
て一人一人に対する個別支援計画の
策定を支援

・現在、豊岡市では、行政区に対して個別支援計画
の策定の支援（個別支援計画の内容の簡略化、命
を守るための優先的な取組の働きかけ等）を実施中
であるため、継続して支援を実施していく必要があ
る。

14

9)避難に関
する広報・啓
発

地域防災学習会等を4回開
催している。

国・市と協力して地域防災学習会等を開催
豊岡市のHPで広報を実施。
地域防災学習会等を4回開催してい
る。

・広報・啓発の活動を引き続き実施し、地域住民へ
の浸透・深化を促進する必要がある。

15

事項

(1)情報伝
達、避難計
画等

4)住民等へ
の情報伝達
の体制や方
法

5)想定最大
規模の洪水
に係る浸水
想定区域図
等の作成と
周知

・最新の知見を踏まえた浸水想定区域図、シミュ
レーション結果等をハザードマップの作成や啓発活
動等の防災対策において活用する必要がある。
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（２）水防に関する事項 

豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

雨量、水位の観測と監視カ
メラによる河川の様子の撮
影を実施

雨量、水位の観測と監視カメラによる河川の
様子の撮影を実施
わかりやすい河川水位標を設置

16

「TAJIMA防災」で水位雨量
を配信中（プル型）

河川水位・雨量情報及び河川監視画像をイ
ンターネットで公表するとともに、詳細情報を
「フェニックス防災システム」により、市町や
消防、県警、自衛隊、ライフライン事業者等
に提供

17

気象警報・土砂災害警戒情報・河川洪水予
報、避難情報等を「ひょうご防災ネット」によ
り住民に配信

「ひょうご防災ネット」で気象予報、水
位、雨量を配信
FAXによる情報伝達を実施

18

防災無線の設置を実施
・国の方針により現行アナログシステムの更新が必
要である。

19

2)河川の巡
視区間

円山川直轄区間を対象に
巡視計画を策定し、以下の
区間を対象に定期的な河川
巡視(週2回)を実施

国、市、消防団（水防団）合同で、共
同点検を年1回実施

・ 水防災に係る施設整備の進捗、被災特性の変化
が想定されるが、河川巡視、点検方法について、さ
らに検証・検討する必要がある。

20

豊岡河川国道事務所、出
張所、防災ステーション等
で資機材を整備

水防倉庫、機器、資材を整備
但馬広域防災拠点（但馬空港内）を整備し、
被災者用物資、被災者用資機材、救助用資
機材を備蓄

各地水防倉庫(24箇所)に資機材を配
備

・水防災に係る施設整備の進捗、被災特性の変化
が想定されるが、現状の備蓄数量、配備箇所等の
妥当性の検証と改善方策の検討を行う必要があ
る。

21

円山川防災ステーション、
出石川防災センターの整備

六方河川防災ステーションの基盤整備
県の六方防災ステーション整備完了
後、水防センターの整備を実施予定

・水防訓練等から得られた改善策を水防活動に反
映する必要があるが、水防訓練等を踏まえた防災
ステーションの機能改善と、資機材数量の配備に関
する検証を行う必要がある。

22

4)市町村庁
舎、災害拠
点病院の水
害時におけ
る対応等

豊岡出張所は耐水化を整
備済
事務所の非常用発電機は2
階に設置済(H14.3)

但馬県民局豊岡総合庁舎において、新たに
電気設備棟を建築し、2階部分に非常用発
電機を新設するとともに地下に設置していた
受電設備を移設済み（H18.3）

市役所の新庁舎の建設の際に耐水
対策を実施(H26.4供用開始)

・市町村庁舎、災害拠点病院等で業務継続計画は
策定されていない。

23

5)水防訓練
国・県・市で毎年水防訓練
を実施している。

国・県・市で毎年水防訓練を実施している。
国・県・市で毎年水防訓練を実施して
いる。

・水防訓練を踏まえて水防活動の内容を検証・改善
していく必要があるため、ＰＤＣＡサイクルに基づい
た訓練の継続実施を行う必要がある。

24

6)重要水防
箇所の啓発

円山川、出石川、奈佐川に
おいて重要水防箇所は平
成27年4月に更新

・重要水防箇所の位置について、共通認識が十分
に図られていない。

25

事項

(2)水防に関
する事項

1)河川水位
等に係る情
報提供

・既存の情報伝達ツールの実効性の検証が十分に
検討されていない。効率的、効果的に活用していく
ための改良策をさらに検討する必要がある。

3)水防資機
材の整備状
況
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豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

地域防災学習会等を4回開
催している。

国・市と協力して地域防災学習会等を開催
地域防災学習会等を4回開催してい
る。

26

出前講座3回、ワークショッ
プ3回、防災学習会4回を実
施

ひょうご防災リーダー講座を開催し、防災
リーダーを育成

自主防災組織の育成・活動支援（助成、人
材派遣）

出前講座40回、ワークショップ3回、
防災学習会4回を実施

27

「兵庫県地域防災計画（風水害等対策計
画）」に規定

全29地区で地域コミュニティを設立
(H27.2に方針策定)

・地域コミュニティ内の自助・共助をさらに促進させ
るため、地域コミュニティの枠組みを活用した活動の
支援を継続実施する必要がある。

28

豊岡市の地域FMラジオ、HPで円山
川の水防に関する情報を公開

・広報の活動を引き続き実施し、地域住民への浸
透・深化を促進する必要がある。

29

浸水リスクの問い合わせを
受け付ける窓口「災害情報
普及支援室」を設置（H27）

・今後も、「災害情報普及支援室」を活用した、情報
提供を継続実施していくことが望ましい。

30

住宅再建共済（フェニックス共済）促進員を
配置し、加入を促進

フェニックス共済の加入促進

・住宅再建共済制度：豊岡市16.5%（全県9.4%）、家
財再建共済制度豊岡市5.4%（全県2.4%）と、加入者
は全県平均より高いが、さらに普及啓発及び加入
促進を図る必要がある。

31

9)災害ボラン
ティア活動の
支援体制の
整備

「災害ボランティア活動支援指針」及び市町
マニュアルのモデルを提示し、市町災害ボラ
ンティア活動支援マニュアル等の整備を支
援

災害ボランティア活動の支援体制を
整備

災害時ボランティアの受け入れ訓練を
実施(H27.8)

・現在、災害ボランティアの受け入れ訓練が実施さ
れているため、訓練の実施内容を踏まえ、活動支援
体制を充実させる必要がある。

32

10)応急対策
復旧

建設業協会との連携による
支援要請

「兵庫県地域防災計画（風水害等対策計
画）」に規定
市町の応援要請に対する協力
自衛隊派遣要請、関西広域連合への応援
要請、兵庫県及び市町相互間の応援協定
や他の都道府県との応援協定等に基づく応
援要請

建設業協会との連携による支援要請
・早期復旧に向け、被災後に迅速な対応ができるよ
うにしていくためには現状では不十分である。

33

11 ） フォロー
アップ

洪水予報連絡会の実施 水防連絡会の実施

洪水予報連絡会、県水防連絡会への
参加を通じて、国・県・市が連携した
市民の避難対策に資する取組等を推
進する。

・洪水予報連絡会、水防連絡会の施策内容の情報
共有を図り、今後の各機関の取組・進捗を確認・点
検する機会を設ける必要がある。

34

事項

(2)水防に関
する事項

7)地域防災
力の向上

・地域防災学習会等の啓発活動を引き続き実施し、
地域住民への浸透・深化を促進する必要がある。
・自主防災組織・地域コミュニティの活動において次
世代の人材の増員が必要となるが、幅広い世代の
市民の参加が十分に図られていない。

8)水防に関
する広報の
充実
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（３）浸水の排水、施設運用等に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）河川管理施設の整備に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

浸水範囲内の局所的な浸
水を想定した排水ポンプ車
のアクセス道路及びポンプ
車配置計画を作成済

連絡体制整備済

35

平成17年～平成20年にか
け、排水機場の耐水化対策
を実施

内水解析の技術的支援

六方川排水機場、大谿川排水機場の耐水
化

36

事項

(3)浸水の排
水、施設運
用等に関す
る事項

排水施設、
排水資機材
の運用方法
の改善

・計画規模以上の洪水への適応が必要であるが、
排水施設の整備方針を策定し、効果的な排水対策
施設整備が十分に行われていない。

豊岡河川国道事務所 神戸地方気象台 兵庫県 豊岡市 課題 No

流下能力対策(築堤、掘削
等）の実施

37

堤防天端の保護、堤防裏
法尻の補強を実施（危機管
理型ハード対策）

38

事項

(4)河川管理
施設の整備
に関する事
項

堤防等河川
管理施設の
現状の整備
状況及び今
後の整備内
容

 ・洪水を安全に流すためのハード対策、及び粘り強
い構造の堤防等の整備は十分に行われていない。




